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ごあいさつ 
 

 

我が国では近年、急速な少子高齢化や核家族化が進むとともに、情報化

や国際化など社会環境の急激な変化に伴い、人々の価値観や生活様式が

多様化しました。それに伴い、こどもが育つ社会環境や家庭における子育

て環境も大きく変化し、こどもを巡る問題も複雑化しています。 

 

このような状況を受け、令和５（2023）年に「こども基本法」に基づ

き、こども政策を総合的に推進するため、政府全体の取り組みの基本的な

方針等を定める「こども大綱」が閣議決定されました。「こども大綱」で

は、全てのこどもが生命や発達が保障されながら、自立した個人として自己を確立し、意思表明

や参画、自己決定・自己実現の主体であると位置づけられています。市町村には、「こども基本法」

の基本理念を踏まえ、子どもの意見や活動を考慮し、こどもの現在と未来にわたって最善と思わ

れることを優先して施策化することが求められています。 

 

本市におきましても、子育て支援とこどもの利益を図る施策を総合的に推進するため、「第 3 期 

子ども・子育て支援事業計画」及び「第 3 期 日向市こどもの未来応援推進計画」を策定しました。

これらの計画をもとに、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援、学福連携・市民協働のこども

の応援を総合的に推進し、虐待及び不登校などこどもに関する相談支援や、居場所づくり・参加

支援等のこどもに関する施策をさらに拡充していくことから、『安心してこどもを産み育てられる

まちづくり』と『こどものウェルビーイング（幸福）』の実現をめざしてまいりたいと考えており

ます。 

 

最後に、この計画の策定にあたり、熱心にご審議いただきました日向市子ども・子育て会議、

並びに日向市子どもの未来応援会議の委員の皆さんをはじめ、ニーズ調査やアンケート調査に御

協力いただきました保護者・教職員の皆さん、貴重なご意見やご提言をいただきました市民の皆

さんに、心より感謝申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

令和７（2025）年３月  

日向市長 西村 賢 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景・目的 

我が国のこども・子育てを取り巻く環境は、少子化や核家族化の進行、地域社会のつながりの

希薄化等により大きく変化してきました。 

このような社会情勢を背景に、平成 24（2012）年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめと

する子ども・子育て関連３法が成立し、平成 27（2015）年から「子ども・子育て支援新制度」が

スタートしました。 

本市では、平成 27（2015）年３月に「日向市子ども・子育て支援事業計画」、令和２（2020）

年 3 月に「第２期日向市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子育てを地域全体で支える体

制を構築するため、地域の実情に応じた子ども・子育て支援を推進してまいりました。 

この度、令和７（2025）年３月に第２期計画が終期を迎えることから、第２期計画での取組の

成果と課題、子ども・子育て支援に関する新たなニーズ等を踏まえ、「第３期日向市子ども・子育

て支援事業計画」を策定するものです。 

◎こども・子育てに関する法律や制度の主な動向 

 

年度 法律・制度等 

平成 24 年度 「子ども・子育て支援法」成立 

平成 25 年度 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 

平成 26 年度 「次世代育成支援対策推進法」 

平成 27 年度 「子ども・子育て支援新制度」開始 

平成 28 年度 
「子ども・子育て支援法」一部改正 

「児童福祉法」一部改正 

平成 29 年度 
「子育て安心プラン」 

「新しい経済政策パッケージ」 

平成 30 年度 
「子ども・子育て支援法」一部改正 

「新・放課後子ども総合プラン」 

平成 31 年度 「幼児教育・保育の無償化」 

令和４年度 「こども基本法」 

令和５年度 

「こども家庭庁」発足 

「こども 未来戦略」閣議決定 

「こども大綱」閣議決定 

「こどもの居場所づくりに関する指針」閣議決定 

「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」閣議決定 

「こども・若者の意見の政策反映に 向けたガイドライン」発出 
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年度 法律・制度等 

令和６年度 
「こどもまんなか実行計画」こども政策推進会議にて決定 

「自治体こども計画策定のためのガイドライン」発出 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」で

す。同法に基づき、教育・保育及び地域・子ども子育て支援事業の提供体制の確保内容及び実施

時期や、子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する内容を定めています。 

また、第２期計画においては、「次世代育成支援対策推進法」の有効期限が令和 7（2025）年 3

月まで延長されたことに伴い、次世代育成支援行動計画の性格を持ち合わせることとしておりま

した。 

第３期計画においても、令和 6（2024）年 5 月の次世代育成支援対策推進法の改正により有効

期限が令和 17（2035）年 3 月まで再延長されたことに伴い、同法の基本理念を踏まえた計画と

します。 

また、上位計画である「第３次日向市総合計画・前期基本計画」の実現を目指した子育て分野

の計画であることから、各関連計画との整合性を図りながら政策を推進します。 

さらに、本計画は、様々な子育て支援施策が SDGs
※

（エスディジーズ／持続可能な開発目標）

の推進につながるものであると考え、本計画の基本目標を SDGs 達成に向けた取組として位置づ

けます。 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの５年とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※SDGs とは、「Sustainable Development Goals (持続可能な開発目標)」の略称であり、「誰一人取り残さない」

「よりよい地球をつくるために」2030 年までに国際社会が一丸となって取り組むべき国際目標で

す。貧困や飢餓、教育、ジェンダー、保健、環境、防災、エネルギー、経済格差や気候変動などの

世界が掲げる課題に対して、先進国、途上国が共に協力しながら、持続可能な世界を実現するため

の 17 の目標と 169 のターゲットからなります。 

 

令和２

（2020）

令和３

（2021）

令和４

（2022）

令和５

（2023）

令和６

（2024）

令和７

（2025）

令和８

（2026）

令和９

（2027）

令和１０

（2028）

令和１１

（2029）

第２期 日向市子ども・子育て支援事業計画

（令和２～令和６年度）

第３期 日向市子ども・子育て支援事業計画

（令和７～令和11年度）
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４ 計画策定の流れ 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第 72 条第１項に基づく「日向市子ども・子

育て会議」を設置し、審議を行いました。 

また、「子ども・子育て支援に関するニーズ調査（以下「ニーズ調査」という。）」を就学前児童

と小学生の保護者を対象に実施し、その結果を計画策定の基礎資料としています。 
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５ こども計画策定へ向けて 

「こども基本法」では、国の大綱を勘案して都道府県と市町村にそれぞれ「こども計画」を策

定するよう努力義務が課せられています。 

区域内のこども施策に全体として統一的に横串をとおすこと、住民にとって一層わかりやすい

ものとすること、事務負担の軽減を図ること等が目的とされ、宮崎県においては、少子化や子ど

もの貧困、子育て支援などを一体的に推進するための総合行動計画として、「宮崎県こども計画（仮

称）」が令和６年度中に策定される予定となっています。 

本市においては、将来的な「こども計画」への移行も想定して、「第３期日向市子ども・子育て

支援事業計画」と「第３期日向市こどもの未来応援推進計画」を一体的に策定します（両計画を

合冊により策定）。  

 

 

～「こども」の表記について～ 

こども基本法において、「こども」とは、「心身の発達の過程にある者」と定義しています。 

同法律内では、その健やかな成長が図られる権利が等しく保障されるため、一定の年齢で

区切ることがないように「こども」と表記されています。 

本計画でもその理念を踏まえ「こども」の表記を活用していきますが、法令に定められた

制度に基づく支援事業の名称などは、引き続き「子ども」の表記を用いています。 

 

（例） 子ども・子育て支援法における「子ども」など  
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第２章 こどもや子育て支援を取り巻く環境 

１ 統計からみる本市の現状 

（１）人口ピラミッド（性別年齢５歳階級別人口） 

人口ピラミッドを見ると、年少人口（15 歳未満）の人口が少なく、老年人口（65 歳以上）が

非常に多くなっています。出生数が低下し、少子化高齢化が進行していることが分かります。 

【人口ピラミッド［年齢５歳階級別人口］】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（令和 6(2024)年 3 月末現在） 

 

（２）総人口と世帯数の状況 

総人口は令和 2（2020）年以降減少を続けており、令和 4（2022）年以降は 6 万人を下

回っています。世帯数は、令和 5（2023）年以降減少しているものの、総人口に比べると減

少率が低くなっています。核家族化が進み、単身世帯も増えていると考えられます。 

【総人口と世帯数】 

 
資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

 

区分 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

人　口 60,900 60,241 59,598 59,028 58,264

世帯数 28,974 29,075 29,084 29,104 29,069

1,026

1,287

1,453

1,378

1,211

1,231

1,245

1,445

1,749

2,052

1,946

1,698

1,789

2,051

2,274

1,725

1,204

761

323

84

1,001

1,175

1,381

1,371

987

1,122

1,183

1,415

1,767

2,039

1,969

1,781

1,935

2,223

2,597

2,185

1,716

1,322

801

362

0 1,000 2,000 3,000

01,0002,0003,000

0-4歳

10-14歳

20-24歳

30-34歳

40-44歳

50-54歳

60-64歳

70-74歳

80-84歳

90-94歳

（人）

（人）

男女別・年齢階級別人口ピラミッド

男性 女性
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（３）年齢３区分別人口 

年齢３区分別人口を見ると、令和 2（2020）年から令和 6（2024）年にかけて、0-14 歳およ

び 15-64 歳の人口は年々減少している一方で、65 歳以上の人口は増加傾向にあり、少子高齢化

が進行していることが分かります。 

       【年齢３区分別人口の推移】       （人） 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

（４）児童人口 

児童人口は、令和 2（2020）年と令和６（2024）年にかけて減少しています。特に 0-5 歳の

児童人口は減少幅が大きくなっています。 

【児童人口】 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

 

（５）出生数 

出生数は減少傾向が続き、令和 2（2020）年と令和６（2024）年の比較では 114 人減少して

います。 

【出生数の推移】 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 

 

 

区分 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

0-14歳 8,222 7,996 7,833 7,563 7,323

15-64歳 33,340 32,730 32,073 31,795 31,313

65歳以上 19,338 19,515 19,692 19,670 19,628

区分 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年

0-5歳 2,985 2,882 2,730 2,595 2,453

6-11歳 3,453 3,389 3,327 3,218 3,127

合計 6,438 6,271 6,057 5,813 5,580

区分 R2年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

出生数 487 404 441 384 373
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（６）合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率は、一貫して全国及び宮崎県よりも高い水準で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態調査 

 

（７）未婚率の推移 

男性は平成 22（2010）年から平成 27（2015）年にかけて未婚率が増加しています。 

特に 30 代の未婚率が増加しています。 

【未婚率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

 

H22年 H27年 R2年

男性 84.8 87.5 87.2

女性 79.2 83.4 79.8

男性 61.3 62.9 66.0

女性 50.0 51.7 54.3

男性 38.0 41.5 44.2

女性 27.7 27.8 33.1

男性 29.7 32.1 32.9

女性 21.8 20.5 18.9

25-29歳

30-34歳

35-39歳

20-24歳

区分
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（８）ひとり親世帯の状況 

ひとり親世帯数は、平成 22（2010）年から令和 2（2020）年にかけて増加傾向にあります。 

ひとり親世帯のうち、母子世帯は増加傾向にあり、父子世帯は一時的に増加した後に減少して

います。 

【ひとり親世帯（母子・父子世帯）数】 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

【20 歳未満の子どもがいる 母子のみ・父子のみの世帯数】 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 H22年 H27年 R２年度

母子世帯数 2,249 2,320 2,409

父子世帯数 348 407 388

区分 H22年 H27年 R２年度

母子世帯数 582 631 575

父子世帯数 63 65 65
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２ 教育・保育サービスの利用状況 

（１）就学前児童の教育・保育施設数 

令和 6（2024）年 3 月末現在、市内の認可保育所、認定こども園、幼稚園の数は、公立 2 か所、

私立 25 か所で、入所状況は以下のとおりです。 

【地区別教育・保育入所状況】 

 

(令和 6（2024）年 3 月末現在） 

 

 

 

ͪ ὑᴣ Њ Ѓ ὑ ᶸ ὑᴣ Њ Ѓ ℗ ᶸ ὑᴣ Њ Ѓ

˲ ˲ ˲ ˲ ˲ ˲

Џ Ѓ 18

1 90 85 1 195 193 Ѓ 22

1 90 85 1 195 193 0 0 0 40

Џ 1 60 52 Ѓ 127

2 115 98 1 135 154 Ѓ 144

3 175 150 1 135 154 0 0 0 271

Џ Ѓ 32

1 60 66 Ѓ 66

1 60 66 0 0 0 0 0 0 98

Џ Ѓ 328

5 425 444 2 170 149 Ѓ 368

5 425 444 2 170 149 0 0 0 696

Џ Ѓ 555

2 160 159 5 615 570 1 25 26 Ѓ 585

2 160 159 5 615 570 1 25 26 1,140

Џ 1 60 57 Ѓ 28

Ѓ 32

1 60 57 0 0 0 0 0 0 60

Џ Ѓ 35

1 50 38 Ѓ 52

1 50 38 0 0 0 0 0 0 87

Џ Ѓ 15

2 90 59 Ѓ 20

2 90 59 0 0 0 0 0 0 35

Џ Ѓ 24

1 55 45 Ѓ 37

0 0 0 1 55 45 0 0 0 61

᷂Ӣ Ӣѝ Ѓ˲֥ ˲

ὰ

Ṋ

Ͻᾌ

ᾶ

Ῥ

ῑ
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（２）施設数および定員・入所（園）児童数の推移 

認可保育所・認定こども園・認可外保育施設、幼稚園の施設数および定員数・入所児童数は、

令和元（2019）年以降減少傾向にあります。 

【施設数及び定員・入所(園)児童数】         （単位：箇所、人） 

  （各年 3 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

3,113 2,985 2,822 2,730 2,595

施設数 2 2 2 2 2

定員 120 120 120 120 120

入所児童数 113 105 99 103 102

施設数 14 14 14 14 14

定員 1,010 1,010 990 990 990

入所児童数 1,011 998 953 938 852

施設数 10 10 10 10 10

定員 1,205 1,185 1,170 1,170 1,170

園児数 1,087 1,088 1,077 1,021 1,037

事業所内 施設数 2 2 2 2 2

その他 施設数 6 7 7 7 5

施設数 1 1 1 1 0

定員 30 30 30 30 0

園児数 14 13 9 5 0

施設数 1 1 1 1 1

園児数 33 32 28 23 19

認可

保育所

公立

民間

認定

こども園
民間

区　　　分

０～５歳児人口（人）

認可外

保育施設

幼稚園

公立

私立
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（３）認可保育所の年齢別入所状況 

認可保育所の年齢別入所状況は、以下のとおりです。 

【認可保育所の年齢別入所状況】          （単位：人、％） 

（各年４月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

児童総数 485 477 407 419 363

入所児童数 128 125 115 114 105

入所率 26 26 28 27 29

児童総数 501 433 469 415 418

入所児童数 208 202 198 188 180

入所率 42 47 42 45 43

児童総数 510 507 431 471 414

入所児童数 215 210 202 198 188

入所率 42 41 47 42 45

児童総数 532 507 500 427 471

入所児童数 235 228 219 205 205

入所率 44 45 44 48 44

児童総数 533 525 493 504 423

入所児童数 218 215 208 207 201

入所率 41 41 42 41 48

児童総数 552 536 522 494 506

入所児童数 238 228 217 207 206

入所率 43 43 42 42 41

児童総数 3,113 2,985 2,822 2,730 2,595

入所児童数 1,242 1,208 1,159 1,119 1,085

入所率 40 40 41 41 42

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

合計

区　　分
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（４）認定こども園の年齢別入所状況 

認定こども園の年齢別入所状況は、以下のとおりです。 

【認定こども園の年齢別入所状況】          （単位：人、％） 

（各年４月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

Ϸ₴↓ ₴↓ ₴↓ ₴↓ ₴↓

Ѓ 485 477 407 419 363

Њ Ѓ 35 50 35 45 33

Њ 7 10 9 11 9

Ѓ 501 433 469 415 418

Њ Ѓ 130 140 143 114 146

Њ 26 32 30 27 35

Ѓ 510 507 431 471 414

Њ Ѓ 153 154 160 169 137

Њ 30 30 37 36 33

Ѓ 532 507 500 427 471

Њ Ѓ 251 231 235 213 242

Њ 47 46 47 50 51

Ѓ 533 525 493 504 423

Њ Ѓ 244 266 236 241 224

Њ 46 51 48 48 53

Ѓ 552 536 522 494 506

Њ Ѓ 274 247 268 239 255

Њ 50 46 51 48 50

Ѓ 3,113 2,985 2,822 2,730 2,595

Њ Ѓ 1,087 1,088 1,077 1,021 1,037

Њ 35 36 38 37 40

Ӣ ѝ

Ѓ

Ѓ

Ѓ

Ѓ

Ѓ

Ѓ

ֻ
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（５）幼稚園の就園状況 

幼稚園の就園状況は、以下のとおりです。 

【幼稚園の就園状況】          （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年５月 1 日現在） 

 

３ 主な子ども・子育て支援の実施状況 

（１）延長保育事業 

就労時間の延長等により通常の保育時間を超える保育が必要な場合、保育所（園）等での保育

時間を延長して園児の預かりを実施しています。 

（年間延べ利用人数） 

 

 

 

 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

532 507 500 427 471

園児数 4 2 2 2 0

就園率 0.8 0.4 0.4 0.5 0.0

園児数 3 6 14 4 5

就園率 0.6 1.2 2.8 0.9 1.1

533 525 493 504 423

園児数 6 5 2 1 0

就園率 1.1 1.0 0.4 0.2 0.0

園児数 17 10 6 13 1

就園率 3.2 1.9 1.2 2.6 0.2

552 536 522 494 506

園児数 4 6 5 2 0

就園率 0.7 1.1 1.0 0.4 0.0

園児数 13 16 8 6 13

就園率 2.4 3.0 1.5 1.2 2.6

区　　　分

児童総数

児童総数

児童総数

公立園

私立園

４歳児

３歳児

公立園

私立園

５歳児
公立園

私立園

区分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

【箇所】 26 26 26 26 26

【人】 30,234 28,555 27,378 26,411 22,052
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（２）放課後児童クラブ 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童を対象に、放課後に適切な遊びや生活の場

を与え、児童の健全育成を図っています。 

令和 5（2023）年度現在、7 地区（富高・日知屋・日知屋東・大王谷・財光寺・財光寺南・寺

迫）13 か所を運営しています。    

【放課後等児童クラブ（学童保育）】 

（年間延べ利用人数 単位：人） 

 
 

（３）児童館・児童センター 

遊びや各種教室などを通して児童の健全な発達や豊かな創造性を育む事業のほか、児童自らが

学び遊ぶ場、集い仲間づくりの場として、施設の特徴を生かした児童の居場所づくりを推進して

います。 

また、子育て中の親子が気軽に集い、交流する場を提供しています。 

【児童館・児童センターの利用状況】   
（年間延べ利用人数 単位：人） 

 

 

 

 

᷂Ӣ Ӣѝ R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

ὰ 2 2 2 2 2

Ѓ 17,291 16,298 15,601 14,571 16,485

ᾶ 1 1 1 1 1

Ѓ 4,515 5,381 5,805 5,239 5,839

ᾶ 1 1 2 3 3

Ѓ 7,937 7,828 13,223 21,886 22,842

Ẏ 2 2 2 2 2

Ѓ 12,891 13,096 12,594 13,011 12,970

Ͻᾌ 2 2 2 2 2

Ѓ 15,665 15,694 15,824 14,906 14,422

Ͻᾌӳ 2 2 2 2 2

Ѓ 15,603 15,171 15,250 14,200 16,917

ᾌ 0 0 0 0 1

Ѓ 0 0 0 0 1,461

ֻ 10 10 11 12 13

Ѓ 73,902 73,468 78,297 83,813 90,936

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

11,407 7,789 6,267 7,043 11,732

11,728 6,935 7,171 6,906 9,560

Ӣ ѝ

Ẏ Ѓ

ᾶЃ
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者が疾病等で乳児を養育することが困難な場合、児童養護施設等で一定期間養育を実施し

ています。 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）・養育支援訪問事業 

生後４か月までの乳児がいる家庭に保健師や看護師等が訪問し、乳児や母親の身体や育児に関

する相談に応じたり、母子保健サービスの情報提供等を実施しています。 

また、養育支援訪問員が養育の支援が必要な子育て世帯を訪問し、母子の健全な育成を図って

います。 

 

 

 

 

 

（６）地域子育て支援拠点事業 

令和５（2023）年１月現在市内には、地域子育て支援拠点として日向・地域子育て支援セン

ターが１か所、つどいの広場 1 か所があり、子育て講座や子育て相談等を実施しています。 

           【０～２歳を中心とした親子の利用実績】     述べ参加者数（人） 

 

 

 

 

 

 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

9,312 3,021 5,489 5,282 9,535

6,960 4,487 3,683 3,341 4,654

16,272 7,508 9,172 8,623 14,189

地域子育て支援センター

つどいの広場

合計

区　　　分

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

0 14 13 7 40

区分

子育て短期支援事業（ショートステイ）【人】

(年間の延べ人数）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

457 435 422 378 383

区分

乳児家庭全戸訪問事業【人】

(年間の延べ人数）
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（７）病児・病後児保育事業 

病中または病気の回復期の児童について、保護者の就労等により家庭における保育や集団保育

が困難な場合、病院や保育所等に付設された専用スペースにおいて看護師等が一時的に保育を実

施しています。 

（年間延べ利用人数） 

 

 

（８）ファミリー・サポート・センター事業 

｢子育ての援助を受けたい方｣と｢子育ての援助を行いたい方｣の地域での相互援助として組織

し、保護者の仕事や病気などを理由とした、保育所（園）・幼稚園等の送迎及び終了後の預かり

などを実施しています。 

 【ファミリー・サポート・センター事業の登録会員状況】（人） 

 

 

 

 

 

（各年３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

2,165 1,529 2,323 2,470 2,764病児・病後児保育事業【人】

区分

区分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

依頼会員 261 303 307 314 322

提供会員 45 46 48 48 48

両方会員 4 5 7 7 8

活動件数 288 419 476 493 129
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（９）乳幼児健康診査の実施状況 

 母子保健法で定められた乳幼児健康診査を実施し、身体の発育やことば・発達面に課題があ

るこどもについて、早期治療や早期療育につなぎます。 

【乳幼児健康診査実施状況】 

 

（各年３月末現在） 

 

（10）母子保健における相談事業の実施状況 

母子保健における相談事業として、本市では母子健康手帳を交付し、受講希望者に対しパパ 

ママ教室を実施しています。 

【相談事業実施状況】 

 

（各年３月末現在） 

（11）要支援児童、要保護児童の支援 

児童相談および児童虐待防止対策については、要保護児童対策地域協議会の校区部会を中核に

個別ケース会議を実施しながらこども家庭支援に取り組んでいます。 

令和５（2023）年３月に、「子ども家庭総合支援拠点 ひなたの森」を開所し、専門職員の配

置と施設整備を行い、本拠点を活用して、個別の家庭の子育てを、親子のふれあいや養育環境づ

くりのイメージを共有しながら応援していくとともに、関係機関や支援団体と連携して、地域で

の見守りや支援を推進しています。 

 

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

ᾍ ˲ 435 522 445 421 374

֞ ˲ 431 497 445 423 367

֞ 99.1 95.2 100.0 100.5 98.1

0.7 0.6 0.9 0.2 0.5

ᾍ ˲ 468 530 486 467 427

֞ ˲ 458 507 487 464 421

֞ 97.9 95.7 100.2 99.4 98.6

20.5 24.8 20.1 20.3 16.4

Ӣ ѝ

Ѓ
β∆

֞

Ѓ
β∆

֞

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

425 453 377 389 333

ὕ ᶥ 5 5 6 6 6

֓қ˲ ├ 83 108 80 112 123

Ӣ ѝ

ἧβ∆ ₓ˧̂ ˲

Ὑ
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（12）児童相談の状況 

① 養護相談（養育不安）件数の推移 

養護相談（養育不安）件数は、増減を繰り返しながら令和 5（2023）年度に再び減少してい

ます。           

【養護相談件数の推移】 

 

（各年３月末現在） 

 

② 児童虐待に関する相談件数の推移  

児童虐待相談件数の合計は、県児童相談所において通告相談の対応を従来行っていた「泣き

声通告」と「面前ＤＶ事案」の市町村へのケース送致が令和４（2022）年度より運用開始され

たこともあり、大きく増加しています。 

【児童虐待相談件数の推移】 

 

  

 

（各年３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

相談件数 167 125 158 171 157

区分 R1年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

相談件数 38 18 39 75 96
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（13）就学援助の状況 

経済的な理由により市内の小・中学校への就学が困難な児童生徒に対して、学用品費や給食費

などの費用の一部を援助しています。 

【就学援助の状況】 

 

 
 
資料：学校教育課（各年３月末現在） 

 

 

 

 

区

分
R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

497 518 500 477 478

14.21% 15.18% 14.98% 14.61% 15.09%

就学援助費

　　（給食費・医療費以外）

・特支就学奨励費

・要保護修学旅行費

13,901,779 13,652,616 13,556,445 12,808,444 14,409,312

準要保護児童生徒給食費 18,677,625 22,673,826 21,963,076 21,569,848 20,804,531

準要保護児童生徒医療費 352,849 401,640 262,986 199,810 156,100

335 336 339 309 327

20.17% 20.04% 20.37% 18.64% 19.91%

就学援助費

　　（給食費・医療費以外）

・特支就学奨励費

・要保護修学旅行費

21,018,640 17,715,240 19,146,898 18,423,970 20,916,572

準要保護児童生徒給食費 14,599,699 17,193,027 17,498,815 16,227,556 16,619,323

準要保護児童生徒医療費 75,174 120,134 25,620 29,550 86,690

832 854 839 786 805

16.13% 16.78% 16.78% 15.96% 16.74%

就学援助費

　　（給食費・医療費以外）

・特支就学奨励費

・要保護修学旅行費

34,920,419 31,367,856 32,703,343 31,232,414 35,325,884

準要保護児童生徒給食費 33,277,324 39,866,853 39,461,891 37,797,404 37,423,854

準要保護児童生徒医療費 428,023 521,774 288,606 229,360 242,790

年　度

人数（人）

認定率（％）

人数（人）

認定率（％）

人数（人）

認定率（％）

小

学

校 支給

総額

（円）

中

学

校 支給

総額

（円）

全

体
支給

総額

（円）
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（14）障がい児等への支援状況 

① 障がい児保育事業  

軽度の心身障がいを有する児童及び特別児童扶養手当支給対象となっている障がい児を保育

所等に受け入れ、集団保育を実施しています。 

【障がい児保育利用状況】 

区   分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

実施箇所数 7 4 8 5 3 

実施月数（実人数） 112(10)  87(8)  105(9)  83(8)  59(5)  

資料：こども課（各年３月末） 

② 児童発達支援利用状況 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などを行っ

ています。 

児童発達支援の利用状況をみると、令和 2(2020)年度以降減少傾向にあります。 

【障がい児通所支援利用状況】 

区   分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数（人/月） 53  39  36  37  

利用日数（延べ人数/月） 547  419  343  383  

資料：福祉課（各年３月末現在） 

 

③ 障がい児相談支援利用者数の推移 

障がい児の通所支援を利用するにあたって必要となる障がい児支援利用計画案を作成すると

ともに、定期的にサービスなどの利用状況を検証しています。 

障がい児相談支援における相談利用者数は、以下のとおりです。 

【障がい児相談支援利用者数の推移】 

区   分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数（人/月） 130  126  122  134  

資料：福祉課（各年３月末現在） 
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（15）一時預かり事業 

① 幼稚園型 

幼稚園又は認定こども園において在園児を対象として、教育時間の前後又は長期休業日等に

一時預かり（預かり保育）を実施しています。 

【一時預かり事業（幼稚園型）】        （年間延べ利用人数） 

区   分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数（人） 25,874 23,230  24,058  21,274  23,560  

 

 

② 幼稚園型を除く 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に保

育所その他の場所において一時的に保育を実施しています。 

【一時預かり事業（幼稚園を除く）】      （年間延べ利用人数） 

区   分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

利用者数（人） 1,171 636  679  347  425  
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第３章 第２期計画の子ども・子育て支援の取組と評価 

本市では子ども・子育て支援に関する施策を着実に推進するため、子ども・子育て支援事業計

画に掲げた施策の実施状況について、毎年度、点検・評価しています。 

評価結果や日向市子ども・子育て会議の意見を考慮し、必要に応じて見直しを行い、各事業の

改善等につなげています。 

 

１ 事業評価について 

（１）評価の方法 

施策ごとに担当部署が評価基準の指標に基づき、各事業の「進捗度」「達成度」「利用状況把握

度」を評価します。 

【評価基準】 

Ѩὑ ↓ ↓ 

Ａ 十分に推進されている 十分に達成されている 

Ｂ 概ね推進されている 概ね達成されている 

Ｃ あまり推進されていない あまり達成されていない 

Ｄ 推進していない 達成していない 

Ｅ 中止、廃止 中止、廃止 

 

Ѩὑ ѫ ↓ 

Ａ 十分に利用状況が把握、正確にその内容が確認されている 

Ｂ 概ね利用状況の把握ができているが、その内容は整理されていない 

Ｃ あまり利用状況の把握はされていない 

Ｄ 利用状況の把握ができない、もしくは利用されているが把握していない 

Ｅ 中止、廃止 
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（２）総合評価の判定方法について 

「総合評価」の判定方法は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 「推進」「達成」「利用状況把握度」の全てにおいてＡ判定である。 

  事業が完了している 
 

Ｂ： 「推進」「達成」「利用状況把握度」のうち、２つ以上がＡ判定である。 

 「推進」「達成」「利用状況把握度」のうち、１つがＡ判定であり、かつ残り２つは

Ｂ判定である。 

  全てにおいてＢ判定である。 
 

Ｃ： 「推進」「達成」「利用状況把握度」のうち、２つ以上がＢ判定以上である。 

 「推進」「達成」「利用状況把握度」のうち、１つがＡ判定もしくはＢ判定であり、

かつ残り２つはＣ判定である。 

  全てにおいてＣ判定である。 
 

Ｄ： 「推進」「達成」「利用状況把握度」のうち、２つ以上がＣ判定以上である。 
 

Ｅ： 事業中止もしくは事業廃止されている。 
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２ 評価結果 

「第２期日向市子ども・子育て支援事業計画」において、推進されている主要施策と推進事業

について、評価を行った結果は以下のとおりです。 

 

評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

〇ふれあい映画祭の開催

　参加者110人

○人権の花づくり事業を実施

　財光寺小学校

〇教員を対象とした人権研修を実施

B B B B 地域コミュニティ課

〇人権講座を開催

　実施回数4回　参加者　延べ290人
E B B A 生涯学習課

○日向市人権・同和教育研究大会へ参加　全学校

〇職員への研修を実施　全学校
C B A A 学校教育課

〇人権・同和問題市民講演会を県民人権講座と共催

　参加者　123人

○人権について考える市民の集いを実施

　参加者　150人

○人権出前講座を家庭教育学級で実施

　実施回数　１回

〇人権・同和問題啓発推進協議会幹事会、

　総会及び研修会を実施

○行政職員研修会を実施

　実施回数　3回　参加者延べ　177人

B B B B 地域コミュニティ課

〇人権に関する出前講座

  実施回　4回
E B B A 生涯学習課

〇人権教育に関して研修を実施

　全学校
C B A A 学校教育課

3 障がい児の権利擁護

○障がい者虐待防止を目的とした全体研修会を実施

　実施回数　1回

○希望のあった事業所への研修の実施

　11箇所

C C D A 福祉課

4 保護者の孤立化の予防

○地域子育て支援センター

　体験保育利用者数　　延べ9,535人

○つどいの広場「たんぽぽきっず」

　利用者数　　延べ 4,654人

B B B A こども課

○児童相談

　新規受理件数　200件　　※虐待相談含む
A A A A こども課

〇生活困窮者自立相談支援

　社協「心から」と定期運営協議会を開催

〇重層的支援体制整備事業と連携し、

　相談体制の充実を図った

- B A A 福祉課

6 子育てアドバイザーの充実

○子育てアドバイザー

　登録者数　27人

　(幼稚園、認可保育所（園）、認定こども園)

D D C C こども課

7 要保護児童対策地域協議会の充実

○要保護児童対策地域協議会開催回数

　代表者会議  1回

　実務者会議  1回

　校区部会　18回

　ケース検討会議 143回

A A A A こども課

8 児童虐待の早期発見
○児童虐待相談

　件数 96件
A B B B こども課

2 人権教育の推進

（２）児童虐待の早期発見・早期対応

5 相談事業の充実

基本目標１　子どもが心豊かにいきいきと育つまちづくり

関連施策

１．子どもの最善の利益の確保

（１）子どもの人権の尊重

1
子どもの権利擁護推進の

啓発
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9 住民の協力による早期発見

〇広報誌掲載数

　市広報掲載回数　1回

　ひまわりタイム　1回

○児童虐待防止推進月間

　11月ポスター各区掲示数

　実施回数　2回

○オレンジリボンたすきリレー

　inみやざきにおける啓発活動数

　実施回数1回

A A A A こども課

10 こども家庭総合支援拠点の設置

○令和５年３月に設置した「子ども家庭総合支援拠点ひなた

の森」に専門職員を配置し、子育て世代包括支援センター等

と連携して、要保護・要支援児童の世帯や特定妊婦に対し、

子どもとの関わり方や生活習慣形成、出産準備等、家庭での

取り組みのイメージを共有する支援を行った。

- A A B こども課

○スクールカウンセラー配置校数（県）

　中学校　8校

○スクールソーシャルワーカー配置人数

　市　2名

　県　2名

A A A A 学校教育課

○｢ひまわりラウンジ｣

　登録者数

　中学生　23人

　小学生　　2人

　相談件数　89件

A A A A 学校教育課

○青少年相談件数

　30件
B B B A 生涯学習課

〇相談業務にあたる職員を配置

　社会福祉士　3人　保健師　6人

　看護師　3人

   発達障がい児童相談員（保育士）　１人

　教職員OG　１人　管理栄養士　１人

A A A A こども課

○令和５年３月に設置した「子ども家庭総合支援拠点ひなた

の森」に専門職員を配置し、子育て世代包括支援センター等

と連携して、要保護・要支援児童の世帯や特定妊婦に対し、

子どもとの関わり方や生活習慣形成、出産準備等、家庭での

取り組みのイメージを共有する支援を行った。

- A A B こども課

12 相談事業の周知と利用促進

○生涯学習だより配布部数

　17,500部×年2回

　（全戸配布）

○みらくるキッズ配布部数

　6,050部×年3回

　（幼・小・中へ配布）

○青少年相談室の案内チラシ配布

（全児童生徒へ配布）

B B B A 生涯学習課

1
家庭教育に関する意識の

啓発

○家庭教育学級開設数

　18学級開設

　内訳

　幼稚園等　3学級

　小学校　  11学級

　中学校　　 4学級

※中高一貫は小学校で計上

A A A A 生涯学習課

２．豊かな心と生きる力を育む教育環境の整備

（１）家庭の教育力の向上

（２）児童虐待の早期発見・早期対応

（３）子どものための相談事業の充実

11
子どもへの相談支援体制の

充実



第３章 第２期計画の子ども・子育て支援の取組と評価 

27 

 

 

 

評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

2 男性の子育て参加の促進

○妊娠届件数　 333件

〇出生届件数　378件

○パパママ教室開催数

　 6回

　参加者 123名

 (うち父親の参加者数 58名）

B B B B こども課

3 家族・親子支援プログラムの実施

○「コモンセンス・ペアレンティング・プログラム

  ・講座回数  2回

（幼児版6回＋フォローアップ2回・学齢児版6回講座）

 ・紹介講座1回

    ほしつメソッド・育児相談14回 参加人数　延べ71人

B B B B こども課

4

○「ノーバディーズ・パーフェクト・プログラム」

　（ＮＰ）

　講座回数（1回6講座）　年2回　参加人数　延べ92人

B B B B こども課

○「子育てサロン」

　開催回数 年12回　利用人数 延べ32人
B B B B こども課

5 親子のふれあいのための機会の創造

〇ブックスタート

（７か月児健診時に絵本1冊と子育てアドバイス冊子が

　入ったブックスタートパック)

　配布回数　11回

　配布人数　394人

〇ブックスタートプラス

（１歳６か月児健診時に絵本を１冊）

　配布回数　12回

　配布人数　367人

〇ブックスタートツープラス

（ ３歳児健診時に絵本を１冊）

　配布回数　 12回

　配布人数　420人

A A A A 図書館

6 「家庭の日」の普及促進

○毎月第3日曜日の「家庭の日」において中学校では部活動を

せずに家庭で過ごすことを推奨しており、市内すべての中学

校で徹底されている。また、公立公民館において、家庭の日

の1週間前からのぼり旗を掲げ、普及啓発に取り組んだ。

C C C B 生涯学習課

7 幼児教育の充実

○実施幼稚園数　1園

○幼保連携型認定こども園数　6園

○幼稚園型認定こども園数　4園

B B B B こども課

8 園庭開放の推進

○実施幼稚園数　1園

○幼保連携型認定こども園数　6園

○幼稚園型認定こども園数　4園

B B B B こども課

9 家庭・地域への働きかけ - - - - こども課

10 小学校の学びにつながる取組

○小学校との接続を見通した教育課程の編成を実施

　17園

○授業・行事、研究会・研修等の小学校との子ども及び

　教職員の交流活動を実施

   17園

- B B B こども課

11 学力の向上

○少人数指導の実施充実

・30人学級

　小学校1・2年生・3年1校

・35人学級

　小学校3・4・5年生

　中学校1年生

A A A A 学校教育課

関連施策

（１）家庭の教育力の向上

産前・産後サポート事業の実施

（２）生きる力を育む教育の推進

　　①幼児教育の充実

　　②学校教育の充実
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

12
小中一貫（連携）教育の

充実

○小中一貫 教育を実施

 全学校
A A A A 学校教育課

13 国際化への対応

○ＡＬＴ(外国語指導助手)と連携し、

　外国語活動を実施（小1～4年）

　全学校

〇ALT（外国語指導助手）と連携し、

　外国語科授業を実施（小5～中3）

　全学校

〇日向市独自の取組として外国語に慣れ親しむ素地を

　つくるため「We love hyuga」を活用（小1～2）

A A A A 学校教育課

14 情報化への対応
〇情報を正しく活用する能力の育成を実施

　全学校
B A A A 学校教育課

15 「総合的な学習の時間」の充実
〇「ふるさとの時間」の内容を充実を実施

　全学校
A A A A 学校教育課

16 職場体験学習の推進
〇職場体験学習を実施

　全学校
E E A A 学校教育課

17 豊かな心の育成

〇教材に動画等のデジタルコンテンツを使い、

　ＩＣＴを活用した授業への取組を実施。

○朝の読書活動を実施

　小学校　9校

　中学校　6校

B B B A 学校教育課

18 自然体験活動 ○全小学校で集団宿泊学習を実施 A A A A 学校教育課

19
ウィークエンドサークル

事業の推進

○市内全小学校区を対象に土曜子ども教室の開催

　6公民館8教室
B B A A 生涯学習課

20 子ども会活動の支援

〇日向市子ども会育成連絡協議会へ補助金を支給

　補助金額　115千円

〇活動実績（ジュニアリーダー研修、全国子ども会安全共済

会事務等）

C C C B 生涯学習課

21 スポーツ少年団の活動支援

○ジュニア育成事業の実施

 9競技

○日向市スポーツ少年団登録数

 53団体　887名

〇日向市・東臼杵ブロック大会実施

 競技数　6競技

C B B B スポーツ・文化振興課

22 地域教育力活性化推進事業の充実

〇地域教育力活性化推進事業を実施

　委託団体　7団体

　委託料　317千円

　参加者数　延べ2,503任

　大人の参加割合 47.82％

A A A A 生涯学習課

23
障がい児とのふれあい交流

事業

○「2023日向市ふれあいフェスタ」の開催

　来場数　約750人

○障害者週間記念事業の実施

　日向市障害者センターあいとぴあにおいて、障がい者施設

等の作品展示を行った。

B B B B 福祉課

24 青少年意見発表会 〇事業見直しにより、意見発表会は終了 E E E E 生涯学習課

25 子どもの学習・生活支援

○学習支援の実施

　回数：84回　対象児童生徒：36名　※うち中学3年生6名

高校合格

○定期的な連絡会を開催し、情報共有を図った。

　 参加：社協・学習支援員・学校

B B B B 福祉課

関連施策

　　②学校教育の充実

　　③ 地域社会における教育力の向上
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

26 ジュニアリーダー等の育成
〇ジュニア・リーダークラブの会議を定期的に開催

　登録者数16名
A B B A 生涯学習課

27 ボランティア活動の促進

〇ジュニア・リーダー10名が「はたちの集い」に参加

　受付補助や20歳の方への花束贈呈などの

   役割を担った。

E B B A 生涯学習課

28
命の大切さを学ぶふれあい交流の充

実
〇実績なし D D D D こども課

29 キャリア教育の推進

○「よのなか教室」事業として、職業講話を実施

　全学校

〇「キャリア教育通信」「ブログ」等を活用した

　情報の発信と啓発

○「14歳のよのなかの挑戦」事業として、

　職場体験学習を実施

B B A B 学校教育課

○地元自治会区との管理契約

　市内40地区70カ所
B B B B 市街地整備課

○農村公園の維持管理を実施

　6か所
B B B B 農業畜産課

31 児童館（センター）の整備 〇未実施 D D D D こども課

32
児童館（センター）の活動

内容の充実

〇児童センター利用者数

  日知屋児童センター

　延べ   9,560人

  大王谷児童館

　 延べ  11,732人

A A B A こども課

33 中高生の居場所づくり

〇児童センター利用者数

  日知屋児童センター

　延べ101人

  大王谷児童館

　 延べ232人

A A C A こども課

34 子どもの居場所づくり

○地域の支援者とともに子どもの学習習慣の

   定着への取組　市内3カ所

○居場所づくりへの取組

　ゲームや工作、食事などの体験活動を通じて

　コミュニケーション能力を向上させる等

B B B B 福祉課

評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

1 産前・産後サポート事業の充実

○「ノーバディーズ・パーフェクト・プログラム」

   を実施

　講座回数（1回6講座） 年2回　参加人数　延べ92人

○「子育てサロン」を実施

　開催回数 12回　利用人数 延べ32人

B B B B こども課

2

地域子育て支援拠点事業（地域子育

て支援センター・つどいの広場）の

充実

〇「育児相談」を実施

　　地域子育て支援センター　　延べ26件

　　つどいの広場　　 延べ 124件

B B B B こども課

3
保育所(園)、幼稚園、

認定こども園の機能の活用

○園庭開放を実施

　幼稚園1園

　認定こども園10園

　保育園16園

B B B B こども課

　①子育てに対する不安の軽減

30 公園等の整備

基本目標２　安心して子どもを産み、愛情豊かに育てられるまちづくり

関連施策

１．子育てや子育て家庭への支援

（１）育児家庭への支援

関連施策

（3）次代を担う人づくり

（4）子どもの遊び場・居場所づくり
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

4 乳幼児各種相談事業の充実

〇「乳幼児の各種相談」を実施

　電話相談150件

　保健指導

　妊婦333件

　産婦137件

A A A B こども課

5 相談事業の充実
○児童相談

　新規受理件数 200件
A A A A こども課

6 人材の育成

○子育てアドバイザー

　登録者数27人

　(幼稚園、認可保育所（園）、認定こども園)

D C C C こども課

7 育児教室の充実

○各種育児教室を実施

　赤ちゃん相談

　11回　延べ 154組 328人

　すくすく相談

　11回　延べ 116組 241人

B B B B こども課

8 子育てサークルの育成活動の支援

○日向・地域子育て支援センターでの活動

　・ひまわりサークル参加者

　大人　延べ943人

　子ども　延べ1,020人

　・リトミック遊び等参加者

　大人　延べ698人

　子ども　延べ787人

○つどいの広場における活動

  ・子育て親子の交流

　 大人　延べ2,181人

　子ども　延べ2,473人

B B B A こども課

9

地域子育て支援拠点事業

（地域子育て支援センター・つどい

   の広場）の充実

○地域子育て支援センター

　体験保育利用者

　延べ　9,535人

○つどいの広場

　「たんぽぽきっず」利用者

　延べ　4,654人

B B B A こども課

10 地域施設の活用

〇児童センター利用者数

　日知屋児童センター

　延べ   9,560人

　大王谷児童館

　延べ  11,732人

A A B A こども課

11 一時預かり保育の充実
○一時預かり保育利用者

　延べ　425人
B B B B こども課

12 ショートステイ事業の充実

○子育て短期支援

　預かり施設数　3施設

　利用者人数　延べ40人

B B B B こども課

13 保育サポーターの活動支援

○講演会等開催時に託児支援を実施

　市の主催時市の保育士

　他の主催時保育協議会等

B B B B こども課

14
ファミリー・サポート・センター

の充実

○ファミリーサポートセンターの登録数

　お助け会員　48人

　お願い会員　322人

　両方会員　8人

B B B B こども課

15 情報提供サービスの充実 〇広報ひゅうが掲載　12回 B B B B こども課

16
子育て情報ガイドブックの

作成

〇日向市の子育て支援冊子作成実績

　1,500冊
A A A A こども課

関連施策

　①子育てに対する不安の軽減

　② 子育て親子の交流の促進

　③緊急時等やリフレッシュのための支援

　④子育て支援情報の提供
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

17 保育料の軽減の維持

令和6年3月1日現在

○ひとり親世帯、在宅障がい者世帯児童数

　287人

○2人以上同時入所世帯に対する保育料軽減世帯児童

　730人

A A A A こども課

18 幼児教育・保育の無償化実施

令和6年3月1日現在

○3歳児クラスから５歳児クラスの子ども　1,323人

○市民税非課税世帯の

   0歳児クラス～2歳児クラスの子ども   84人

A A A A こども課

19 子ども医療費助成制度の維持

〇子ども医療費助成を実施

　助成件数　延べ121,413件

（内）小学生分　延べ48,271件

A A A A こども課

20 児童手当の給付

〇児童手当の給付を実施

　対象児童数　延べ82,738人

　給付実績　933,850千円

A A A A こども課

21 幼稚園就園奨励費補助金の交付 制度廃止 E E E E こども課

22 妊婦一般健康診査費用助成

〇妊婦一般健康診査の費用助成を実施

　助成件数　542人

　延べ　4,140件

B B B B こども課

1 児童扶養手当の給付
〇児童扶養手当の給付を実施

　受給者数延べ8,765人
A A A A こども課

2 ひとり親家庭等の医療費助成事業
〇ひとり親家庭等医療費助成を実施

　助成件数　延べ7,118件
B B B B こども課

3 寡婦医療費助成事業
〇寡婦家庭の医療費の一部助成を実施

　助成件数　延べ1件
B B B B こども課

〇母子・父子自立支援員

 1名配置

　相談件数（相談回数)

　母子　714件(1,061回)

　父子 　 74件(  129回)

B B B B こども課

○　ひとり親の生活保護受給世帯への

　　定期的な自宅訪問を実施

○　家庭・学校・職場等での親や子の問題に対する

　　相談体制の構築他関係機関との連携のもと

　　問題解決を図った。

- B B B 福祉課

5 公的貸付資金の利用促進
〇生活つなぎ資金

　貸付件数  91件
B B B B こども課

6
ひとり親家庭に対するヘルパー等の

派遣

〇ひとり親への生活支援

（ヘルパー派遣）実施

　支援件数

　母子世帯　0件

　父子世帯　0件

　寡婦世帯　0件

B B B C こども課

7 高等職業訓練促進給付金の支給

〇高等職業訓練促進給付金の支給を実施

　正看護師　0人

　准看護師　5人

　社会福祉士　2人

  LPI認定資格　1人

　計　8人

A A A A こども課

8 自立支援教育訓練給付金の支給

〇自立支援教育訓練給付金の支給を実施

　介護福祉士　0人

 　医療事務　0人

  合計　0人

B B B C こども課

関連施策

（２）経済的負担の軽減

２．特に支援を必要とする子どもと家庭へのきめ細やかな取組の推進

（１）ひとり親家庭への自立支援

4 相談業務の充実
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

9 保育園等訪問事業

○保育園等全園訪問事業を実施

　 31園73回

   （対象者435人　療育を必要とした児童30人）

A B B B こども課

10 乳幼児健診の充実

〇2歳6か月児健診を実施

　発達相談        12回　36人

　ことばの相談　 12回　49人

A A B B こども課

11 障がい児日常生活用具給付事業
〇障がい児日常生活用具給付事業を実施

　給付件数 163件
B B B B 福祉課

○必要なサービスに関する情報提供を実施

○福祉サービスを利用するための相談支援を実施

・「そうだんサポートセンターしらはま」

・「相談支援サポートさわらび」に

   一般相談支援事業を委託

B B B B 福祉課

〇発達障がい児相談員を配置

　1名
B B B B こども課

13 障がい児保育の充実

○障がい児保育の実施

　・保育園　1園

　・認定こども園　2園

　・利用児童数　5人

B B B B こども課

○日向市教育支援委員会の活動を実施

　・保育園等への訪問数　30か所

　・就学前相談　66人

　・学校見学・発達検査への同行必要時に実施

　・教育支援委員会の開催　2回

A A A A 学校教育課

〇就学支援委員会の委員として関係機関、

   教育委員会と連携を図り、幼児及び保護者に対しての

   就学支援を行った。

A A A A こども課

15 障がい児療育の充実
〇児童発達支援を実施

　延べ利用者数　379人
B B B B 福祉課

16 特別支援教育支援員制度の継続

〇特別支援教育支援員を配置

  ・特別支援教育支援員配置人数　23人

  ・対象児童生徒数　79人

  ・配置校　12校

A A A A 学校教育課

17 特別支援教育の充実

○各学校の特別支援教育の実態把握実施

　学校訪問や各種調査等

○個に応じた指導方法の工夫・改善の実施

A B B B 学校教育課

18 通級による指導の充実

〇通級児童生徒数

   年長児：4人

　小学校：129人

　中学校：17人

○市において通級指導教室チャレンジ教室ひなたを開設

   し、就学前幼児の実態把握を目的とした保護者や就学

　前機関との連携を図り、教育相談・支援を実施した。

○県が設置する通級指導教室が増設され8教室となった。

   各教室の状況を把握しながら、担当者が効果的な

   指導を行えるよう、通級利用人数の調整を行った。

A A A A 学校教育課

〇放課後等デイサービス利用者　延べ1,135人

○日中一時支援事業　427人
B B B B 福祉課

〇放課後児童クラブ障害のある児童・生徒利用者　11人 A A A A こども課

20 助成金及び手当等の支給

○障害児福祉手当受給者　43人

○心身障害児介護手当受給者　183人

○特別児童扶養手当(県)受給者　96人

B B B B 福祉課

19 障がい児の放課後の活動支援

関連施策

（２）病気や障がいのある子どもへの支援

12 相談事業の充実

14 障がい児就学支援の充実
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

○各種手帳申請・交付時や、

   窓口・電話相談などを通じてニーズを把握

○必要な支援や情報提供の実施

B B B B 福祉課

〇児童相談や庁内関係課・関係機関からつなぎのあった相談

同席時に随時対応
B B B B こども課

22
保育所(園)、幼稚園、認定こども園

への入所（園）促進

〇入所者数　27人

○入所児童に占める割合　1.2%
B B B B こども課

23 支援制度の情報提供と利用促進

〇広報ひゅうが掲載　年12回

〇日向市の子育て支援冊子　500冊

〇市公式アプリにより子育て情報発信

B B B B こども課

24 地域の福祉力の活用

○要保護児童対策地域協議会代表者・実務者会議に日向市区

長公民館長連合会が参加。児童相談の状況や主な支援の取組

について共有を行い、地域における養育不安のある子育て世

帯や児童虐待事案の早期発見・介入の重要性を確認した。

D C C C こども課

○実績なし - - - - 福祉課

○実績なし - - - - こども課

1
日向市子育て世代包括支援センター

事業

○日向市子育て世代包括支援センターにおいて、

   妊娠・出産・子育てに関して、

   対象者に適した支援を実施

- - B B こども課

2
母子健康手帳・妊婦一般健康診査受

診票交付・面接相談

〇妊娠届　333件

〇母子健康手帳交付数　333件

〇保健指導件数　333件

〇関連パンフレット配布　　333件

A A A A こども課

3 妊婦一般健康診査費用助成 〇妊婦健診助成件数　542人　 延べ4,140件 B B B B こども課

4
妊産婦・新生児家庭訪問等による相

談・保健指導

〇家庭訪問件数

　・妊婦　延べ16件

　・産婦　延べ551件

　・新生児　延べ54件

A A A B こども課

5 産前・産後サポート事業の充実

○「ノーバディーズ・パーフェクト・プログラム」

   を実施

　講座回数（1回6講座） 年2回　参加人数　延べ92人

○「子育てサロン」を実施

　開催回数 12回　利用人数 延べ32人

B B A B こども課

6 産婦健診事業・産後ケア事業の充実
○産婦健診助成件数　実388人　延べ739人

○産後ケア事業　申請者71人　延べ216件
A A A A こども課

7 パパママ教室

○パパママ教室

　・開催回数　6回　・参加者数　123人

　（内）父　58人　母　60人　幼児　5人

B B B B こども課

8 不妊についての情報提供

〇不妊検査費助成事業実施

（不妊治療は令和4年度に終了。令和5年4月1日以降実施した

不妊検査費助成）

B A A C こども課

9 禁煙に対する取組
〇妊娠届やパパママ教室、乳幼児健診にて禁煙についての助

言を行った。
D C C B こども課

（4）外国につながる幼児への支援・配慮

25 外国につながる幼児への支援・配慮

３．母親と子どもの健康の確保・増進

（１）妊娠、出産への支援

関連施策

（３）保護者に病気や障がいのある家庭への支援

21 ニーズの把握
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

10 乳幼児健康診査

〇3か月児検診受診者数　367人

〇7か月児健診受診者数　395人

〇1歳6か月児健診受診者数　367人

〇2歳6か月児歯科健診受診者数　402人

〇3歳児健診　421人

〇未受診者への勧奨を行った。

A A A A こども課

11 乳幼児健康相談

○赤ちゃん相談実施

（生後0～6か月児）　11回

　対象親子　72組

　延154組　328人

○すくすく相談実施

（生後7～12か月児）　11回

　対象親子　44組

　延116組　241人

A A B B こども課

12 乳幼児家庭訪問

〇家庭訪問件数

　乳児訪問　延べ505件

　未熟児訪問　延べ20件

　幼児訪問　延べ46件

A A A A こども課

13 育児教室

○赤ちゃん相談実施

（生後0～6か月児）　11回

　対象親子　72組

　延154組　328人

○すくすく相談実施

（生後7～12か月児）　11回

　対象親子　44組

　延116組　241人

A A B B こども課

14 乳幼児各種専門相談

○2歳6か月児歯科健診時

 ・発達相談　年12回　実36人

 ・ことばの相談　年12回　実49人

○3歳児健診における

 ・心理相談　年12回   実27人

〇療育相談（宮崎県事業）

　年5回 対象児 延べ30人

A A A A こども課

〇フッ素洗口実施

　　実施園数　21園

　　実施者　679人

〇ブラッシング指導

・7か月児健診時（第１子）　　178人　第1子に実施

・1歳6か月児健診時（全員）　367人

・2歳6か月児歯科健診時（全員）　402人

・3歳児健診虫歯罹患者に実施　69人

B B B B こども課

○歯科健診の結果、未処置のう歯がある児童生徒に対して治

療勧告を行い、治療率の向上を図った。

  ・う歯治療率　 小学校　76.0.％　 中学校　81.6％

B B A A 学校教育課

16 予防接種

〇予防接種表を作成し、出生届時に全対象へ配布

〇乳幼児健診や家庭訪問、各種相談時に予防接種の接種啓

発、個人通知、小学校に接種勧奨のため広報紙の配布依頼

A A B B こども課

17 こんにちは赤ちゃん事業

○保健師等の専門職員訪問を実施

　・対象　4か月までの乳児のいる全家庭

　・対象児童　383人

B A A A こども課

（２）親子の健康への支援

15 むし歯予防

関連施策
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

18 小児医療体制の充実

〇延岡市夜間急病センター（小児科）の協同運営

　利用者数　319人

〇日向市初期救急診療所の運営（中学生以上）

〇小児救急医療相談電話及び県北9市町村による

「県北救急医療ダイヤル」の開設

- - - B 健康増進課

〇広報、イベント時のチラシ配布

〇各種検（健）診時に啓発

〇「日向市の地域医療考える会」による啓発活動等

　「あなたのために伝えたい事」の作成・配布

　　配布先：市内全世帯及び市民課窓口

〇地域医療講演会の開催

　「日向市の地域医療考える会」共催により

　「日向東臼杵の産科医療体制を守ること」

   をテーマに開催

B B B B 健康増進課

〇出生届時に説明と啓発チラシの配布

〇家庭訪問や乳幼児健診時に啓発を実施
B B B B こども課

20 妊産婦食生活指導
〇妊娠届時に食生活に関する助言を実施　  333件

〇パンフレット配布数　  333枚
A B B B こども課

21 乳幼児食生活指導

〇栄養士による栄養・食事指導を実施

　パパママ教室、赤ちゃん相談、

   すくすく相談、全乳幼児健診における栄養指導。

　第1子の全世帯に離乳食スタート訪問　153件

　個別指導訪問　 8件

A A A Ａ こども課

22 「おやこの食育教室」の開催

〇食生活改善推進員による親子を対象とした

　講習会の実施

　実施回数　2回

　参加者数　大人　45人　こども　40人

E E C B 健康増進課

23 食育の推進 - - - - 健康増進課

24 小児生活習慣病予防

○小児生活習慣病予防健診受診者数

　小学4年　403人

　中学1年　454人

　経過観察者　230人

　合計　1,087人

A A A B 学校教育課

25 「食」をテーマにした学習の推進

○食に関する授業を実施

　本務校　13時間

　兼務校　74時間

〇「弁当の日」による啓発活動を実施

　16校

A A A Ａ
学校教育課

学校給食センター

26 性教育の充実
○養護教諭と連携し、発達の段階に応じた性教育の授業（保

健体育・学級活動）を各小中学校で実施
A A A Ａ 学校教育課

27 未成年の喫煙飲酒の防止

○飲酒、喫煙等が身体に与える影響等についての

   指導を実施   全中学校

〇小学校で、体育科の保健領域の学習内容と関連

   させながら、喫煙、飲酒の害について

　理解を深めさせた。

A A A Ａ 学校教育課

（４）食育の推進

（５）思春期保健の推進

関連施策

（３）小児医療の充実

19
かかりつけ医啓発事業
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

〇薬物乱用防止に関する学習の実施　全学校 A A A Ａ 学校教育課

○生涯学習だより

   17,500部×年2回（全戸配布）

○みらくるキッズ

   6,050部×年3回（幼・小・中へ配布）

○青少年相談室の案内チラシ配布（全児童生徒へ配布）

B B B A 生涯学習課

○禁煙週間（5/31～6/6）

・市庁舎ロビーでのパネル、ポスター展示（5/30～6/6）

・各公民館でのポスター展示

・市ホームページにおいて啓発記事を掲載

○健康増進月間（9/1～9/30）

・市庁舎ロビーにおいて啓発展示

・市ホームページにおいて掲示啓発を掲載

○その他

・肺がんCT検診時に、喫煙による健康への影響に関するチラ

シを配布。

・特定保健指導時に喫煙による健康への影響等について説

明。

・母子手帳交付時に、妊娠中の喫煙による影響について理解

してもらえるようにリーフレットを配布。

C C B B 健康増進課

〇敷地内禁煙を継続して実施

　全小中学校 A A A Ａ 学校教育課

○青少年育成センター、青少年指導員の見回り、

　巡回等を実施

　回数　187回

　参加者数　延べ552 人

B B B Ａ 生涯学習課

○通学路の合同点検　（日向市交通安全プログラム）

   を実施

　市内全小学校

　合同点検　19箇所

〇通学路の変更やボランティアへの協力要請、安全教育など

を実施

○所管外の危険箇所（国・県等所管）についても改善を要望

した。

A A A Ａ 学校教育課

○通学路の合同点検を実施　6小学校

10箇所の対策箇所を確認し、1箇所対策工事を実施
A A A Ａ 建設課

3 道路環境の整備

○塩見美々津線歩道設置（計画：Ｌ＝310ｍ）

歩道拡幅　L=84.0m

進捗率　310m/310m=100.0%　整備完了

A A A Ａ 建設課

4 公共施設のバリアフリー化の推進 〇実施実績なし - - - - 施設整備関係各課

5 子育てに配慮した環境の整備
○本庁舎等の男性トイレの個室全てにサニタリーボックスを

設置し、子育てに配慮した環境整備を図った。
B B B B 資産経営課

6 市営住宅の維持管理

○後無田住宅ストック総合改善事業

・外壁・防水改修、給湯設備の設置

　4・5・6号棟（18戸）

・手すり改善

　10～15号棟（36戸）

B B B B 建築住宅課

４．子どもと子育てにやさしい安全な生活環境の整備

（１）子育てに配慮した環境の整備

1 禁煙・分煙の推進

2 通学路合同点検の継続実施

関連施策

（５）思春期保健の推進

28 薬物乱用防止に関する学習の実施
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

7 事故防止の啓発

〇乳児全戸訪問、7か月健診受診時に、事故予防の指導及び

リーフレットを配布

〇乳幼児健診・各種相談時に助言及び指導

C C C Ａ こども課

8 SIDS予防対策
〇妊娠届、出生届時に資料配付

〇7か月児健診や赤ちゃん相談、家庭訪問時に啓発
B B B B こども課

9 応急手当講座の開催

〇救急法講座

　129回開催　2,615人参加

〇普通救命講習（3時間)

　 38回開催　497人参加

C C B B 消防本部

10 火災予防の啓発

○避難訓練

　出向回数　46回

　参加者　6,493人

C C B B 消防本部

11 公園等施設の安全管理の徹底

○計画的な専門業者による定期点検1回及び職員の日常点検4

回の実施

○地元区との連携による公園遊具施設の修繕の実施

B B B B 市街地整備課

12 交通安全対策の推進

〇各季の広報啓発キャンペーンを市民ホールで実施

〇小学校の通学路等における危険箇所の確認

〇自転車の乗り方などに関する交通安全教育に関するチラシ

を小中学校に配布し、家庭内における交通安全教育を推進

○新入学（園）児の交通事故防止運動として、警察署をはじ

め関係機関とともに下校時間帯等における街頭指導、パト

ロールを実施

B B B B 市民課

13 安全施設の整備

○区画線　　　  L=7,359.0ｍ

○道路反射鏡　N=4基

○路側防護柵　L=125.0ｍ

○ゾーン30プラス路面標示等　N=1式

A A A Ａ 建設課

14 地域安全教育の徹底

〇新入学小学生全員に、提供を受けた防犯ブザーを配付

○全国地域安全運動期間に啓発チラシや「いかのおすし」

グッズの配布

B B B Ｂ 市民課

○各中学校校区において、ノーメディアデーの取り組みを実

施

〇家庭、生徒会によるルールづくりを実施

○生徒指導担当専任指導によるメディア

　安全安心利用教室を実施

　小学校　41回

　中学校　5回

　その他　11回

　計　57回

A A A Ａ 学校教育課

○家庭教育学級（２学級）にてメディア安全指導員を講師と

する研修を実施。

〇「インターネットと人権」をテーマとする人権講座を行っ

た。

B B C C 生涯学習課

1 子育てに配慮した就労環境の整備

○国や県からの各種パンフレットによる周知

　市庁舎内の雇用情報コーナーに設置及び日向市ＨＰ、ひゅ

うがＪＯＢナビでの周知。

B B B Ｂ 商工港湾課

2 職場復帰、再就職の支援

○国や県からの各種パンフレットによる周知

　市庁舎内の雇用情報コーナーに設置及び日向市ＨＰ、ひゅ

うがＪＯＢナビでの周知

B A A Ｂ 商工港湾課

基本目標３　子育てと仕事の両立を支えるまちづくり

１．雇用環境の整備促進

（１）就労環境の改善

関連施策

（２）乳幼児の事故防止の推進

（３）交通安全対策の推進

（４）犯罪等の被害にあわないための教育の推進

15
情報モラル等についての学習会の開

催
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

1 保育施設の整備 ○認定こども園のフェンス取付工事を実施　1か所 A A A Ａ こども課

2 保育内容の充実

○認可保育所（園）16園

○幼保連携型認定こども園　6園

○幼稚園型認定こども園　4園

B B B Ｂ こども課

3 職員の資質の向上 ○実施なし - A D Ｄ こども課

4 延長保育の充実

○延長保育

　実施園数　24園

　利用者数　延べ22,052人

B B B Ｂ こども課

5 一時預かり保育の充実

○一時預かり

　実施園数2園

　利用者数　延べ425人

B B B Ｂ こども課

6 休日保育の充実
○休日保育

　実施園なし
D D D Ｄ こども課

7 病児・病後児保育事業

○病児保育事業

　1か所　1,320名

○病後児保育事業

　2か所　1,444名

B B B Ｂ こども課

8 障がい児保育の充実

○障がい児保育の実施

　認可保育園　1園

　認定こども園　2園

　利用児童数　5人

B B B Ｂ こども課

9 トワイライトステイ ○制度化しておらず、今後検討を行う。 D D D Ｄ こども課

10 地域活動事業の充実 ○実施か所　13か所 B B B Ｂ こども課

11 認可外保育施設への支援の充実
○児童　2園　延べ61人

○職員　1園　5人
B B B Ｂ こども課

12 認定こども園の拡充 ○実績なし D D D Ｄ こども課

D D D Ｄ こども課

- C B Ｂ 生涯学習課

- C B Ｂ 生涯学習課

D D D Ｄ こども課

- - - - 教育総務課

15 放課後児童クラブの充実

○放課後児童クラブ

　（R5.4.1現在 ）

　実施か所　12か所

　登録者数　　460人

B B B Ｂ こども課

　③放課後児童対策

13 新・放課後子ども総合プランの推進

○放課後子ども教室推進事業運営委員会において、放課後児

童クラブと放課後子ども教室の一体的な、又は連携した実施

について、協議の場を持った。

14
放課後児童クラブと放課後子ども教

室の連携

○放課後子ども教室推進事業運営委員会において、放課後児

童クラブと放課後子ども教室の一体的な、又は連携した実施

について、協議の場を持った。

関連施策

２．多様な保育サービスの充実

　①保育の充実

　②認定こども園の拡充
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

16 放課後児童支援員の研修参加促進
○放課後児童支援員の研修参加

　県主催研修会　1回
A A A Ａ こども課

17 障がい児の学童保育

○障がい児の学童保育を実施

　富高児童ｸﾗﾌﾞ延べ 3人

　財光寺児童ｸﾗﾌﾞ延べ1人

　財光寺南児童ｸﾗﾌﾞ延べ1人

　日知屋児童ｸﾗﾌﾞ延べ1人

　日知屋東児童クラブ延べ1人

　大王谷小児童ｸﾗﾌﾞ延べ1人

　大王谷児童館児童クラブ延べ1人

  わんぱくキッズ延べ2人

A A A Ａ こども課

18 放課後子ども教室の充実

○平成23年度から実施済

　令和5年度末：6教室開設

（平岩、細島、塩見、美々津、東郷２教室）

  登録児童数178人

　※　児童クラブとの連携については検討中。

A A A Ａ 生涯学習課

19 地域教育力活性化推進事業

〇地域教育力活性化推進事業を実施

　委託団体（7団体　　委託料317千円）

　大人の参加割合（47.82％）

A A A Ａ 生涯学習課

〇放課後等デイサービス

　（障がい福祉サービス）

　延べ利用者数　1,135人

B B B Ｂ 福祉課

〇障がいのある児童・生徒

放課後児童クラブ利用者数

   延べ利用者数11人

A A A Ａ こども課

1 男女共同参画社会づくり推進事業

○講座等啓発事業を実施

　24回実施　参加者数743人

○「日向ひまわりフォーラム」を開催

　演題：「心とカラダにより良い明日を～健康・運動・栄養

から伝える幸せな生き方～」

　講師：高尾美穂さん（医学博士、産婦人科専門医）

　日時：令和5年11月11日　10:00～11:45

　会場：市文化交流センター

　参加者数：550人

B B B Ｂ 地域コミュニティ課

○講座等啓発事業を実施

　24回実施　参加者数743人

○「日向ひまわりフォーラム」を開催

　演題：「心とカラダにより良い明日を～健康・運動・栄養

から伝える幸せな生き方～」

　講師：高尾美穂さん（医学博士、産婦人科専門医）

　日時：令和5年11月11日　10:00～11:45

　会場：市文化交流センター

　参加者数：550人

○広報誌「さんぴあ」を年3回に分けて班回覧

　  回覧部数　合計5,371部

　　※令和5年度より全戸配布から班回覧へ変更

B B B Ｂ 地域コミュニティ課

○妊娠届件数　 333件

〇出生届件数　378件

○パパママ教室開催数

　 6回

　参加者 123名

 (うち父親の参加者数 58名）

C C B Ｂ こども課

2 男性の育児参画意識の啓発

関連施策

　③放課後児童対策

20 障がい児の放課後の活動支援

３．男女共同参画意識の啓発

（１）意識の啓発
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

3 固定的な性別役割分担意識の見直し

○講座等啓発事業を実施

　24回実施　参加者数743人

○「日向ひまわりフォーラム」を開催

　演題：「心とカラダにより良い明日を～健康・運動・栄養

から伝える幸せな生き方～」

　講師：高尾美穂さん（医学博士、産婦人科専門医）

　日時：令和5年11月11日　10:00～11:45

　会場：市文化交流センター

　参加者数：550人

○広報誌「さんぴあ」を年3回に分けて班回覧

　  回覧部数　合計5,371部

　　※令和5年度より全戸配布から班回覧へ変更

B B B Ｂ 地域コミュニティ課

評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

1 子ども家庭総合支援拠点の設置

○令和５年３月に設置した「子ども家庭総合支援拠点ひなた

の森」に専門職員を配置し、子育て世代包括支援センター等

と連携して、要保護・要支援児童の世帯や特定妊婦に対し、

子どもとの関わり方や生活習慣形成、出産準備等、家庭での

取り組みのイメージを共有する支援を行った。

- A A B こども課

2 地域教育力活性化推進事業

〇地域教育力活性化推進事業を実施

　委託団体　7団体

　委託料　317千円

　大人の参加割合　47.82％

A A A Ａ 生涯学習課

〇青少年指導員による巡回活動に合わせて、   地区の青少年

へあいさつ、声かけを行った。

〇児童生徒健全育成事業の取組の中で、「あいさつ運動」に

取り入れている中学校区があった。

C C B Ａ 生涯学習課

〇各小中学校の正門及び地区の交差点等にて、通年、ＰＴＡ

等によるあいさつ運動を実施した。
A A A Ａ 学校教育課

○放課後こども教室推進事業運営委員会で放課後子ども教室

と放課後児童クラブの利用条件の違い等事業内容を説明。
D D B Ｄ こども課

○放課後子ども教室推進事業運営委員会において、放課後児

童クラブと放課後子ども教室の一体的な、又は連携した実施

について、協議の場を持った。

- - B Ｂ 生涯学習課

5 放課後子ども教室推進事業

〇放課後子ども教室を実施

（令和5年度末現在）

　教室数　　　  6教室

　参加児童数　178名

　指導者数　　   64名

A A A Ａ 生涯学習課

6
子どもの日向（ひなた）づくり運動

の推進

○子どもの日向（ひなた）づくり運動における支え合いの取

り組みとして、フードドライブ（市民から食品・日用品の寄

付を受け、福祉団体や支援家庭に配布する活動）において、

食料品・日用品・学用品計1,080品目の寄付を受け、寄付品

をフードバンク日向・日向市社会福祉協議会・日向子ども研

究所絆・こどもカフェに定期的に提供。

C A A A こども課

１．地域における子育て支援体制の整備

（１）地域ぐるみの子育て支援の意識啓発

3 日向市あいさつ運動の推進

4 新・放課後子ども総合プランの推進

関連施策

（１）意識の啓発

基本目標４　子どもと子育てを地域で支えるまちづくり

関連施策
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

20
地域団体の連携した子育て支援への

取り組みの推進

〇児童クラブ　12か所

　毎月の職員会に参加
B B B B こども課

1 環境浄化の推進
〇　有害図書等の回収件数

　　9回実施：392件
B B B B 生涯学習課

2 飲酒､喫煙等をさせない環境の整備

〇　巡回指導 187回

〇　指導員数　71名

〇　指導実績　　4件

A A B A 生涯学習課

〇青少年指導員による巡回活動に合わせて、地区の青少年へ

あいさつ、声かけを行った。

〇児童生徒健全育成事業の取組の中で、「あいさつ運動」に

取り入れている中学校区があった。

C C B A 生涯学習課

○各小中学校の正門及び地区の交差点等にて、通年、ＰＴＡ

等によるあいさつ運動を実施した。
A A A A 学校教育課

○「民生委員・児童委員の日」活動強化週間（5月）

　　6地区　（全民児協8地区）が街頭PR活動を実施

　　2地区　個別訪問による民生委員・児童委員活動

　　　　　 のPRを実施

C B B B 福祉課

〇要保護児童対策地域協議会の関係機関の構成委員であり、

中学校校区部会での研修受講や地域からの要保護児童相談援

に対して他の関係機関や行政と連携しながら支援

〇民生委員・児童委員各地区定例会において児童相談に関す

る啓発を行った

B B B B こども課

○全ての学校において、一斉配信メール等を活用し、防犯や

防災に関して速やかな情報提供を行った。
A A A Ａ 学校教育課

○教育委員会を通じ、不審者の情報などを学校のまちこみ

メールを活用して保護者へ情報提供
B B B Ｂ 市民課

○日向市青少年育成センター運営協議会を実施警察関係者や

学校関係者などと様々な情報交換ができた。
B B C Ｂ 生涯学習課

○一年を通して、継続的に活動していただき、市青パトも定

期的にパトロールを行った。
A A A Ａ 市民課

〇青パトを使用した下校時の防犯パトロール・マイクによる

広報
B B B Ｂ 市民課

〇青少年育成センター、青少年指導員巡回

　187回実施　延べ552人
A A B Ａ 生涯学習課

○各学校において継続して見守りしていただき、児童・生徒

の登下校における安全の確保を図った。
A A A Ａ 学校教育課

○教育委員会や学校、ＰＴＡ協議会等と連携しながら子ども

の安全への協力呼びかけを実施
B B B Ｂ 市民課

○監視員との顔合わせや感謝状を贈るなど、各学校で連携強

化を図った。
B A A Ａ 学校教育課

○教育委員会を通じ、不審者の情報などを学校のまちこみ

メールを活用して保護者へ情報提供
B B B Ｂ 市民課

8
「子どもあんぜん監視員」 制度の

継続

3

5 犯罪等に関する情報の提供

6 地域安全パトロール等の実施

7 地域住民への呼びかけ

２．子どもを見守る地域の連携

（１）子どもを見守る地域の連携

日向市あいさつ運動の推進

4
民生委員・児童委員、主任児童委員

の活動の周知

（２）犯罪等から子どもを守るための活動の推進

関連施策

（５）子育て支援のネットワークづくり
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評価指標
令和２

年度

令和３

年度

令和４

年度

令和５

年度
担当課

20
地域団体の連携した子育て支援への

取り組みの推進

〇児童クラブ　12か所

　毎月の職員会に参加
B B B B こども課

1 環境浄化の推進
〇　有害図書等の回収件数

　　9回実施：392件
B B B B 生涯学習課

2 飲酒､喫煙等をさせない環境の整備

〇　巡回指導 187回

〇　指導員数　71名

〇　指導実績　　4件

A A B A 生涯学習課

3

〇青少年指導員による巡回活動に合わせて、地区の青少年へ

あいさつ、声かけを行った。

〇児童生徒健全育成事業の取組の中で、「あいさつ運動」に

取り入れている中学校区があった。

C C B A 生涯学習課

○各小中学校の正門及び地区の交差点等にて、通年、ＰＴＡ

等によるあいさつ運動を実施した。
A A A A 学校教育課

○「民生委員・児童委員の日」活動強化週間（5月）

　　6地区　（全民児協8地区）が街頭PR活動を実施

　　2地区　個別訪問による民生委員・児童委員活動

　　　　　 のPRを実施

C B B B 福祉課

〇要保護児童対策地域協議会の関係機関の構成委員であり、

中学校校区部会での研修受講や地域からの要保護児童相談援

に対して他の関係機関や行政と連携しながら支援

〇民生委員・児童委員各地区定例会において児童相談に関す

る啓発を行った

B B B B こども課

○全ての学校において、一斉配信メール等を活用し、防犯や

防災に関して速やかな情報提供を行った。
A A A Ａ 学校教育課

○教育委員会を通じ、不審者の情報などを学校のまちこみ

メールを活用して保護者へ情報提供
B B B Ｂ 市民課

○日向市青少年育成センター運営協議会を実施警察関係者や

学校関係者などと様々な情報交換ができた。
B B C Ｂ 生涯学習課

○一年を通して、継続的に活動していただき、市青パトも定

期的にパトロールを行った。
A A A Ａ 市民課

〇青パトを使用した下校時の防犯パトロール・マイクによる

広報
B B B Ｂ 市民課

〇青少年育成センター、青少年指導員巡回

　187回実施　延べ552人
A A B Ａ 生涯学習課

○各学校において継続して見守りしていただき、児童・生徒

の登下校における安全の確保を図った。
A A A Ａ 学校教育課

○教育委員会や学校、ＰＴＡ協議会等と連携しながら子ども

の安全への協力呼びかけを実施
B B B Ｂ 市民課

○監視員との顔合わせや感謝状を贈るなど、各学校で連携強

化を図った。
B A A Ａ 学校教育課

○教育委員会を通じ、不審者の情報などを学校のまちこみ

メールを活用して保護者へ情報提供
B B B Ｂ 市民課

8
「子どもあんぜん監視員」 制度の

継続

5 犯罪等に関する情報の提供

6 地域安全パトロール等の実施

7 地域住民への呼びかけ

２．子どもを見守る地域の連携

（１）子どもを見守る地域の連携

日向市あいさつ運動の推進

4
民生委員・児童委員、主任児童委員

の活動の周知

（２）犯罪等から子どもを守るための活動の推進

関連施策

（５）子育て支援のネットワークづくり
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第４章 調査からみる本市の実態 

１ 調査について 

本市では、第３期子ども・子育て支援事業計画を策定するにあたり、市民の皆様が必要として

いる「子育て支援に関するニーズ」や「子ども子育てに関する意向」を把握することを目的に調

査を実施しました。 

 

（１）調査概要 

調査時期 令和 6（2024）年 5 月 

調査地域 日向市全域 

調査対象者 
日向市在住の「就学前児童」をお持ちの世帯・保護者（就学前児童調査） 

日向市在住の「小学生」をお持ちの世帯・保護者（小学生児童調査） 

抽出方法 
住民基本台帳より、就学前児童（０歳～５歳）1,500 人、小学生（６歳～11

歳）500 人の合計 2,000 人 

調査方法 
幼稚園、保育所（園）、認定こども園、小学校、放課後子ども教室、放課後児

童クラブを通じて配布回収、未就園児に対しては、郵送配布・郵送回収 

 

調査票 調査対象者数（配布数） 有効回答数 有効回答率 

就学前児童 1,500 件 1,109 件 73.9％ 

小学生児童 500 件 407 件 81.4％ 
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（２）主な調査結果 

① 日向市は子育てをしやすいまちだと思うか 

「どちらかというとそう思う」割合が 37.2％と最も高く、「わからない」18.9％、「そうは思

わない」16.3％、「どちらかというとそう思わない」15.9％、「そう思う」10.0％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 5 年間の日向市の子育て環境の変化について 

「変わらない」の割合が 69.6％と最も高く、「ややよくなったと思う」17.7％、「よくなった

と思う」4.2％、「やや悪くなったと思う」2.0％、「悪くなったと思う」1.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.0 37.2 15.9 16.3 18.9 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N＝1,109）

日向市は子育てをしやすいまちだと思うか

そう思う どちらかというと

そう思う

どちらかというと

そう思わない

そうは思わない わからない 無回答

4.2 17.7 69.6 2.0

1.4

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N＝1,109）

５年間の日向市の子育て環境の変化について

よくなった

と思う

ややよくなった

と思う

変わらない やや悪くなった

と思う

悪くなった

と思う

無回答
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③ 保護者の就労状況（母親） 

「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」の割合が就学前児童で

49.0％、小学校児童で 71.5％と最も高く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない」が就学前児童で 29.2％、小学校児童で 26.0％と他は以下の

とおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 保護者の就労状況（父親） 

「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」の割合が就学前児童で

82.8％、小学校児童で 80.6％と最も高くなっています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.0

71.5

7.6

0.2

29.2

26.0

2.2

0.2

10.0

1.2

0.4

0.0

1.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ᶘ ⱪ

ˢN˹1,109x

ᶘ ⱪ

ˢN˹407x

χ ệ

ТиЌϱЭˢ͍ ͑ ʾ͍ ͔Ⱳḧ χ ˣπ ΰοΣϤʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πψσΜ

ТиЌϱЭˢ͍ ͑ ʾ͍ ͔Ⱳḧ χ ˣπ ΰοΜϥΥʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πΚϥ

О˔ЕʾϯиНϱЕ ˢˮТиЌϱЭ˯ӟᵰχ ˣπ ΰοΣϤʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πψσΜ

О˔ЕʾϯиНϱЕ ˢˮТиЌϱЭ˯ӟᵰχ ˣπ ΰοΜϥΥʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πΚϥ

ӟ ψ ΰοΜθΥʺᾝ∕ψ ΰοΜσΜ

άϦϘπ ΰθάρΥσΜ

ᵕ

82.8

80.6

0.9

0.0

0.7

0.5

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

15.1

18.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ᶘ ⱪ

ˢN˹1,109x

ᶘ ⱪ

ˢN˹407x

χ ệ

ТиЌϱЭˢ͍ ͑ ʾ͍ ͔Ⱳḧ χ ˣπ ΰοΣϤʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πψσΜ

ТиЌϱЭˢ͍ ͑ ʾ͍ ͔Ⱳḧ χ ˣπ ΰοΜϥΥʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πΚϥ

О˔ЕʾϯиНϱЕ ˢˮТиЌϱЭ˯ӟᵰχ ˣπ ΰοΣϤʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πψσΜ

О˔ЕʾϯиНϱЕ ˢˮТиЌϱЭ˯ӟᵰχ ˣπ ΰοΜϥΥʺ▀ẈʾӾẈʾᵒῐẈỘ πΚϥ

ӟ ψ ΰοΜθΥʺᾝ∕ψ ΰοΜσΜ

άϦϘπ ΰθάρΥσΜ

ᵕ
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⑤ 育児休業の取得について（就学前児童保護者） 

母親では「取得した（取得中である）」の割合が 47.0％、父親では「取得していない」が 55.4％

と最も高くなっています。 

また、父親の「取得した（取得中である）」は 8.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ワーク・ライフ・バランスについて 

「名前も内容も知らない」の割合が 47.5％と最も高く、「名前は聞いたことがあるが、内容

までは知らない」29.3％、「名前も内容も知っている」21.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.2

0.8

47.0

8.8

7.4

55.4

27.4

35.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

育児休業について 就学前児童 N=1,109

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

21.8 29.3 47.5 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N＝1,109）

ワーク・ライフ・バランスについて

名前も内容も

知っている

名前は聞いたことがあるが、

内容までは知らない

名前も内容も

知らない

無回答



第４章 調査からみる本市の実態 

47 

⑦ 仕事と子育ての両立に必要なこと 

「配偶者の家事・育児の分担による協力・理解」の割合が 71.5％と最も高く、次いで「仕事

と子育ての両立に対する職場の理解」65.4％、「子どもの病気やけが、学校の参観日の時などに

休暇がとれる制度の導入」55.2％、「労働時間の短縮・週休２日制の実施」42.7％と、他は以下

のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71.5

18.2

42.7

65.4

28.7

55.2

7.8

3.0

22.8

7.8

29.5

16.9

2.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者の家事・育児の分担による協力 理解

配偶者以外の家族の家事・育児の分担による協力 理解

労働時間の短縮・週休２日制の実施

仕事と子育ての両立に対する職場の理解

育児休業の延長や育児休業手当の支給など育児休業制度の充実

子どもの病気やけが、学校の参観日の時などに休暇がとれる制度の導入

出産・育児のために退職した者の再雇用の促進

再就職のための研修や相談の機会の充実

急な事態に対応できる社会的な支援体制の整備

保育所(園)、認定こども園における産休あけ保育や保育時間の延長

子どもが就学したときの放課後児童対策の充実

自宅で仕事をすることができる在宅勤務制度の定着

その他

無回答

仕事と子育ての両立に必要なこと

就学前児童

（N＝1,109）
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⑧子育ての中で悩んでいること、気になること 

「病気や発育。発達に関すること」の割合が 45.0％と最も高く、次いで「食事や栄養に関す

ること」42.6％、「子どもとの時間を十分にとれないこと」33.4％、「子どもをしかりすぎてい

るような気がすること」30.4％と、他は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.0

42.6

9.4

16.0

33.4

4.3

27.3

29.9

14.8

4.8

8.6

9.0

5.4

5.2

30.4

3.2

7.3

3.2

14.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

病気や発育 発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自身が持てないこと

子どもとの時間を十分にとれないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもの教育に関すること

友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること

登園拒否、不登校などの問題について

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して

意見が合わないこと

自分の子育てについて 親族・近隣の人・職場など

まわりの見る目が気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝って

くれる人がいないこと

子どもをしかりすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって 子どもに手を上げたり 

世話をしなかったりしてしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・

申し込み方法がよくわからないこと

その他

特にない

悩んでいること、気になること

就学前児童

（N＝1,109）
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⑨ 悩みや不安の相談先について 

「配偶者・パートナー」の割合が 78.2％と最も高く、次いで「その他の親族」70.6％、「近

所の人・友人・知人」45.7％、「職場の人」38.3％と、他は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78.2

70.6

45.7

38.3

23.3

0.7

0.4

34.8

6.2

1.1

2.5

0.3

0.0

0.3

0.3

3.7

0.7

0.1

0.1

0.0

1.4

1.4

1.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

配偶者・パートナー

その他の親族

近所の人・友人・知人

職場の人

幼稚園、保育所、認定こども園、学校などの保護者の仲間

子育てサークルの仲間

子育てアドバイザー

保育士、幼稚園・学校の先生

医師・看護師・栄養士など

家庭児童相談員などこども課のケースワーカー

子育て支援センター・つどいの広場

育児サロンなど

母子父子自立支援相談員

民生委員・児童委員等

教育相談室

保健師(こども課）

保健所

児童相談所

民間の電話相談

ベビーシッター

相談相手がいない

その他

相談すべきことはない

無回答

相談先

就学前児童

（N＝1,109）
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⑩ 子育て（教育を含む）する上で、辛さを解消するために必要なこと 

「仕事と家庭生活の両立」の割合が 74.0％と最も高く、次いで「地域における子育て支援の

充実」51.3％、「子育てしやすい住居・まちの環境面での充実」44.7％、「子どもの教育環境」

36.0％と、他は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.3

34.0

18.7

28.7

9.3

8.0

36.0

44.7

74.0

29.3

10.7

7.3

2.0

0% 20% 40% 60% 80%

地域における子育て支援の充実

保育サービスの充実

子育て支援のネットワークづくり

地域における子どもの活動拠点の充実

妊娠・出産に関する支援

母親・乳児の健康に対する安心

子どもの教育環境

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

仕事と家庭生活の両立

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

養育不安や愛着形成に関する相談支援

その他

無回答

子育ての辛さを解消するために必要なこと

小学校児童

（N＝150）
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⑪ 子育てがしやすい社会にするための支援策について 

「働きながら子育てできる環境づくり」の割合が 75.6％と最も高く、次いで「児童手当や  

税制の見直しなどによる子育て費用の軽減」74.9％、「子育てに配慮したまちづくりの整備」

63.7％と、他は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.6

74.9

45.3

39.5

19.8

63.7

9.8

12.8

19.7

5.1

1.9

4.5

0.4

6.8

1.5

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

働きながら子育てできる環境づくり

児童手当や税制の見直しなどによる子育て費用の軽減

保育施設の整備・多様な保育サービスの拡充及び

放課後児童クラブの拡充

安心して受診できる医療機関の整備及び

保健サービスの拡充

子育てに十分なゆとりある住宅の整備

子育てに配慮したまちづくりの整備

（子連れで利用しやすい建物や施設等）

出産・育児に関する情報提供、相談体制の強化

同じ世代の母親と子どもが一緒にくつろげて

情報交換もできる場の確保

男女が共に子育てに参加する社会の環境づくり

地域で育児を助け合うコミュニティづくり

子育てアドバイザーの育成

ファミリー・サポート・センターなど、

有償ボランティアの充実

自主的な子育てサークルづくり

その他

特にない・わからない

無回答

子育てがしやすい社会にするための支援策

就学前児童

（N＝1,109）
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⑫子育てをする上で地域全体に望むこと 

「子どもが危険な目に遭いそうな時は手助けや保護をしてほしい」割合が 69.5％と最も高く、

次いで「『うるさい』などといわないで、子どもがのびのび遊ぶことを容認してほしい」45.0％、

「『子どもがうるさい』とか『いまどきの親』などと一方的な考え方を変えてほしい」41.7％と、

他は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.7

41.7

36.5

17.9

11.5

69.5

45.0

14.2

38.3

2.1

8.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80%

出会った時に気軽に声をかけあうなど、

積極的に子どもにかかわってほしい

「子どもがうるさい」とか「いまどきの親」などと

一方的な考え方を変えてほしい

子どもがよくないことをしているのを見かけたときは、

積極的にしかってほしい

子どもを対象とした遊びや活動などの機会に

積極的にかかわってほしい

育児などで困ったことがあった場合には

相談に乗ってほしい

子どもが危険な目に遭いそうな時は

手助けや保護をしてほしい

「うるさい」などいわないで、子どもがのびのび

遊ぶことを容認してほしい

緊急の用事などの時に一時的に子どもをみてほしい

子ども連れで交通機関や施設を利用する時に

困っていたら手助けしてほしい

その他

特にない

無回答

子育てをする上で地域全体に望むこと

就学前児童

（N＝1,109）
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２ 調査から分かる傾向について 

（１）女性の就労率の増加について 

フルタイムで就労している母親の割合が、就学前児で 49.0％、小学校児童で 71.5％と最も高

く、前回調査（平成 31（2019）年実施）の就学前児童 45.2％、小学校児童 55.2％と比較する

と、それぞれ 3.8 ポイント、16.3 ポイント増加しており、女性のフルタイムでの就業率が増加

していることが分かります。 

 

（２）男性の育児環境を支援する社会環境の整備について 

「お子様の子育てに主に携わっている人は誰か」という問いについて、就学前の子どもでは、

69.6%が両親であると答え、前回調査（平成 31（2019）年実施）66.4%から 3.2 ポイント上

昇しています。小学校の子どもも 66.6%が両親であると答え、前回調査（平成 31（2019）年

実施）の 64.9%から 1.7 ポイント上昇しています。 

「子どもが生まれた時の保護者の育児休業取得について」、男性の「取得した」割合は 8.8％で

あり、前回調査（平成 31（2019）年実施）の 2.4％と比較すると 6.4 ポイント増加しており、

男性の育児休業取得率が増加していることが分かります。 

５年前と比較し、男性が育児しやすい社会環境の整備が進んでいると考えられますが、女性の

育児休暇取得率が 47％であることと比較すると低くなっています。 

 

 

３ 本市のこども・子育てをめぐる課題のまとめ 

（１）教育・保育について 

母親の 36.5%、父親の 47.2％が「子育ても仕事も両立したい」と回答しています。 

また、子育てがしやすい社会にするためには、どのような支援策が必要だと思いますかという

問いに対し、「働きながら子育てできる環境づくり」が 75.6%と最も高い支持を受けています。 

本市においても、「子育てと仕事の両立を支える」ために、多様なニーズに応えるためサービ

スの提供に努めることが重要です。 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業について 

子育てを（教育を含む）する上での辛さを解消するために必要なこととして、51.3％の保護者

が「地域における子育て支援の充実」と回答しています。 
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また、子育ての中で悩んでいること、気になることとして、45.0％の保護者が「病気や発育、

発達に関すること」と回答しています。 

「安心してこどもを産み育てる」ことができるようにするため、妊娠、出産、子育ての不安を

解消し、必要な家庭に対しては、医療・保健・福祉・教育が連携し切れ目のない支援を引き続き

実施することが必要です。 

子育てで悩んでいること気になっていることに対し、30.4%の保護者が「子どもをしかりすぎ

ているような気がすること」、3.2％の保護者が「子育てのストレスがたまって、子どもに手を上

げたり、世話をしなくなること」と回答していることから、育児中の保護者が精神的負担を感じ

ていることが分かります。 

子育ての不安に寄り添えるように、日頃から相談しやすい体制づくりと関係の構築を図ること

が必要です。 

また、引き続きこどもの虐待（疑いを含む）を発見した際に速やかに通告し連携、支援できる

体制を強化することが求められています。 

 

（３）子育て支援施策の充実を図るための関連施策について 

「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」とは、仕事と個人生活の両方を充実させ

るために適切なバランスを取ることを指します。これは、仕事に費やす時間と家族や友人との 

時間、趣味や休息の時間をバランス良く配分することを意味します。 

「ワーク・ライフ・バランス」を保つことでストレスの軽減、健康の維持、全体的な生活の質

の向上に繋がり、子育てしやすい環境を整えることに繋がります。 

「ワーク・ライフ・バランス」について、「名前も内容も知らない」の割合が 47.5％と最も  

高くなっていることから、「ワーク・ライフ・バランス」の考え方をさらに浸透させ、柔軟な働

き方や労働者がストレスなく働ける環境を整えていくことが重要です。 

また、7.3％の保護者が「地域の子育て支援サービスの内容や利用の申し込み方法が分からな

い」と回答していることから、サービス内容の周知や専門機関へアクセスしやすい環境の構築が

必要です。 
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第５章 基本理念 

１ 計画の基本理念と基本目標 

本計画の基本理念・基本目標は次のとおりです。 

 

（１）基本理念 

 

 

 

 

本市では、平成 17（2005）年に策定した「次世代育成支援行動計画」以降、「第 2 期日向市

子ども・子育て支援事業計画」まで、一貫して「こどもの最善の利益」を実現するために、「み

んなで支え育て育ちあうまち ひゅうが」を基本理念として掲げ、こどもの育ち･子育てを親や

地域社会、一人ひとりが世代を超えてみんなで支え、こどもと共に成長していくまちを目指し

てきました。 

令和 5（2023）年に発足した「こども家庭庁」や同年に制定された「こども基本法」、「こど

も未来戦略」、「こども大綱」により、支援の対象となる「こども」の概念自体が大きく変わり、

制度や子育てを取り巻く環境に大きな変革を求められています。 

家庭や保護者がこどもの養育について第一義的な責任を持つことは変わりませんが、今後も

子育ての不安や困りごとに対しては、家庭、地域、学校、企業、行政等が連携・支援を行う必要

があります。 

本計画では、これまでの基本理念を踏襲しながら、こども一人ひとりの権利や育ちを保障し、

こどもの成長や子育てを共に喜びあえる社会の実現を目指します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

みんなで支え 育て育ちあうまち ひゅうが 
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（２）基本目標 

基本理念のもと、次の４つの基本目標を掲げ、各種施策へ取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

こどもの人権を尊重し、安全で安心な育ちの環境を保障する中で、こども自身が家

庭、学校、遊び、様々な体験や交流を通して豊かな人間関係を築き、次代を担うのにふ

さわしい人づくりができるように環境整備等を進めます。 

基本目標１】こどもが心豊かにいきいきと育つまちづくり 

 

 

子育てに感動や喜びを感じ安心してこどもを産み育てることができる環境や、男女

がともに子育てと仕事を両立できる環境の整備、子育てについての支援・相談体制の整

備を進め、こどもを産み育てたいと思う人の悩みや不安の解消、負担の軽減を目指しま

す。 

【基本目標２】安心してこどもを産み、愛情豊かに育てられるまちづくり 

 

 

男女がともに協力して子育てをしながら働くことができるよう、保育サービスの充

実を図るとともに、仕事と家庭生活の調和（ワークライフバランス）のとれた働き方を

企業等とともに促進します。 

【基本目標３】子育てと仕事の両立を支えるまちづくり 

 

 

地域社会の役割は、子育てへの側面支援です。こどもの成長を温かく見守り、「ひと

りで子育てをしているのではない」と思える地域づくりを目指します。 

【基本目標４】こどもと子育てを地域で支えるまちづくり 
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２ 計画の施策体系 

本計画の施策体系は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標４】こどもと子育てを地域で支えるまちづくり

【基本目標３】子育てと仕事の両立を支えるまちづくり

【基本目標２】安心してこどもを産み、愛情豊かに育てられるまちづくり

【基本目標１】こどもが心豊かに いきいきと育つまちづくり

み

ん

な

で

支

え

育

て

育

ち

あ

う

ま

ち

ひ

ゅ

う

が

基本

理念

1 こどもの権利擁護・意見の反映

2 児童虐待の早期発見・早期対応

3 こどものための相談事業の充実
（１）こどもの最善の利益を図る

1 家庭の教育力の向上

2 生きる力を育む教育の推進

・幼児教育の充実

・学校教育の充実

・地域社会における教育力の向上

3 次代を担う人づくり

4 こどもの遊び場・居場所づくり

（２）豊かな心と生きる力を育む

教育環境の整備

1 育児家庭への支援

・子育てに対する不安の軽減

・子育て親子の交流の促進

・緊急時等やリフレッシュのための支援

・子育て支援情報の提供

2 経済的負担の軽減

（１）子育てや子育て家庭への支援

1 ひとり親家庭への自立支援

2 病気や障がいのあるこどもへの支援

3 保護者に病気や障がいのある家庭への支援

4 外国につながる幼児への支援・配慮

（２）特に支援を必要とする

こどもと家庭へのきめ細やか

な取組の推進

1 妊娠、出産への支援

2 親子の健康への支援

3 小児医療の充実

4 食育の推進

5 思春期保健の推進

（３）母親とこどもの健康の確保・

増進

1 子育てに配慮した環境の整備

2 乳幼児の事故防止の推進

3 交通安全対策の推進

4 犯罪等の被害にあわないための教育の推進

（４）こどもと子育てにやさしい

安全な生活環境の整備

1 就労環境の改善（１）雇用環境の整備促進

2 保育の充実

・保育事業の充実

・放課後児童対策
（２）多様な保育サービスの充実

3 意識の啓発（３）男女共同参画意識の啓発

1 地域ぐるみの子育て支援の意識啓発

2 子育て支援の拠点整備

3 公共施設等の活用

4 人材の活用、資質の向上

5 子育て支援ネットワークづくり

（１）地域における子育て支援

体制の整備

1 こどもを見守る地域の連携

2 犯罪からこどもを守るための活動の推進
（２）こどもを見守る地域の連携

主要施策
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第６章 基本目標ごとの主要施策と推進事業 

４つの基本目標下にある主要施策ごとに「今後５年間の事業展開」を示し、また、関連施策ご

との「事業内容」および「担当課」を記載しました。 

 

【基本目標１】こどもが心豊かにいきいきと育つまちづくり 

（１）こどもの最善の利益を図る 

主要施策１：こどもの権利擁護・意見の反映 

【今後５年間の事業展開】 

○ こどもの人権を尊重する心や態度が養われるよう、「こども基本法」や「児童の権利に関

する条約」の普及啓発を行うほか、人権に関する講座を開催するなど、家庭、地域社会な

どのあらゆる場を通じた人権教育を行います。  

○ 「日向市全ての人の人権が尊重されるまちづくり条例」に基づく人権教育を展開します。 

○ 障がい児の権利擁護の推進を図ります。 

○ こども・若者の意見を施策に反映する取組を推進します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

こどもの権利擁護 

児童生徒には授業の中で、市民には「日向市人権・同和

教育研究大会」や人権講座等を通じて、こどもの権利擁護

について、積極的な普及・啓発活動を行います。 

同時に、こども達と直接関わる職員に向けた研修会等を

開催し、意識の高揚を図ります。 

地域コミュ

ニティ課 

文化・生涯

学習課 

学校教育課 

人権教育の推進 

多くの市民が、人権に関する研修、講座等を受講できる

よう、ニーズの把握に努めるとともに、「日向市全ての人

の人権が尊重されるまちづくり条例」の目的を踏まえて、

「日向市同和教育基本方針」及び「日向市人権教育・啓発

推進方針」に基づき、人権教育を推進します。 

地域コミュ

ニティ課 

文化・生涯

学習課 

学校教育課 

障がい児の権利擁護 
障がい児がノーマライゼーションの理念に基づき、主体

的に生活ができるよう権利擁護を推進します。 
福祉課 



第６章 基本目標ごとの主要施策と推進事業 

 

60 

関連施策 事業内容 担当課 

【新規】 

こどもの意見聴取・

政策への反映 

アンケート調査等により、こども・若者の意見を幅広く

聴取します。 

また、聴取した意見については、効果的な施策の推進に

活かします。 

政策目的に応じた意見聴取の方法と聴いた意見の政策

への反映手法について検討を行います。 

こども課 

全課 

 

主要施策２：児童虐待の早期発見・早期対応 

【今後５年間の事業展開】 

○ 「日向市要保護児童対策地域協議会」の関係機関等との連携を強化し、児童虐待をはじめ

とする要保護・要支援児童並びに特定妊婦の支援体制の充実を図ります。 

○ 改正児童福祉法の施行に基づき、母子保健と児童福祉が一体となった相談支援体制の拡充

や民間支援との連携の推進を目指して「こども家庭センター」を設置し、家庭支援事業及

び関係機関・民間支援団体との連携を推進します。 

○ 日向・地域子育て支援センターやつどいの広場等の利用を促進し、子育ての不安感等を  

緩和するとともに、子育て期の保護者の孤立化を予防します。 

○ 「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」（11 月）及び「児童福祉週間」    

（５月）におけるパネル展の開催や、メディアでの情報発信等を通して啓発を推進すると

ともに、保護者向けの啓発パンフレット作成に取組ます。 

■ 児童虐待への対応の関係図 ■ 
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関連施策 事業内容 担当課 

相談事業の充実 

関係機関と連携し、養育等の様々な問題や生活を含め

た悩みについて、保護者が気軽に相談できる相談体制を

つくります。 

こども課 

福祉課 

日向市要保護児童 

対策地域協議会の 

充実 

虐待を受けた経過がある又は養育不安の強い要保護 

児童及び妊娠期からの支援を要する特定妊婦の早期発見

や適切な保護に努めるとともに、関係機関の連携による

組織的・効果的な対応を行います。 

こども課 

児童虐待の早期発見 

保育所（園）、幼稚園、認定こども園、学校、民生    

委員・児童委員等と連携し児童虐待の早期発見を図りま

す。 

こども課 

【新規】 

こども家庭センター

の設置 

母子保健と児童福祉が一体となった相談支援体制の 

拡充へ向けて専門職員を配置し、「こども家庭センター」

を令和７年度に設置し、家庭支援事業及び関係機関・民

間支援団体との連携を推進します。 

こども課 

住民の協力による 

早期発見 

児童虐待に関する広報や啓発活動を推進し、市民意識

の向上を図ります。 
こども課 

保護者の孤立化の 

予防 

こども家庭センターや日向・地域子育て支援センター、

つどいの広場等の利用を促進し、育児不安等についての

相談支援、親子の交流・集いの場を提供することで、子

育ての不安感等を緩和し、保護者の孤立化を予防します。 

こども課 

民間支援団体と連携

したこども家庭の見

守りの推進 

民間支援団体に委託して、支援対象児童見守り強化事

業を実施し、経済的な不安や地域からの孤立がうかがえ

る支援世帯に対して宅食による見守りを実施します。 

こども課 

子育てアドバイザー

の充実 

子育て家庭の育児不安等に関する相談体制の充実を 

図ります。 
こども課 
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主要施策３：こどものための相談事業の充実 

【今後５年間の事業展開】 

○ こどもが抱える悩みに各分野の専門的な立場からの支援が可能となるようネットワークに

よる相談・支援体制の充実を図ります。 

○ 虐待などの被害を受けたこどもに対する相談・支援体制の強化を図ります。 

○ 全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機能を有するこども家庭セ

ンターを設置します。 

 

 

 

 

 

 

関連施策 事業内容 担当課 

【拡充】 

こどもへの相談支援

体制の充実 

スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー

を配置または活用し、児童・生徒の悩み相談や不登校傾

向の児童・生徒のカウンセリング等の充実を図ります。 

学校教育課 

日向市教育支援センター「ひまわりラウンジ」に教育

相談指導員を配置し、ひまわりラウンジや家庭において、

学習指導や教育相談の充実に努めます。 

学校教育課 

日向市青少年相談室で、面談や電話、メールを通して、

生活面、学習面などの相談を受け、家庭や学校での接し

方等を助言します。 

文化・生涯

学習課 

 

社会福祉士、保育士、保健師、看護師等の専門職員を

配置し、相談業務の充実を図ります。 
こども課 

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談  

支援を行うこども家庭センターを設置します。 
こども課 

相談事業の周知と 

利用促進 

広報紙等で相談事業を周知するとともに、誰もが気軽に

安心して相談できる体制づくりを図ります。 

文化・生涯

学習課 
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（２）豊かな心と生きる力を育む教育環境の整備 

主要施策１：家庭の教育力の向上 

【今後５年間の事業展開】 

○ 「子育ての基本は家庭から」の認識のもと、家庭教育の重要性について意識の啓発を図り

ます。 

○ 家族のふれあいや学習を通して親子の絆を深める場を提供します。 

○ 親子が一緒に参加して楽しむことのできる読書会などの活動を支援します。 

関連施策 事業内容 担当課 

家庭教育に関する 

意識の啓発 

乳児・幼児・学齢児など、こどもの成長段階に応じ、  

子育てやしつけに関する講座の開催や家庭教育学級活動

を支援し、全ての親や家族が子育てに主体的にかかわる

ための意識啓発を図ります。 

文化・生涯

学習課 

 

子育てに関する 

意識の啓発 

父親・母親がともに子育てすることの大切さについて、

妊娠届、出生届やパパママ教室参加の際に意識啓発を 

図ります。 

こども課 

家族・親子支援  

プログラムの実施 

こどもとのコミュニケーションの取り方やしつけの 

方法を学ぶ、「コモンセンス・ペアレンティング・プロ

グラム（ＣＳＰ）」講座を実施します。 

こども課 

産前・産後サポート

事業の充実 

自分に合った子育ての方法を学ぶ「ノーバディーズ・

パーフェクト・プログラム（NP)」講座を行い、子育てに

対する不安の軽減を図ります。 

 

こども課 

保護者と専門職が子育てに関する悩みに対し、一緒に

考えながら育児の負担軽減を図る「子育てサロン」を実

施します。 

こども課 

親子のふれあいの 

ための機会の創造 

ブックスタートやおはなし会など、親子のふれあいのた

めの機会を提供するとともに、関係機関と連携を深めな

がら内容の充実を図ります。 

図書館 

「家庭の日」の普及

促進 

子育ての基本は家庭にあるとの認識を醸成するため、 

広報紙による周知や、小・中学校へのチラシの配布、  

公民館にポスターを掲示するなど、毎月第３日曜日は「家

庭の日」であると多くの人が認知するような取組を促進

します。 

文化・生涯

学習課 
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主要施策２：生きる力を育む教育の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 幼児期は人間形成の基礎を培う重要な時期であることから、保育所（園）や幼稚園、認定

こども園における幼児教育の充実を図ります。 

○ 児童・生徒の確かな学力の向上を図ります。 

○ 小中学校で、少人数指導の工夫及び改善の実施を図ります。 

○ 小中一貫（連携）教育の充実を図ります。 

○ 国際化、情報化に対応した教育を推進します 。 

○ 豊かな心と健やかな体を育む教育活動を推進します。 

【幼児教育の充実】 

関連施策 事業内容 担当課 

幼児教育の充実 
豊かな感性や自主性を育てるために大切な役割を果た

す幼児教育を充実させます。 

こども課 

学校教育課 

園庭開放の推進 
地域のこどもの遊び場の提供のために、園庭の開放を 

行います。 
こども課 

家庭・地域への 

働きかけ 

０歳から就学前までの成長を保障するため、年齢ごと

の育ちを明確に把握し、こどもの育ちを阻害している 

課題については目標や内容を考慮し、保護者・家庭・  

地域への働きかけを充実させます。 

こども課 

小学校の学びに 

つながる取組 

就学前・小学校における教育活動の充実のために、  

就学前教育と学校教育の連携を図ります。 

こども課 

学校教育課 

【新規】 

インクルーシブ保育

の充実 

すべてのこどもが分け隔てなく、適切な支援を受けな

がら保育の現場で集団生活を送る「インクルーシブ保育」

を充実させます。 

こども課 

【新規】 

幼児教育アドバイザ

ーの配置・確保 

教育・保育に関する専門性を有する幼児教育アドバイ

ザーの配置・確保に努めます。 
こども課 
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【学校教育の充実】 

関連施策 事業内容 担当課 

学力の向上 

児童・生徒の学習意欲を高め、「わかる・できる授業」

を実現するために日頃の授業等の充実と指導方法の工夫

改善を図るとともに、県と連携して少人数指導の実施拡

充を図ります。 

学校教育課 

小中一貫（連携） 

教育の充実 

それぞれの中学校区の実態を踏まえて、児童・生徒の

「確かな学力」の定着や小学校から中学校へのスムーズ

な移行のために、小中一貫教育の充実を図ります。 

学校教育課 

国際化への対応 

豊かな国際感覚を育むための基礎力づくりとして「外

国語活動及び外国語科」の授業の中に、ＡＬＴ（外国語

指導助手）を配置し、教師と連携した授業の充実を図り

ます。 

学校教育課 

情報化への対応 
ＩＣＴの有効活用を推進し、児童生徒の資質・能力の

向上をはじめ、情報リテラシーの育成を図ります。 
学校教育課 

「総合的な学習の 

時間」の充実 

「ふるさとの時間」の内容を充実させることにより、 

自ら学び自ら考える力の育成を図ります。 
学校教育課 

職場体験学習の推進 

中学校において望ましい職業観や勤労観の育成を図る

ため、より多くの事業所の協力を得て職場体験学習を充

実します。 

学校教育課 

豊かな心の育成 

道徳科の授業を要に、道徳教育の充実を図るとともに、

多様な体験活動や地域の教育力を生かした教育活動を推

進します。また、子どもの読書に親しむ態度を育成し、

読書習慣を身につけるための活動などを推進します。 

学校教育課 

自然体験活動 
自然に触れ合う体験活動として、キャンプ等の宿泊を

伴う校外活動の充実を図ります。 
学校教育課 

 

【地域社会における教育力の向上】 

関連施策 事業内容 担当課 

ウィークエンド  

サークル事業の推進 

土曜子ども教室の実施により、こどもに様々な体験活

動を提供します。 

文化・生涯

学習課 
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関連施策 事業内容 担当課 

子ども会活動の支援 
日向市子ども会育成連絡協議会と連携を取りながら

子ども会の活動を支援します。 

文化・生涯

学習課 

スポーツ少年団の 

活動支援 

日向市スポーツ少年団本部と連携を図り、こども達の

体力の増進、また、自らがルールを守る大切さを学ぶこ

とで、次代を担う青少年の健全育成を図ります。 

スポーツ・

文化振興課 

地域教育力活性化 

推進事業の充実 

地域の大人が主体となり、地域の大人と子どもたちが

交流するための各種体験活動を実施しようとする地域

教育力活性化推進事業を推進し、家庭、学校、地域と連

携の取れた体験活動の充実を図ります。 

文化・生涯

学習課 

障がい児との   

ふれあい交流事業 

市民に障がい児者等についての理解と認識を深め、市

民との交流を促進するためのイベントを行います。 
福祉課 

こどもの学習・   

生活支援 

生活に困窮する世帯やひとり親世帯の小・中学生を対

象に、学習習慣の定着を支援する週１回程度の学習支援

を行います。 

福祉課 

 

主要施策３：次代を担う人づくり 

【今後５年間の事業展開】 

○ 様々な活動のリーダーとなる人材の育成を図ります。 

○ 社会的・職業的自立への意識付けとなるようなキャリア教育を推進します。 

関連施策 事業内容 担当課 

ジュニアリーダー等

の育成 

研修活動・交流事業などにおける身近な年代の指導者

として、ジュニアリーダー等の育成を図ります。 

文化・生涯

学習課 

ボランティア活動の

促進 

はたちの集いの参加をはじめとして、各種行事等への

参加機会づくりに努め、ボランティア活動の促進を図り

ます。 

文化・生涯

学習課 

キャリア教育の推進 

学ぶ意欲の向上や郷土愛の醸成を図るために、地域や

ＰＴＡ、企業と積極的に連携し、よのなか教室や１４歳

のよのなか挑戦を実施します。 

学校教育課 
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主要施策４：こどもの遊び場・居場所づくり 

【今後５年間の事業展開】 

○ こどもが友達と楽しく遊ぶことができる公園等の整備を図ります。 

○ 遊びを通してこどもの健康を増進し、年齢を越えた幅広い交流を促進するため、児童館の 

活動内容の充実を図ります。 

〇 こどもや子育て世帯の居場所となる図書館複合施設の整備に向けて取組ます。 

関連施策 事業内容 担当課 

公園等の整備 

都市公園緑地等の維持管理について、地元自治会と

協力し安全で快適な公園利用を確保します。 
市街地整備課 

６か所の農村公園の維持管理を実施します。 農業畜産課 

児童館（センター）の

整備 
児童館設置に向け検討します。 こども課 

児童館（センター）の

活動内容の充実 

乳幼児から高校生までの幅広い年齢層の触れ合いや 

異年齢交流の遊びの拠点として、各種イベント等の充

実を図ります。 

こども課 

【新規】 

図書館の整備 

こどもや子育て世帯の居場所となる図書館複合施設

の整備に向けて取組ます。 

図書館 

こども課 

総合政策課 

多様な親子の居場所

づくりの促進 

子育て世帯の応援に取り組む民間支援への協力や、

多様な親子の居場所づくりに関連する事業を推進しま

す。 

こども課 

中高生の居場所 

づくり 

中高生が放課後を健全に過ごせる居場所づくりを 

検討します。 
こども課 

こどもの居場所 

づくり 

子どもの学習・生活支援事業で配置する学習支援コ

ーディネーターを中心に地域における支援者を養成し

ながら、地域や支援団体、社会福祉法人等と連携して、

中学校区単位での「まなびスペース」の増設と、持続可

能な取組となるよう拡充を図っていきます。 

福祉課 
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【基本目標２】安心してこどもを産み、愛情豊かに育てられる 

まちづくり 

（１）子育てや子育て家庭への支援 

主要施策１：育児家庭への支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ こども家庭センターを核として、様々な相談対応や家庭訪問を行い、保護者の子育てに対

する不安の軽減を図ります。 

○ 日向・地域子育て支援センターやつどいの広場の利用促進、各種相談事業の周知を行いま

す。 

○ 各種育児教室の開催など、親子がともに楽しめる交流事業を促進します。 

○ 保護者の緊急時のサポートやリフレッシュを支援する事業の充実を図ります。 

○ 本市で行われている各種子育て支援サービスや施設情報などを子育て情報ガイドブック

として取りまとめ、子育て家庭に配布し情報提供を行います。 

○ 育児に関するサークル活動等、子育て支援情報の周知に努め、わかりやすい情報提供を行

います。 

【子育てに対する不安の軽減】 

関連施策 事業内容 担当課 

産前・産後サポート 

事業の充実 

自分に合った子育ての方法を学ぶ「ノーバディーズ・

パーフェクト・プログラム（NP)」講座を行い、子育て

に対する不安の軽減を図ります。 

こども課 

保護者と専門職が子育てに関する悩みに対し、一緒に

考えながら育児の負担軽減を図る「子育てサロン」を実

施します。 

こども課 

地域子育て支援拠点 

事業（日向・地域子育

て支援センター、つど

いの広場）の充実 

地域の就学前までのこどもとその保護者を対象に交

流の場を提供し、育児相談、情報提供等を行い、子育て

に対する不安の軽減を図ります。 

また、市街地の周辺地区における子育て世帯の交流や

子育てに関する講習等の機会提供のため、「出張ひろば」

の実施について検討します。 

こども課 

保育所（園）、幼稚園、

認定こども園の機能

の活用 

保育所（園）、幼稚園 、認定こども園が持つ子育て

機能を地域に開放し、子育てアドバイザーが子育て家庭

の育児不安等に関する相談・助言を行いながら、地域 

ぐるみの子育てに向けた活用を図ります。 

こども課 
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関連施策 事業内容 担当課 

乳幼児各種相談事業

の充実 

こども家庭センターを核として、乳幼児の育児・予防

接種・発達・発育・栄養など各種相談を保健師・看護師・

栄養士が対応します。 

また、必要に応じて家庭訪問相談等も行います。 

こども課 

相談事業の充実 

関係機関と連携を図り、保護者の養育等の様々な問題

や悩みについての相談が気軽にできるよう、社会福祉

士、保育士、保健師、看護師等の専門職員を配置し、相

談体制の充実を図ります。 

こども課 

児童相談および 

子育て支援の推進 

 個別のこども家庭を支援するために「こども家庭セン

ター」にこども家庭支援員・こども虐待対応専門員・家

庭児童相談員・安全確認対応職員を配置し、関係機関と

連携して、養育不安の解消や児童虐待の防止に取り組み

ます。また養育支援訪問員を配置し、家庭訪問等をとお

して養育環境や愛着の形成をサポートします。 

こども課 

人材の育成 

子育て支援に関わる職員の資質の向上を図るととも

に、子育てアドバイザー等の人材を育成し、その活用を

図ります。 

こども課 

【子育て親子の交流の促進】 

関連施策 事業内容 担当課 

育児教室の充実 
各種育児教室を開催し、保護者同士の交流や親子の 

ふれあいを図ります。 
こども課 

子育てサークルの 

育成活動の支援 

子育てサークルなど地域における自主的な活動を 

支援します。 
こども課 

地域子育て支援拠点

事業（日向地域子育て

支援センター、つどい

の広場）の充実 

地域の就学前までのこどもとその保護者を対象に 

交流の場を提供し、子育て親子の交流促進を図ります。  

また、拠点事業の推進へ向けて、「出張ひろば」の実

施について検討します。 

こども課 

地域施設の活用 

児童館（センター）、公民館、コミュニティーセンタ

ー、図書館など、交流の場として地域施設の活用を図り

ます。 

こども課 
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【緊急時等やリフレッシュのための支援】 

関連施策 事業内容 担当課 

一時預かり保育の 

充実 

病気や急な用事、リフレッシュしたい時の保護者を 

支援するため、一時預かり保育の充実を図ります。 
こども課 

ショートステイ事業

の充実 

保護者が病気等で、こどもの養育が一時的に困難と 

なった家庭を支援します。 
こども課 

保育サポーターの 

活動支援 

講演会等の開催時に児童の一時預かり（託児）を行っ

ている保育サポーターの活動を支援します。 
こども課 

日向ファミリー・ 

サポート・センター

の充実 

子育ての手助けをしたい人と手助けの必要な人が 

会員となって地域で互いに助け合っていくことを目的

とし、利用者のニーズに即した事業内容の充実を図りま

す。 

こども課 

【子育て支援情報の提供】 

関連施策 事業内容 担当課 

情報提供サービスの

充実 

市広報紙やホームページをはじめ様々な媒体を活用

し、情報提供を行います。 
こども課 

子育て情報ガイド 

ブックの作成 

多岐にわたる子育て情報を一元化し、総合的な子育て 

情報ガイドブックを作成して情報の提供を行います。 
こども課 
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主要施策２：経済的負担の軽減 

【今後５年間の事業展開】 

○ 全てのこどもが健やかに成長するよう、保護者や養育者の子育てに係る経済的負担の軽減

を図るため、手当の給付や医療費の助成等を行います。 

○ 少子化対策の観点などから、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性を考慮

し、子育てや教育にかかる費用負担の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連施策 事業内容 担当課 

保育料の軽減の維持 
ひとり親世帯や在宅障がい者世帯、２人以上の同時 

入所（園）世帯に対する保育料の軽減を図ります。 
こども課 

幼児教育・保育の 

無償化実施 

幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳児ク

ラスから５歳児クラスのこども、幼稚園及び認定こども

園の 1 号認定の満 3 歳のこども及び市民税非課税世帯

の０歳児クラスから２歳児クラスのこどもを対象に幼

児教育・保育の無償化を実施します。 

こども課 

子ども医療費助成制

度の維持 

中学校卒業までの、子ども医療費助成制度を実施しま

す。 
こども課 

【拡充】 

児童手当の給付 

高校生年代までの児童を養育している保護者に対し

児童手当を給付します。 
こども課 

妊婦一般健康診査 

費用等助成 

妊婦一般健康診査費用等の助成を周知徹底し、適正受

診の 促進に努め、未受診妊婦や飛び込み分娩等を減少

させることで、母体の健康管理を図ります。 

こども課 
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（２）特に支援を必要とするこどもと家庭へのきめ細やかな取組の推進 

主要施策１：ひとり親家庭への自立支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ ひとり親家庭に対し医療費の助成を行うとともに、児童扶養手当の給付を行います。 

○ ひとり親家庭等に対し自立に向けた相談・支援体制の充実を図ります。 

○ 病気等で育児が困難になったひとり親家庭にヘルパーを派遣して、子育てを支援します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

児童扶養手当の給付 

ひとり親家庭の自立支援のため、児童を監護する母、

監護しかつ生計を同じくする父、養育している養育者に

対し児童扶養手当を給付します。 

こども課 

ひとり親家庭等の 

医療費助成事業 

母子及び父子家庭の親と児童に対し医療費の一部助

成を行い、経済的負担の軽減を図ります。 
こども課 

寡婦医療費助成事業 
寡婦家庭の医療費の一部助成を行い、経済的負担の 

軽減を図ります。 
こども課 

相談業務の充実 

ひとり親家庭等の様々な悩みについて相談相手とな

り、問題解決や生活の安定へ向けた必要な助言や指導を 

行う相談業務の充実を図ります。 

こども課 

福祉課 

公的貸付資金の利用

促進 

各種公的貸付資金の周知に努め、母子寡婦世帯の生活

の安定と自立の促進を図るため、その利用を促進しま

す。 

こども課 

ひとり親家庭に対する

家庭生活支援員派遣 

ひとり親家庭の保護者が病気などの理由で、一時的に 

生活支援が必要な場合、家庭生活支援員を派遣し子育て

を支援します。 

こども課 

高等職業訓練促進 

給付金の支給 

ひとり親家庭の父又は母が就職を有利にするため 

資格を取得する際、その養成訓練の受講期間の生活負担

の軽減を図る目的で給付金を支給します。 

こども課 

自立支援教育訓練 

給付金の支給 

ひとり親家庭の自立を図ることを目的として、その父 

又は母が教育訓練講座を受講し修了した場合、その経費

の一部を支給します。 

こども課 
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主要施策２：病気や障がいのあるこどもへの支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ 発達障がいや発達に心配があるこどもを早期に発見し、早期に療育につなげ、個別の配慮

をすることによって、こども達の健やかな成長を促します。 

○  障がいのあるこども、長期療養の必要なこどもやその家族への支援体制の充実を図ります。 

○ 保育所（園）、幼稚園、認定こども園に入園を希望するこどもへの支援を充実します。 

○ 障がい児一人ひとりの特性を踏まえ、その能力が最大限発揮できるように保育や就学支援

の充実を図ります。 

○ 障がい児の保護者の経済的な負担軽減を図ります。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

保育園等全園訪問事

業 

市内の保育園等を全園訪問し、発達に心配のあるこど

もに対し、早期発見・早期療育が受けられるよう支援の

充実を図ります。 

こども課 

乳幼児健康診査の 

充実 

母子保健法で定められた健診と併せて、２歳６か月児

歯科健康診査を実施し、ことばや発達に課題のあるこど

もの相談対応の充実を図ります。 

こども課 

障がい児日常生活 

用具給付事業 

在宅の障がい児に対し、日常生活を容易にするための 

用具を給付します。 
福祉課 

相談事業の充実 

発育・発達の不安や、障がいのあるこども、長期療養

児をもつ家族が日常生活を送る上での不安や悩みの軽減

のため、専門家の相談が受けられるよう相談体制の充実

を図ります。 

福祉課 

こども課 

障がい児保育の充実 
障がいのある児童の個々の障がいの状態に配慮し、 

集団生活の中での保育の充実を図ります。 
こども課 

【新規】 

インクルーシブ教育

に向けた取組 

障がいのあるこどもと障がいのないこどもが可能な限

り同じ場で共に学ぶインクルーシブ教育を推進するとと

もに、個別の教育的ニーズのある児童生徒に対し、多様

な学びの場を用意します。 

その際「ユニバーサルデザイン」の考え方を考慮しつ

つ、進めていきます。 

学校教育課 
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関連施策 事業内容 担当課 

障がい児就学支援の

充実 

日向市教育支援委員会、各小中学校の校内就学支援委

員会において関係機関との連携を図り、面接相談等を通

じて、こどもや保護者の意向を尊重しながら、こどもの

将来を見据えながら就学の支援を行います。  

学校教育課 

こども課 

障がい児療育の充実 
障がいのある児童の個々の障がいの状態に配慮し、集

団生活の中での保育の充実を図ります。 
福祉課 

特別支援教育支援員

制度の継続 

学校生活において、特別な支援を必要とするこどもに

対して特別支援教育支援員を配置し、自立活動指導や  

介助などを行うことにより、学校生活を支援します。 

学校教育課 

特別支援教育の充実 

各学校長及び特別支援教育コーディネーターを中心に

特別な支援を必要とするこどもの教育的ニーズを把握

し、個別支援計画に基づき、特別支援教育の推進を図り

ます 。 

学校教育課 

通級による指導の 

充実 

学習や集団生活の中で、こどもが抱えている課題の  

改善・克服をめざし、一人ひとりに応じた適切な指導を 

行います。 

学校教育課 

障がい児の放課後の

活動支援 

保護者が労働等により昼間家庭にいない障がいのある

児童・生徒の放課後の活動を支援します。 

福祉課 

こども課 

助成金及び手当等の

支給 

障がい児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、障

害児福祉手当、心身障害児介護手当、特別児童扶養手当

（県）を支給します。 

福祉課 

【新規】 

医療的ケア児の支援 

医療的ケア児等が適切な支援が受けられるよう、コー

ディネーターの配置に努めます。 
福祉課 
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主要施策３：保護者に病気や障がいのある家庭への支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ それぞれの家庭の子育て支援のニーズを把握します。 

○ こどもの保育所（園）、幼稚園、認定こども園への入所（園）を促進します。 

○ 家族や地域の協力を得ながら、保健・医療・福祉等の関係機関と連携し、子育て支援を  

行います。 

関連施策 事業内容 担当課 

ニーズの把握 
それぞれの家庭が抱える問題やニーズの把握を行い

ます。 

福祉課 

こども課 

保育所（園）、幼稚園、

定こども園への入所

（園）促進 

家庭で保育が困難な場合は、保育所（園）、幼稚園、

認定こども園への入所（園）を促進します。 
こども課 

支援制度の情報提供

と利用促進 

総合的な子育て情報冊子、広報紙、ホームページ等に

より周知を図り、支援サービスの利用を促進します。 
こども課 

地域の福祉力の活用 
地域ぐるみ、家族ぐるみの支援体制を確立するため

に、地域の活用を図ります。 
こども課 

 

主要施策４：外国につながるこどもへの支援・配慮 

【今後５年間の事業展開】 

○ それぞれの家庭の子育て支援のニーズを把握します。 

○ 国際化の進展に伴い、海外から帰国したこどもや外国人のこども、両親が国際結婚のこど

もなどの外国につながるこどもの増加が見込まれることを踏まえ、円滑な教育・保育等・

の利用及び就学ができるよう、保護者及び教育・保育施設等・学校に対し必要な支援を行

います。 

 
 
 
 
 

関連施策 事業内容 担当課 

【拡充】 

外国につながるこど

もへの支援・配慮 

それぞれの家庭が抱える必要とする支援の把握に 

努め、安定した生活基盤のもとで、こどもが円滑な教育・ 

保育等の利用及び就学ができるよう、保護者及び教育・

保育施設等・学校に対し必要な支援を行います。 

福祉課 

こども課 

学校教育課 
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（３）母親とこどもの健康の確保・増進 

主要施策１：妊娠、出産への支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ こども家庭センターを核として、妊産婦やその家族が安心して妊娠や出産を迎えられる 

ように、必要な相談や保健指導等を行います。 

○ 妊婦健康診査の必要性を周知するとともに、適正受診と健診費用の助成を促進します。 

○ 心理的体調不良や育児不安のある妊産婦に対し、産後も安心して子育てができるよう､産

前・産後サポート事業、産後ケア事業による支援を行います。 

○ 未受診妊婦や飛び込み分娩等の減少を目指し、母体の健康管理を行います。 

○ 不妊検査の助成や不妊治療についての情報提供を行います。 

○ 妊婦自身の喫煙や受動喫煙の害について啓発活動を行います。 

   妊娠届の際に禁煙を促す保健指導を行います。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

こども家庭センター

における相談支援 

こども家庭センターにおいて、妊娠・出産・子育てな

ど、様々な相談に応じ、不安の軽減を図ります。 
こども課 

母子健康手帳・交付

時の相談､情報提供 

母子健康手帳交付時に個別に相談を実施し、妊娠から

子育て期に関する情報提供に努めます。 

また、その際出産、育児に活用できるような関連パン

フレットを配付します。 

こども課 

妊婦一般健康診査等 

費用助成 

妊婦一般健康診査費用の 14 回分の助成等を行い、周

知徹底を図り、利用の促進に努めることで、未受診妊婦

や飛び込み分娩等を減少させ、母体の健康管理を行いま

す。 

こども課 

妊産婦・新生児家庭 

訪問等による相談・ 

保健指導 

相談希望者のほか、保健指導が必要とされる場合や、

関係機関からの依頼等により、妊産婦や新生児へ家庭訪

問や電話連絡等による相談や保健指導を行います。 

こども課 

産前・産後サポート 

事業の充実 

自分に合った子育ての方法を学ぶ「ノーバディーズ・

パーフェクト・プログラム（NP)」講座を行い、子育て

に対する不安の軽減を図ります。 

 

こども課 

保護者と専門職が子育てに関する悩みに対し、一緒に

考えながら育児の負担軽減を図る「子育てサロン」を実

施します。 

こども課 
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関連施策 事業内容 担当課 

産婦健康診査事業・ 

産後ケア事業の充実 

産婦健康診査事業、産後ケア事業を行い、産後うつ等

の予防や早期発見により、産後の様々な不安の軽減を図

ります。 

こども課 

パパママ教室 

助産師を講師に、夫婦（パートナ－を含む）で参加が

しやすい日曜日に「パパママ教室」を開催し、妊娠期や

出産、育児を夫婦で協力して取り組む意識を高めます。 

こども課 

不妊検査費助成事業 不妊検査費に関する助成を行います。 こども課 

禁煙に対する取組 

妊娠届の際に禁煙を促す保健指導を行います。 

また、健康ひゅうが 21 計画の禁煙に関する取組とも

連携して啓発活動を行います。 

こども課 

 

 

主要施策２：親子の健康への支援 

【今後５年間の事業展開】 

○ こども家庭センターを核として、安心して子育てできるように、各種相談や家庭訪問を 

行います。 

○ 乳幼児の健康づくりのため、乳幼児健康診査及び相談支援を行います。 

○ 乳幼児健康診査や育児相談等を通して、基本的な生活習慣の確立や育児に関する情報の提

供を行います。 

○ 育児相談や各種相談、家庭訪問を通して、保護者の育児不安の軽減を目指し、かつ、親子

がきずなを深め、安定した親子の関係を築けるよう育児支援を行い、乳幼児の事故や虐待

の防止を図ります。 

○ 乳幼児の発達・発育に関して、病気や障がいがあっても安心して地域の中で暮らせるため

に専門スタッフによる各種相談体制の充実を図ります。 

○ 乳幼児期からの虫歯予防のために、保護者がその必要性についての理解を深め、ブラッシ

ングができるよう指導等を行うとともに、市内保育所（園）・幼稚園・認定こども園の   

フッ素洗口の取組の継続と普及を行います。 

○ 安心して多くのこども達が予防接種を受けられるよう、予防接種について情報提供を行い

ます。 
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関連施策 事業内容 担当課 

乳幼児健康診査 

生後１か月児・３か月児・７か月児・１歳６か月児・

２歳６か月児歯科・3 歳児健康診査を実施し、必要な

場合、専門機関に紹介します。未受診者へは家庭訪問

や電話連絡で受診勧奨を行います。 

メディアが与える心身の影響に注意するとともに、

生活習慣の確立や親子のふれあいを大切にするよう

助言します。 

こども課 

乳幼児健康相談 窓口・電話・訪問時に随時相談を受けます。 こども課 

乳幼児家庭訪問 

乳幼児健康診査の結果、発育や発達に関してフォロ

ーが必要な場合や、養育環境等が心配される場合、 

家庭訪問を行い、保健指導を行います。 

こども課 

育児相談    

・赤ちゃん相談 

（生後０～６か月まで） 

・すくすく相談 

（生後７か月～1 歳未満） 

育児支援として、赤ちゃん相談・すくすく相談など 

保護者が参加しやすく、交流しやすい相談事業を開催

します。 

こども課 

乳幼児各種専門相談 
言語相談・発達相談・心理相談・整形外科等専門の

スタッフによる各種相談事業を行います。 
こども課 

むし歯予防 

保育所(園)・幼稚園・認定こども園と連携して、フ

ッ素洗口の取組の継続と普及に努めます。 

また、乳幼児健診等に歯科衛生士によるブラッシン

グ指導を行います。 

小中学校では、むし歯や歯肉炎の予防に必要な知識

を理解させ、実践意識を高める保健指導を行います。 

こども課 

学校教育課 

予防接種 

乳幼児健康診査や育児相談、その他こどもや保護者

が集まる機会に予防接種の情報を提供し、接種率の向

上を図るとともに、医療機関との連携を強化し、情報

の共有化を図ります。 

こども課 

乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん

事業） 

生後４か月までの赤ちゃんのいる全ての家庭を対

象に訪問し、子育て支援を行います。 
こども課 
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主要施策３：小児医療の充実 

【今後５年間の事業展開】 

○ 近隣市町村と連携して小児医療体制の維持に努めます。 

○ かかりつけ医の促進やコンビニ受診、重複受診の抑制を啓発していきます。 

  

関連施策 事業内容 担当課 

小児医療体制の充実 
近隣市町村と連携して小児医療体制の維持に努めま

す。 
健康増進課 

かかりつけ医啓発 

事業 

普段からかかりつけ医を持つこと、日中のうちに  

受診することについて啓発します。 

健康増進課 

こども課 

 

 

主要施策４：食育の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 乳幼児期から食育に関する情報を保護者に提供します。 

○ 親子のふれあいを大切にしながら、様々な食体験をとおして望ましい食習慣を身につけら

れるよう働きかけます。 

○ 児童・生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけられるよう、学校、家庭、

地域社会が連携した食育活動を推進します。 

○ 近年、小児メタボリック症候群が問題となってきていることから、児童・生徒に小児生活

習慣病予防健診を実施し、その早期発見・早期治療を図り、事後指導を行います。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

妊産婦食生活指導 

母子健康手帳交付時等の機会を利用して、正しい食 

生活を啓発するパンフレット等を配付します。 

また、管理栄養士などによる家庭訪問を実施します。 

こども課 

乳幼児食生活指導 

乳幼児健康診査や各種乳幼児相談等の機会を通して、

食育に関する意識啓発を行います。 

また、管理栄養士などによる家庭訪問を行います。 

こども課 

「おやこの食育教室」

の開催 

食生活改善推進員による「おやこの食育教室」等を  

開催し、親子のふれあいをとおして正しい食生活を実践

できるよう啓発活動を行います。 

健康増進課 
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関連施策 事業内容 担当課 

小児生活習慣病予防 

小学４年生、中学１年生を対象に小児生活習慣病予防

健診を実施します。要管理者には食事調査を行い、食事指

導を実施し、食生活をはじめ、生活改善のための指導を行

います。 

学校教育課 

「食」をテーマにした

学習の推進 

栄養教諭・学校栄養職員が小中学校において、食育  

授業を実施していきます。家庭における食育推進のため

に、学校保健委員会や家庭教育学級などを活用し、啓発活

動を行います。 

学校教育課 

学校給食セ

ンター 

 

 

主要施策５：思春期保健の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 適切な生活習慣を身につけて、心身の健康を保つことを目指す啓発を行います。 

○ こどもの発達段階に応じた性教育を実施し、性に関する正しい知識の普及啓発を行います。 

○ 喫煙・飲酒、薬物が身体に与える影響等について啓発し、未成年の喫煙・飲酒及び薬物乱

用の防止を図ります。 

○ 心身の変化を理解し、自己をコントロールできることとともに、思いやりの気持ちを持ち、

周囲とよい関わりを持てるよう学習の機会を充実し、また、こころの問題についても相談

や支援ができる体制の充実を図ります。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

性教育の充実 
教職員の研修を充実させ、発達段階に応じた計画的な

性教育を実施します。 
学校教育課 

未成年の喫煙飲酒の

防止に関する学習の

実施 

未成年者に対し、喫煙、飲酒等が身体に与える影響等

について指導を行います。 

また、家庭、学校、事業者、地域社会全体で「飲ませな

い」「吸わせない」を徹底させ、未成年の喫煙・飲酒防止

のための周知・啓発を行います。 

学校教育課 

健康増進課 

薬物乱用防止に  

関する学習の実施 

関係機関と連携して、必要な周知・啓発を行います。 学校教育課 

広報紙等で相談事業を周知するとともに、誰もが気軽

に安心して相談できる体制をつくります。 

文化・生涯

学習課 
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関連施策 事業内容 担当課 

【新規】 

インターネットによ

る健康被害防止に関

する学習の実施 

正しいインターネットの使い方について、健康に及ぼ

す被害等の指導の充実を図ります。 
学校教育課 

 

（４）こどもと子育てにやさしい安全な生活環境の整備 

主要施策１：子育てに配慮した環境の整備 

【今後５年間の事業展開】 

○ 公の場や民間施設での禁煙や分煙の取組を進めます。 

○ 喫煙が体におよぼす影響及び受動喫煙による健康被害に関する知識の周知・啓発を行いま

す。 

○ 歩行者、自転車、ベビーカー等が安全に通行できる道路の整備を図ります。 

○ 通学路の点検・整備を継続実施し、こどもの安全に配慮します。 

○ ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）の周知及び予防に関する啓発を行います。 

○ 公共施設のバリアフリー化を図ります。 

○ トイレにベビーサークルを設置するなど子育てに配慮した環境の整備を図ります。 

○ 市営住宅の適正な維持管理を行います。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

禁煙・分煙の推進 

改正「健康増進法」に基づき、望まない受動喫煙の  

防止を図るため、多くの人が利用する施設等において、

定められた場所以外での喫煙の禁止と受動喫煙の危険性

についての周知・啓発を行います。 

健康増進課 

学校教育課 

文化・生涯

学習課 

施設整備 

関係各課 

通学路合同点検の 

継続実施 

通学路の合同点検を実施することで、こどもの登下校

の安全性を確認します。 

また、定期的に点検を行い、継続して整備を行います。 

学校教育課 

建設課 

公共施設のバリア 

フリー化の推進 

公共施設では段差の解消に努め、ベビーカーや車椅子

などが利用しやすいバリアフリー化を推進します。 

施設整備 

関係各課 

子育てに配慮した 

環境の整備 

公共施設のロビーやトイレにベビーサークルを設置 

するなど、子育てに配慮した環境の整備を図ります。 

資産経営課 

施設整備 

関係各課 
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関連施策 事業内容 担当課 

市営住宅の維持管理 

市営住宅の適正な維持管理に努め、良質で居住環境の

整った低家賃住宅の安定した供給に努めます。 

また、長寿命化計画に基づく市営住宅ストック総合改

善事業等により、既存住宅の機能を向上させ、ストック

住宅の有効活用を図ります。 

建築住宅課 

 

主要施策２：乳幼児の事故防止の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 保護者に対して事故防止意識の啓発を行います。 

○ 応急手当についての知識の普及を図ります。 

○ 防火意識の普及を図ります。 

○ 公園等の施設の安全管理を行います。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

事故防止の啓発 
乳幼児健康診査や各種相談の機会に、事故防止に 

ついての啓発を行います。 
こども課 

ＳＩＤＳ予防対策 

乳幼児健康診査や各種相談、家庭訪問の機会に、ＳＩ

ＤＳ（乳幼児突然死症候群）予防についての啓発を行い

ます。 

こども課 

応急手当講座の開催 

学校、保育所（園）等地域からの要請により応急  

手当講座を開催します。 

また、関係機関と協力しながら応急処置の普及啓発

を行います。 

消防本部 

火災予防の啓発 
学校、保育所（園）等地域で行う避難訓練に出向し、  

火災の危険性について啓発を行います。 
消防本部 

公園等施設の   

安全管理の徹底 

公園施設の定期点検を行い、地元自治会（区）と連携

した安全管理を行います。 
市街地整備課 
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主要施策３：交通安全対策の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 交通安全対策を推進し、こどもの交通事故の防止に取組ます。 

○ 交通安全に配慮した道路の整備やカーブミラーなどの安全施設の整備を推進します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

交通安全対策の推進 

地域の関係団体と連携を図りながら、保育所（園）、 

幼稚園、認定こども園、学校等においてこどもの成長過

程に応じた交通安全教育を実施するとともに講習会等の

開催を推進します。 

また、運転者や保護者に対する交通安全の啓発を行い

ます。 

市民課 

安全施設の整備 

市道において、歩行者等の安心・安全な道路空間を確

保するため、区画線やカーブミラー、防護柵等の設置に

より、安全性の向上を図ります。 

建設課 

 

主要施策４：犯罪等の被害にあわないための教育の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ こどもが犯罪に巻き込まれるのを防止するため、地域安全教育を通じてこどもの危険予知

能力の向上を図ります。 

○ 学校と地域が一体となって、こどもの安全と安心の確保を図ります。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

地域安全教育の徹底 

保育所（園）、幼稚園、認定こども園、学校、家庭で、

「知らない人にはついていかない」などの基本的な地域 

安全教育を推進します。 

市民課 

情報モラル等に  

ついての学習の実施 

携帯電話やインターネットが児童生徒や高校生に与え

る影響や「個人情報をむやみに教えない」などの基本的

な知識の普及を図る学習を実施します。 

学校教育課 

文化・生涯

学習課 
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【基本目標３】子育てと仕事の両立を支えるまちづくり 

（１）雇用環境の整備促進 

主要施策１：就労環境の改善 

【今後５年間の事業展開】 

○ 育児休業、介護休業制度の利用促進、労働時間の短縮など、家庭・企業・職場における子

育て支援意識の啓発を行います。 

○ 育児や介護のために休業・退職した人の職場復帰や再雇用の支援を行います。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

子育てに配慮した 

就労環境の整備 

育児休業、介護休業制度、労働時間の短縮、フレック

スタイム制の導入等の普及啓発を行うと同時に企業等の 

理解を求めていきます。 

商工港湾課 

職場復帰、再就職の 

支援 

国県等の関係機関と連携を図りながら職場復帰や再雇

用等の活用できる各種助成制度の普及啓発を行うと同時

に企業等の理解を求めていきます。 

商工港湾課 

 

（２）多様な保育サービスの充実 

主要施策２：保育の充実 

【今後５年間の事業展開】 

○ 保護者が安心して仕事ができるように、各種保育サービスの充実を図ります。 

○ 保育の質の向上を目指した研修会を開催します。 

○ 全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる場所

の拡充を図ります。 

○ 新たな保育サービスである「こども誰でも通園制度」に取組ます。 

 

【保育事業の充実】 

関連施策 事業内容 担当課 

教育・保育施設の 

整備 

児童の安全面を考慮し、老朽化に伴う認可保育所等園

舎の整備充実を図ります。 
こども課 
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関連施策 事業内容 担当課 

保育内容の充実 
乳幼児期の発達に合わせた保育計画に基づき、きめ細

やかな保育の充実を図ります。 
こども課 

職員の資質の向上 
子育てに携わる保育士等を対象に、研修を実施すると 

ともに、保育研修会などへの積極的な参加を推進します。 
こども課 

【新規】 

保育士の確保及び 

処遇の改善 

保育の質の維持・向上のために、国や県が実施する保

育士等処遇改善施策の活用を図るほか、県社会福祉協議

会が行っている保育士支援制度の周知・情報提供を進め

ます。 

また市においても、いっそうの保育士確保策を検討し

ていきます。  

こども課 

延長保育の充実 
就労形態の多様化に伴う保育時間延長の要望に応える 

ため、延長保育の充実を図ります。 
こども課 

一時預かり保育の 

充実 

一時的な就労や病気のとき、リフレッシュしたいとき 

などの保護者を支援するため、一時預かり保育の充実を

図ります。 

こども課 

病児・病後児保育 

事業 

病気の「回復期に至らない場合」又は「回復期」で集団

での保育等が困難な場合、児童を一時的に預かる病児・ 

病後児保育の充実を図ります。 

こども課 

障がい児保育の充実 
障がいのある児童の個々の障がいの状態に配慮し、 

集団生活の中での保育の充実を図ります。 
こども課 

【新規】 

こども誰でも通園 

制度の実施 

保護者の就労の有無に関わらず、月一定の時間の預か

りを行うことで、集団生活の機会を通じたこどもの成長

を促します。 

こども課 

地域活動事業の充実 

地域に開かれた保育所（園）として、地域の世代間  

交流の機会を設けるとともに、情報発信、子育ての悩み

の相談等の充実を図ります。 

こども課 

認可外保育施設への

支援の充実 

児童と職員の健康診断に要する費用の助成等、支援の 

充実を図ります。 
こども課 
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【放課後児童対策】 

 

 

 

 

 

 

 

関連施策 事業内容 担当課 

放課後児童クラブと

放課後子ども教室の

連携 

教育委員会と福祉部局で協議の場を設け、放課後児童

対策パッケージによる放課後児童クラブと放課後子ど

も教室の連携を検討します。 

また、小学校の余裕教室等の活用についても検討しま

す。 

文化・生涯

学習課 

こども課 

教育総務課 

放課後児童クラブの

充実 

量の見込みと確保方策に基づき、不足する供給量に 

ついて、社会資源の活用も視野に入れながら、供給体制

を確立できるよう取組ます。 

こども課 

放課後児童支援員の

研修参加の促進 

支援員の資質の向上を図るため、県等が行う研修会等

への参加を促進します。 
こども課 

障がい児の学童保育 
障がいのある児童の放課後児童クラブへの受け入れ

を検討・推進します。 
こども課 

放課後子ども教室の

充実 

既存の放課後子ども教室の活動の充実を図るととも

に、放課後児童クラブとの一体的又は連携による実施を

検討します。 

文化・生涯

学習課 

地域教育力活性化 

推進事業 

地域の大人が主体となり、こども達の各種体験活動を

実施しようとする地域教育力活性化推進事業を推進し、

家庭、学校、地域との連携の取れた体験活動の充実を図

ります。 

文化・生涯

学習課 

障がい児の放課後の

活動支援 

共働き等で留守世帯の障がいのある児童・生徒の放課

後の活動を支援します。 

福祉課 

こども課 
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（３）男女共同参画意識の啓発 

主要施策１：意識の啓発 

【今後５年間の事業展開】 

○ 男女平等意識の啓発を図ります。 

○ 男女共同参画社会づくりを推進します。 

関連施策 事業内容 担当課 

男女共同参画社会 

づくり推進事業 

男女共同参画推進審議会を開催し、日向市男女共同参

画プランに基づく様々な分野の施策を推進します。 

地域コミュ

ニティ課 

育児参画意識の啓発 

男女を問わず、互いに思いやり協力しながら育児に参

画し、豊かな生活を送ることができる社会の大切さにつ

いて、講座や講演会の開催、広報誌の発行などを通して

周知啓発を図ります。 

地域コミュ

ニティ課 

こども課 

固定的な性別役割 

分担意識の見直し 

固定的な考え方や周囲の意見に縛られることなく、そ

の人の個性と能力をいかした生き方ができるようにする

ことの重要性について、講座や講演会の開催、広報誌の

発行などを通して周知啓発を図ります。 

地域コミュ

ニティ課 
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【基本目標４】こどもと子育てを地域で支えるまちづくり 

（１）地域における子育て支援体制の整備 

主要施策１：地域ぐるみの子育て支援の意識啓発 

【今後５年間の事業展開】 

○ こどもを地域で守り育てるよう、各種活動の充実を図ります。 

○ 心のふれあいを育てるため、大人もこどもも気軽にあいさつする、あいさつ運動を推進し

ます。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

【新規】 

こども家庭センター

の設置 

こども家庭センターを設置し、地域ぐるみの子育て

支援を推進します。 
こども課 

地域教育力活性化 

推進事業 

地域の大人が主体となり、こども達の各種体験活動

を実施しようとする地域教育力活性化推進事業を推

進し、家庭、学校、地域との連携の取れた体験活動の

充実を図ります。 

文化・生涯学習

課 

日向市あいさつ運動

の推進 

あいさつすることから会話が始まり、心のふれあい

にもつながるため、家庭、保育所（園）、幼稚園、認

定こども園、学校、地域で気軽にあいさつできるよう、

あいさつ 運動を推進します。 

こども課 

文化・生涯学習

課 

学校教育課 

放課後児童クラブと

放課後子ども教室の

連携 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体的又

は連携による実施を検討します。 

こども課 

文化・生涯学習

課 

放課後子ども教室 

推進事業 

学校や公共施設を活用し、地域の協力を得て、児童

の安全な活動拠点を提供します。 

文化・生涯学習

課 

こどもの日向  

（ひなた）づくり 

運動の推進 

こどもの未来を市民総ぐるみで応援するために、 

家庭・産業・地域において、こども・家庭の支援・   

応援に協力する「こどもの日向（ひなた）づくり運動」

を推進します。 

こども課 
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主要施策２：子育て支援の拠点整備 

【今後５年間の事業展開】 

○ 在宅での子育てを支援する「地域子育て支援拠点事業」の活動の充実を図るとともに、  

将来の地域のニーズをみながら、その拡充について具体的に検討します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

地域子育て支援拠点

施設の整備 

地域子育て支援拠点事業の拡充・整備を推進し、新た

な子育て拠点施設の設置を検討します。 
こども課 

【新規】 

こども家庭センター

の設置 

こども家庭センターを設置し、地域ぐるみの子育て 

支援を推進します。 
こども課 

児童館の整備 児童館設置に向け検討します。 こども課 

 

主要施策３：公共施設等の活用 

【今後５年間の事業展開】 

○ 市内の公共施設等を子育て支援に係る社会資源として活用を図ります。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

施設の積極的な活用 

育成会やスポーツ少年団、ジュニアリーダー等の

利用は使用料を減免し、公共施設の利用促進を図り

ます。 

文化・生涯学習

課 

スポーツ・文化

振興課 

園庭解放の実施 

家庭で子育て中の親子に保育所や幼稚園の園庭を 

開放し、入所児童と遊びを通じて交流を深め、気軽に

集まる事ができる場の提供を行います。 

こども課 

学校施設の地域への

開放の検討 

学校施設をより広く地域へ開放するための課題に 

ついて検討します。 
教育総務課 
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主要施策４：人材の活用、資質の向上 

【今後５年間の事業展開】 

○ 地域の人材の活用を図ります。 

○ 人材の育成・資質の向上を図ります。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

保育士、教職員等の

人材活用 

保育士・幼稚園教諭に子育てアドバイザーを委嘱し、 

子育て家庭の育児不安等に関する相談・助言を行います。 
こども課 

民生委員・児童委員、

主 任 児 童 委 員 等 の 

活動促進 

民生委員・児童委員、主任児童委員等が地域において 

行っているこどもに関する相談や支援活動を促進しま

す。 

こども課 

福祉課 

地域人材の活用 

保育サポーターやファミリー・サポート・センターの 

育児のおたすけ会員等、地域における子育て経験者等の

活用を図ります。 

こども課 

高齢者の役割 

様々な経験をされている高齢者の方に体験活動の指導

者として活躍していただき、また、学校支援ボランティ

アとして専門知識を活用した授業補助や体験活動、登下

校の見守りなど、地域の教育力を生かした子育て支援の

充実を図ります。 

学校教育課 

子育てボランティア

の育成 

子育て支援を担うボランティアやＮＰＯなどの育成の

支援と活動の促進を図ります。 
こども課 

地域人材の資質の向

上 

研修等への参加を促進し、人材の資質の向上を図りま

す。 
こども課 
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主要施策５：子育て支援ネットワークづくり 

【今後５年間の事業展開】 

○ 子育て支援に係る関係機関との連携を図り、子育て支援のネットワークづくりの充実を 

図ります。 

○ 地域における子育て支援体制づくりを推進します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

ネットワークづくり

の推進 

子育て支援事業を行う機関や団体間の交流や、日向市

要保護児童対策地域協議会における支援連携、こども家

庭に直接支援を行う機関・団体で構成する「こども・若

者応援ネット」における意見交換等、子育て支援のネッ

トワークづくりを推進します。 

こども課 

地域団体の連携した

子育て支援への取組

の推進 

学童保育など、地域における子育て支援への取組を推

進します。 
こども課 

 

（２）こどもを見守る地域の連携 

主要施策１：こどもを見守る地域の連携 

【今後５年間の事業展開】 

○ 有害環境の浄化を図ります。 

○ 地域社会における青少年の健全育成への取組を推進します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

環境浄化の推進 
市内５か所に「白いポスト」を設置し、環境浄化を

推進します。 

文化・生涯学習

課 

飲酒、喫煙等をさせ

ない環境の整備 

日向市青少年指導員の巡回指導により、青少年の

健全育成を図ります。 

文化・生涯学習

課 

日向市あいさつ運動

の推進 

あいさつすることから会話が始まり、心のふれあ

いにもつながるため、家庭、保育所(園)、幼稚園、認

定こども園、学校、地域で気軽にあいさつできるよ

う、あいさつ運動を推進します。 

文化・生涯学習

課 

学校教育課 
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関連施策 事業内容 担当課 

民生委員・児童委員 

主任児童委員の活動

の周知 

民生委員・児童委員、主任児童委員が地域において 

実施している、こどもに関する相談や支援等の周知

を図ります。 

福祉課 

こども課 

 

主要施策２：犯罪からこどもを守るための活動の推進 

【今後５年間の事業展開】 

○ 地域住民にこどもの安全への協力を呼びかけます。 

○ 青少年指導員による非行防止を推進します。 

 

関連施策 事業内容 担当課 

犯罪等に関する情報

の提供 

青少年指導員、青少年相談員、学校、防犯協会等 

関係団体相互の連携により情報を共有化し、市内や 

近隣での犯罪の発生について、保護者等へ速やかに  

情報提供ができるよう努めます。 

学校教育課 

市民課 

文化・生涯学習

課 

地域安全パトロール

等の実施 

通学時等における危険からこどもを保護する  

ため、ＰＴＡや自治会によるパトロールを推進する

とともに、市もパトロールを実施します。 

学校教育課 

市民課 

文化・生涯学習

課 

地域住民への呼びか

け 

市民の日常の散歩、ジョギングなどの際に、こども

の安全への協力を呼びかけます。 

また、子ども避難所への登録を呼びかけます。 

学校教育課 

市民課 
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第７章 事業計画 

１ 事業量推計の基本的な考え方 

（１）対象事業 

それぞれの家庭類型に関する下記の事業についてニーズ量の見込みの算出を行います。 

 

対象事業 対象家庭類型 対象児童年齢 

認定こども園 

及び幼稚園 

＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞ 

■タイプ C’：フルタイム×パートタイム 

（月下限時間未満＋月下限時間～120 時間の一部） 

■タイプ D：専業主婦（夫） 

■タイプ E’：パートタイム×パートタイム 

（いずれかが月下限時間未満＋月下限時間～120 時間の一部） 

■タイプ F：無業×無業 

3～5 歳 

幼稚園 
＜共働き家庭 幼稚園利用のみ＞  

※ただし、現在幼稚園利用 
3～5 歳 

認定こども園 

及び保育所 
■タイプ A：ひとり親家庭 

■タイプ B：フルタイム×フルタイム 

■タイプ C：フルタイム×パートタイム 

（月 120 時間以上＋月下限時間～120 時間の一部） 

■タイプ E：パートタイム×パートタイム 

（双方が月 120 時間以上＋月下限時間～120 時間の一部） 

3～5 歳 

認定こども園 

及び保育所 

+ 

地域型保育 

0～2 歳 

時間外保育事業 0～5 歳 

放課後児童健全育成事業 1～6 年生 

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライト別） 0～18 歳 

地域子育て支援拠点事業 0～2 歳 

一時預かり事業 ・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 

・その他 
0～5 歳 

病児保育事業 
0～5 歳、 

1～6 年生 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
0～5 歳、 

1～6 年生、 

利用者支援事業 （※利用者支援事業の量の見込みは、上記のニーズ量の見込み

を勘案して算出するため、本報告書には記載しておりません。） 

0～5 歳、 

1～6 年生 
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２ 本市の児童人口の推移  

下記は、令和６（2024）年度に各４月１日現在の住民基本台帳による実績人口等をもとに「コ

ーホート要因法※」及び女性の 15 歳から 49 歳までの 5 歳階級別人口及び出生数を勘案し実施

した、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの児童人口推計です。 

    （単位：人） 

区分 実績 人推計 

 R6 年度  R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

人口 58,264 57,666 56,817 56,095 55,152 54,111 

児童人口 
（０～11 歳） 

5,580 5,371 5,167 4,956 4,768 4,577 

（総人口比） 9.6% 9.3% 9.1% 8.8% 8.6% 8.5% 

増減数 - △209 △204 △211 △188 △191 

0 歳 365 352 334 322 311 299 

１歳 362 366 352 334 322 311 

２歳 428 371 374 360 342 330 

３歳 400 413 358 361 347 329 

４歳 472 401 414 359 362 348 

５歳 426 475 404 417 362 365 

０～５歳合計 2,453 2,378 2,236 2,153 2,046 1,982 

増減数 - △75 △142 △83 △107 △64 

６歳 505 426 475 404 417 362 

７歳 497 516 435 485 412 425 

８歳 502 492 511 431 480 407 

９歳 532 496 486 505 426 474 

10 歳 535 532 496 486 505 426 

11 歳 556 531 528 492 482 501 

６～11 歳合計 3,127 2,993 2,931 2,803 2,722 2,595 

増減数 - △134 △62 △128 △81 △127 

※コーホート要因法 : 過去５年間の住民基本台帳による性別・年齢階級別人口を基礎に、その間の人

口変動要因の数値が将来も変わらないと仮定して推計しています。 
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３ 「量の見込み」と「確保方策」 

（１）教育・保育提供区域の設定 

教育・保育の提供区域は、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件や現在の教育・保育

を提供するための施設の整備の状況などを総合的に勘案し、地域の実情に応じて保護者やこども

が居宅から容易に移動することが可能な区域を定めることとなっており、市町村は区域ごとに 

事業の必要量を算出し、事業内容や実施時期を示さなければならないとされています。  

その際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業等の認可の際に行われる需給調整の判断基準

となることを踏まえて設定する必要があります。  

本市は、元来、歴史的背景、地理的条件、交通事情、既存の施設配置等の状況から３区域が   

行政区として設定されています。しかし、車での移動を想定した場合でも「居宅より容易に移動

することが可能な区域」と言え、施設整備等についても柔軟な対応が期待できることから国の 

基本指針の考え方を基に、少子化の進行に柔軟な対応ができるよう利用者の利便性に配慮し、 

サービスに関わる需要と供給の適正なバランスを取るため、教育・保育施設等は、市全体を  

「１提供区域」と設定します。 

教育・保育提供区域 

「１提供区域」 

行政区１ 北 部（富高、塩見、財光寺、日知屋、細島） 

行政区２ 南 部（平岩、幸脇、美々津、寺迫） 

行政区３ 西 部（東郷（寺迫以外）） 

地域子ども・子育て支援事業 

提供区域 
全区域 

 

（２）幼児期の教育・保育の量の見込み 

計画期間における「幼児期の教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定め、本市に

居住するこどもについては、「現在の幼稚園、保育所（園）、認定こども園等の利用状況」に、「利

用希望」を踏まえて以下の区分で設定しています。 

年齢と保育の必要性（事由・区分）に基づいて、原則、次の１号～３号の区分で行われます。 

認定区分 年齢 
保育の 

必要性 

利用できる施設 

幼稚園 保育園 
認定 

こども園 

地域型 

保育事業 

１号認定 
３～５歳児 

必要としない ○  ○  

２号認定 必要とする  ○ ○  

３号認定 ０～２歳児 必要とする  ○ ○ ○ 

※教育標準時間認定とは、１日４時間程度の幼児教育の時間のことです。 

※２号、３号の保育認定には、１日 11 時間までの保育標準時間と、１日８時間までの保育短時間があります   
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（３）教育・保育及び地域子育て支援事業の現状 

本市における子ども・子育て支援に関する施設の令和６年４月現在の状況は、次のとおりです。 

【施設配置等の状況】 

                                        （単位：人、箇所） 

総人口 1,266 6,192 2,806 14,251 23,207 1,803 2,948 479 1,971 581 2,760 58,264

０～５歳人口 60 249 106 765 1,035 60 69 0 49 7 49 2,449

内)0～２歳 30 116 46 348 504 30 33 0 18 3 23 1,151

内)3～５歳 30 133 60 417 531 30 36 0 31 4 26 1,298

認定こども園 1 1 2 5 1 10

定員 195 135 160 570 55 1,115

幼稚園 1 1

定員 15 15

保育所(園) 1 3 1 5 2 1 1 2 16

定員 90 165 60 425 160 60 40 70 1,070

定員合計 285 300 60 585 745 60 40 0 70 0 55 2,200

認可外保育所 2 2 1 5

企業内保育所 1 1 2

地域子育て拠点施設 1 1 2

一時預かり 2 1 3 1 7

ファミリー・サポート・センター1 1

延長保育 2 4 1 7 7 1 1 2 1 26

病児・病後児保育 2 1 3

放課後児童クラブ 2 4 6 1 13

放課後子ども教室 1 1 1 1 2 6

小学校 塩見
財光寺・

財光寺南

日知屋・

日知屋東・

大王谷学園

(小)

細島
平岩小中

(小)
美々津 寺迫

東郷学園

(小)坪谷

中学校 財光寺
平岩小中

(中)

東郷学園

(中)

地

域

・

子

ど

も

子

育

て

支

援

事

業

参

考
富島

美々津日向
大王谷学園

(中)

参

考

区分

　行政区

区分

新町 富高 合計

人

口

施

設

型

給

付

寺迫区細島 平岩 幸脇 美々津
東郷

寺迫を除く
財光寺 日知屋塩見
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（４）特定教育・保育の量の見込み 

① 第３期計画の目標値     

令和７（2025）～令和 11（2029）年度までの特定教育・保育の量の見込みは以下のとおり

です。なお、➀−➁や、➂−➃など、差し引き後に０、またはマイナス値は充足されることを表

しています。少子化に伴い、特定教育・保育の量の見込みは年々減少していくと予想されるた

め、今後は利用定員の見直しが必要になると考えられます。 

ア １号、２号認定 

区 分 
R5 年度 

実績 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

１号 

認定 

量の見込み（人）① 502 499 490 487 482 479 

確保方策（人） ②  500 500 500 500 500 

①－②  -1 -10 -13 -18 -21 

２号 

認定 

量の 

見込み

（人） 

教育ニーズ  142 132 129 123 120 

保育ニーズ  992 930 898 845 821 

教＋保 ③ 1,159 1,134 1,062 1,027 968 941 

確保方策 （人）④  1,140 1,140 1,140 1,140 1,140 

③－④  -6 -78 -113 -172 -199 

   ễ  

区 分 
R5 年度 

実績 

R７年

度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

Ѓ 

量の見込み（人）⑤ 231 229 214 205 195 186 

確保方策（人）⑥   230 230 230 230 230 

⑤－⑥  -1 -16 -25 -35 -44 

Ѓ 

量の見込み（人）⑦ 313 330 321 292 264 243 

確保方策 （人）⑧  330 330 330 330 330 

⑦－⑧  0 -9 -38 -66 -87 
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（５）地域子ども・子育て支援事業の需要目標 

各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込みは次の通りです。  

① 利用者支援事業 

平成 29（2017）年度に「日向市子育て世代包括支援センター」をこども課内に設置し、   

妊産婦や乳幼児及びその家族に対して、妊娠期から子育て期への切れ目のない支援やサービス

を提供し、安心してこどもを産み育てられる支援体制を図りました。 

令和 7 年（2025）年度からは、児童福祉法の改正を受け、母子保健と児童福祉の相談支援が

一体となった「こども家庭センター」を設置し支援に取組ます。 

 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（箇所） 1 1 1 1 1 1 

確保方策  （箇所） 1 1 1 1 1 1 

 

【確保方策の内容】 

令和７年度にこども家庭センターを設置する予定であり、母子保健機能と児童福祉機能の維

持とさらなる充実を図りながら事業を継続していきます。 

 

② 時間外保育事業（延長保育事業） 

保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日・時間において、  

保育所、認定こども園等において保育を実施する事業です。 

 

区 分 
R5 年度 

実績 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

量の見込み（人） 24,027 21,825 20,815 19,724 18,524 17,326 

確保 

方策 

（人） 22,052 21,825 20,815 19,724 18,524 17,326 

（箇所） 26 26 26 26 26 26 

※年間の延べ人数    

【確保方策の内容】 

現在の供給量を確保することで事業を継続していきます。 
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③ 放課後児童健全育成事業 （低学年・高学年） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、小学校の余裕教室等を利用して放課後

や長期休暇中、適切な遊び及び生活指導の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 812 836 823 777 762 712 

学年 

１年生 197 211 209 194 193 176 

２年生 186 179 198 182 181 165 

３年生 177 202 180 169 167 152 

４年生 106 105 102 100 95 94 

５年生 85 80 78 76 73 72 

６年生 65 59 56 56 53 53 

１～３年生計 559 592 587 545 541 493 

４～ 6 年生計 666 244 236 232 221 219 

確保

方策 

（人） 480 520 560 600 640 680 

（箇所数） 13 14 15 16 17 18 

 

 

【確保方策の内容】 

○ 不足する供給量については、運営方法や受入態勢を総合的に検討し、量の見込みに対応でき

る供給体制を確立できるよう、定員の拡充を図っていきます。 

○ 長期休業中には、定員の弾力的な運用を行い、不足する供給量を充足できるよう努めます。 

○ 放課後こども教室と連携を図ります。 

○ ５～６年生の需要については、低学年の利用者がまず優先されることから、今後条件整備を

進め、民間活力の活用も検討しながら、供給体制を確立できるよう取り組んでいきます。 
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④ 一時預かり事業（幼稚園型） 

幼稚園又は認定こども園において在園児を対象として、教育時間の前後又は長期休業日等に

一時預かり（預かり保育）を行う事業です。 

 

区 分 
R5 年度 

実績 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

量の見込み（人） 45,879 22,820 21,725 19,523 18,246 17,489 

確保 

方策 

一時預かり事業 

※在園児対象型

（人） 

23,560 22,820 21,725 19,523 18,246 17,489 

※年間の延べ人数    

【確保方策の内容】 

現在の供給量を確保することで事業を継続していきます。 

 

⑤ 一時預かり事業（幼稚園型を除く） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児・幼児について、主として昼間

に保育所その他の場所において一時的に預かる事業です。 

 

区 分 
R5 年度

実績 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

量の見込み（人） 1,198 1,225 1,152 1,109 1,054 1,022 

確 

保 

方 

策 

一時預かり事業 

※在園児対象型以外(人） 
425 1,101 1,035 997 947 918 

子育て援助活動支援事業 

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業 

※就学前のみ（人） 

136 124 117 112 107 104 

子育て短期支援事業 

ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ（人） 
- - - - - - 

計 561 1,225 1,152 1,109 1,054 1,022 

※量の見込みは、実績に基づき推計 

※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

現在の供給量を確保することで事業を継続していきます。 
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⑥ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）(就学児のみ） 

育児の手助けをして欲しい人と育児の協力をしたい人との相互援助活動で、アドバイザーが

連絡、調整を行います。事前に会員登録が必要です。 

 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 204 153 152 141 140 128 

確保方策（人） 129 153 152 141 140 128 

※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

ファミリー・サポート・センター事業は、１か所（日向ファミリー・サポート・センター）で

実施しており、事業に関する情報発信をとおして、利用の促進を図りつつ援助会員数を確保し、

事業を継続していきます。 

 

 

⑦ 地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについて相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 23,000 14,076 13,704 13,128 12,600 12,144 

確保

方策 

（人） 14,189 14,076 13,704 13,128 12,600 12,144 

（箇所） 2 3 3 3 3 3 

                             ※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

現在２か所（日向市地域子育て支援センター・つどいの広場）で実施しており、積極的な   

情報発信をとおして利用を促しながら、地理的条件を考慮した事業の拡充など、保護者がひと

りで悩みを抱えず相談や情報の交換ができる地域の拠点づくりを行います。 
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⑧ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者が疾病・疲労など身体上、精神上、環境上の理由により、家庭で養育を受けることが

一時的に困難となった児童について児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設に 

入所させ、養育、保護を行う事業（原則７日以内）です。 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み【人】 50 50 50 50 50 50 

確保方策【人】 40 50 50 50 50 50 

※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

事業を受託している児童養護施設は３か所であり、必要時に対応ができるように現状の供給

量を確保していきます。 

 

 

⑨ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境

等の把握を行う事業です。 

 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 396 371 349 336 319 309 

確保方策（対応人数） 383 371 349 336 319 309 

※量の見込みは、実績に基づき推計 

※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

乳児家庭訪問員を配置し、保健師・看護師と連携し、全戸訪問を行い、子育て支援に関する

情報提供や育児に関する不安の軽減を図ります。 

また、令和７年度に「こども家庭センター」を設置予定であり、同センターの母子保健担当

職員・児童福祉担当職員や関係機関との支援連携をさらに推進していきます。 
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⑩ 養育支援訪問事業・要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等

に対する支援に資する事業 

養育支援が特に必要な家庭に対してその居宅を訪問し、養育に関する指導・助言を行うこと

により当該家庭の適切な養育の実施を確保します。 

また、要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るため、調整機関職員（関係機関）の専門

性強化と連携強化を図ります。 

区 分 
R５年度 

実績 
R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 120 120 120 120 120 120 

確保方策（対応人数） 0 120 120 120 120 120 

                         ※量の見込みは実績に基づき推計 
                                ※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

養育支援が必要な家庭の状況は顕在化しており、専門職員として養育支援訪問員を配置し、

生活習慣・リズムや愛着の形成など養育環境の支援に取組ます。 

また、令和７年度に「こども家庭センター」を設置予定であり、要保護児童対策地域協議会

の調整機関も兼ねながら、必要な専門職員を配置し、関係機関との支援連携をさらに推進して

いきます。 
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⑪ 病児・病後児保育事業 

病児保育：地域の児童が発熱などの急な病気となった場合、病院・保育所等に付設された専用

スペース等において看護師等が一時的に保育する事業です。 

病後児保育：通園中の病気の回復期にある集団保育が困難な児童を、保育所等の専用スペース

で看護師等が一時的に保育する事業です。 

区 分 
R5 年度

実績 

R７ 

年度 

R８ 

年度 

R９ 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

量の見込み（人） 1,724 2,761 2,701 2,681 2,547 2,468 

確

保

方

策 

病児・病後児保育事業

（人） 
2,764 2,761 2,701 2,681 2,547 2,468 

子育て援助活動支援事業 

病児・緊急対応強化事業

(人） 

ー ー ー ー ー ー 

※量の見込みは事業量推計及び実績に基づき推計 
※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

現在の供給量を確保し、病中又は回復期の児童の保護者が安心して就労等が行える制度とし

て、積極的な利用を推奨します。 

 

⑫ 妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、

②検査、計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施する事業です。妊婦一人あたり 14 回分の妊婦健康診査の助成を行っています。 

 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 491 467 445 422 401 

確保方策（対応人数） 491 467 445 422 401 

※量の見込みは実績及び児童人口推計に基づき推計 
※年間の延べ人数 

【確保方策の内容】 

適正受診に向け、産科医療機関との連携強化に努めます。妊娠届時に母子健康手帳及び妊婦

一般健康診査助成券を発行し、経済的負担の軽減に努めます。 
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⑬ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整 

を図る取組を実施する事業です。 

【確保方策の内容】 

令和７年度に「こども家庭センター」を設置予定であり、要保護児童対策地域協議会の調整

機関も兼ねながら、必要な専門職員を配置し、専門性の強化に向けた研修受講に取り組むとと

もに、実務者会議等において関係機関間の連携強化に向けた研修を実施します。 

 

 

⑭ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき

日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要す

る費用等を助成する事業です。 

【確保方策の内容】 

今後の状況をみながら必要に応じて検討します。 

 

 

⑮ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業の実施について 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置、運営を促進するための事業です。 

【確保方策の内容】 

今後の状況をみながら必要に応じて検討します。 
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⑯ 子育て世帯訪問支援事業 

18 歳未満のこどもを育てる家庭に対して、家事・育児等に不安や負担を抱える子育て世帯や、

妊産婦・ヤングケアラー家庭を対象にヘルパーを派遣し、家事・育児の支援を行い、養育不安

の解消や家庭環境の改善を図っていく事業です。 

 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 50 50 50 50 50 

確保方策（人） 50 50 50 50 50 

※要保護児童及び要支援児童等の数値把握による量の見込み算出 

 

 

現在の供給量を確保することで事業を継続していきます。 

 

⑰ 児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える児童を対象に居場所となる拠点を開設し、児童とその家庭が  

抱える多様な課題に応じて生活習慣の形成や学習のサポート、食事の提供等を行うとともに、

児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う事業です。 

 

 

養育不安やネグレクト傾向から支援を要する児童の居場所支援については、複合的な事業 

メニューの具体化にあたっての課題があり、民間支援等の既存の地域の支援資源の活用・連携

もふくめ、今後検討を行います。 
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⑱ 親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し講義やグル

ープワーク、ロールプレイ等を通じて児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及

び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・

共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間にお

ける適切な関係性の構築を図ることを目的とした事業です。 

 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 10 10 10 10 10 

確保方策（人） 10 10 10 10 10 

                     ẑ ṕ Ṗ  

 

※要保護児童及び要支援児童等の数値把握による量の見込み算出 

 

 

現在の供給量を確保しつつ、連続講座の情報を積極的に発信するとともに、保護者が利用しや

すい形態の見直し等を行いながら、事業を実施していきます。 

 

⑲ 妊婦等包括的相談支援事業 

妊産婦等に対して面談その他の措置を講ずることにより、妊産婦等の心身の状況、その置か

れている環境の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情報の提供、相談その他の援助を

行う事業です。 

 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人） 1,056 1,032 1,008 984 960 

確保方策（人） 1,056 1,032 1,008 984 960 

※令和４年度より出産・子育て応援交付金の伴走型相談支援としての事業の制度化 

※令和7年度より妊婦のための支援給付の制度化 

※事業の実施拠点箇所数ではありません。 

※妊娠届出数×３回を量の見込みとする。 

 

妊娠届出時や妊娠８か月頃の面談、生後２か月頃の面談（乳児家庭全戸訪問）において、様々

なニーズに応じた伴走型相談支援を行います。 
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⑳ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

「こども誰でも通園制度」とは、保護者の就労要件を問わず時間単位等で柔軟に保育園を利

用できる通園制度です。 

乳児又は満３歳未満の保育所等に通っていない幼児に適切な遊び及び生活の場を与えるとと

もに、その保護者の心身の状況、養育環境を把握するための面談、子育てについての情報提供、

助言その他の援助を行います。 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み

必要定員数 

（人/日） 

０歳児 0 24 24 24 24 

１歳児 0 7 7 7 7 

２歳児 0 6 6 6 6 

量の見込み

必要受け 

入れ時間数 

（時間） 

０歳児 0 4,220 4,220 4,220 4,220 

１歳児 0 1,230 1,230 1,230 1,230 

２歳児 0 1,050 1,050 1,050 1,050 

確保方策 

必要定員数 

（人/日） 

０歳児 0 24 24 24 24 

１歳児 0 7 7 7 7 

２歳児 0 6 6 6 6 

確保方策 

必要受け 

入れ時間数 

（時間） 

０歳児 0 4,220 4,220 4,220 4,220 

１歳児 0 1,230 1,230 1,230 1,230 

２歳児 0 1,050 1,050 1,050 1,050 

「必要受け入れ時間数」  ◆0～2歳の未就園児数×月一定時間（10時間） 

「必要定員数」 ◆必要受入れ時間数 ÷ 定員一人１月当たりの受入れ可能時間数（※） 

（※）月 176 時間（８時間×22 日） 

 

 

令和 8（2026）年度から新たな給付制度として実施予定です。 
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㉑ 産後ケア事業 

令和元（2019）年に成立した母子保健法改正法を踏まえ、出産後の母子に対して産後ケアを

通して心身のケア等を行うとともに、産後も安心して子育てができるように支援する事業です。 

 

区 分 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み（人日） 265 270 270 275 275 

確保方策（人日） 265 270 270 275 275 

※ 産婦数については、妊娠届出数や出生数などをもとに推計 

              推計産婦数（人）ú（利用見込み産婦数（人） / 全産婦数（人））ú平均利用日数（日） 

 

通所型、訪問型、宿泊型の産後ケア事業を利用することで産後うつ防止を図ります。 
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第８章 計画推進のために 

１ 役割分担と連携 

計画の推進にあたっては、全ての市民がこども・子育てを社会全体の問題として認識し関与し

ていくことが重要です。市民、地域、事業者をはじめ社会全体でこども・子育てにかかわるとい

う意識づくりに向けて、様々な機会を通じて市民へ本計画の周知を行っていきます。 

また、多様化した子育て支援に関する市民ニーズにきめ細かく対応していくためには、行政側

からの一方的なサービス提供のみでは困難です。本計画における多くの事業は、人と人とのふれ

あいや、様々な人たちとのかかわりが重要な要素であることから、ＮＰＯ、地域団体などの各種

関係団体と連携し、また市民の協力を得ながら、施策を推進していきます。 

 

 

２ 住民への周知 

「みんなで支え 育て育ちあうまち ひゅうが」の理念を実現するためには、私たち一人ひとり

が、子育てと子育て支援の重要性を共有し、これに関する取組を実践し継続していくことが欠か

せません。そのため、関係機関・団体等への配布やホームページ等に掲載するなどの方法により、

本計画の内容を公表し、周知に努めます。 

 

 

３ 関係機関等との連携・協働 

こども・子育てに関わる施策は、福祉分野だけでなく多岐の分野にわたっています。 

施策の推進にあたっては、国や県との連携を図るとともに、こども・子育てにかかわる民生委

員・児童委員、主任児童委員をはじめ、商工会議所や自治会などの地域組織、関係機関との連携

や協働に基づく子育て支援に努めます。 

 

 

４ 計画の進捗管理 

本計画は、こども課を主管課に関係各課と協力して毎年度「日向市子ども・子育て会議」にお

いて計画の進捗状況の把握・点検を行うこととし、その結果を公表し、以降の取組に生かしてい

くとともに、必要に応じ取組の見直しを行っていきます。 

 

 

 



第８章 計画推進のために 

112 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編 

113 

資料編 

１ 日向市子ども・子育て会議条例 

平成25年７月１日 

条例第26号 

(設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」という。)第72条第１項の規

定に基づき、日向市子ども・子育て会議(以下「会議」という。)を置く。 

(組織) 

第２条 会議は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 子どもの保護者(法第６条第１項に規定する子どもの保護者(同条第２項に規定する保護

者をいう。)をいう。) 

(２) 子ども・子育て支援(法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。)に関する

事業に従事する者 

(３) 関係団体の推薦を受けた者 

(４) 学識経験者 

(５) その他市長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第４条 会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

(会議) 

第５条 会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。ただし、会長が選出されていないとき

は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴

き、若しくは資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第６条 会議の庶務は、福祉部において処理する。 

(委任) 

第７条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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２ 日向市子ども・子育て支援事業計画庁内策定幹事会設置規程 

平成31年３月28日 

訓令第９号 

(設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号)第61条第１項の規定に基づく日向市子ど

も・子育て支援事業計画(以下「事業計画」という。)を総合的かつ計画的に策定するため、日

向市子ども・子育て支援事業計画庁内策定幹事会(以下「幹事会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 幹事会は、次に掲げる事項について検討及び調整を行うものとする。 

(１) 事業計画の策定に関すること。 

(２) その他子ども・子育て支援に関し必要と認められること。 

(組織) 

第３条 幹事会は、次に掲げる職にあるものを幹事として構成する。 

(１) 福祉課障がい者支援係長 

(２) 福祉課保護第１係長又は保護第２係長 

(３) 上町保育所又は細島保育所の所長 

(４) 健康増進課健康づくり係長 

(５) 学校教育課学事係長 

(６) 学校教育課特別支援・保健係長 

(７) 生涯学習課生涯学習係長 

(８) こども課こども福祉係長 

２ 幹事会に会長を置き、幹事の互選によって決定する。 

 

(会議) 

第４条 幹事会は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会長は、審議に必要があると認めるときは、幹事以外の者の出席を求めることができる。 

(任期) 

第５条 幹事の任期は、事業計画が策定される日までとする。 

(庶務) 

第６条 幹事会の庶務は、こども課において処理する。 

(委任) 

第７条 この訓令に定めるもののほか、幹事会に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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３ 第３期日向市子ども・子育て支援事業計画策定までの経緯 

 

事　　　項

令和5年 11月13日 令和５年度　第２回　子ども・子育て会議

令和６年 ５月7日 ～ 20日 ニーズ調査実施

７月30日 令和６年度　第１回　子ども・子育て会議

８月2日 令和６年度　第１回　庁内幹事会

8月27日 令和６年度　第２回　子ども・子育て会議

9月20日 令和６年度　第３回　子ども・子育て会議

10月11日 令和６年度　第２回　庁内幹事会

11月28日 令和６年度　第４回　子ども・子育て会議

令和７年 1月9日 令和６年度　第５回　子ども・子育て会議

1月29日 ～ 2月12日 パブリックコメント

2月10日 令和６年度　第２回　庁内幹事会

2月19日 令和６年度　第６回　子ども・子育て会議

日　　　程
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４ 日向市子ども・子育会議委員名簿 

 

 

 

 

 

 

Ĩ ƱƱƱ׀ ᶧƱ̱Ʊ׀

1 Ʊ ἧ ⁸ Ỗᴣ

2 Ʊ ἧ ⁸ Ỗᴣ

3 ˝ʣƱ ἶ 'Ὗῴἶᶸ Ẏἶ(

4 Ʊἱᵃ ├῎Ѓ

5 Ʊ ἧ ׄ⁸Ӣ ɵЏ ֻ̝

6 Ẏ Ʊ ʝ ׄ⁸ ӣ₉̝

7 ˹ Ʊ ̈ ׄᵀ›̝

8 ῑ Ʊ ἧ ׄ⁸ ỖᴣЃ ỖᴣӲ ̝

9 ԍ֥Ʊ ׄ⁸ᾛʴἶ ̝

10 Ʊ┴ӵ ׄ⁸ἶ ˲ ℗ ᶸӲ̝

11 ′Ʊ ὗ ׄ⁸ͪ Ӳ ̝

12 Ʊ 　　日向市子ども子育て協議会

13 ῇƱ֘ ἧ ׄ⁸O-S-@Ӳ ̝

14 Ʊ╧ ׄ⁸ ̝ Ӳ ̝

15 ῇϷƱ ἧ ׄ⁸᷂Ḣἧ ǭ ȹɱȽɶ

16 ƱǜǑȑ MON ˲ǚǰȉ ȹɱȽɶ

17 ῑўƱׅ̈ ὤ↨Ѓ ᴣ
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５ 日向市子ども・子育て支援事業計画策定幹事会名簿 

Ĩ    ι    ׀ 

1 Ǔǋ ͜  ʴ  ἧבֿ 

2 ͪ 1͜   ℅ẑ 

3 Ῥͪ    

4 β∆Ṕ ̯Зβ∆Ǭǖȑ͜   ̈ 

5 ἶ ̯Зἶ˗͜  ʸ ἧ 

6 ἶ ѩ ɵͪβ͜   ἧ 

7 ἶ ἶ ͜  ῇ ἧ 

8 ǚǰȉ ǚǰȉ ͜  ὟК ⱷ  

 

６ 日向市子ども・子育て事務局名簿 

Ĩ    ι    ׀ 

1 β∆ (˗ҵᾯ  ԍ ἧ 

2 ǚǰȉ ˗ҵᾯ  ֘ ʿ  

3 ǚǰȉ ̯Зἧ ǭ ͜  ̗  ꜛˮ 

4 ǚǰȉ ̯З ἧͪβ͜  ὂὧ Ⱪאל 

5 ǚǰȉ ͪ ͜   ӧאל  
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「well-being」とは 

ソーシャルサービスの達成目標として、個人の権利や自己実現が保障され、身体

的・精神的・社会的に良好な状態にあることを意味する概念。 

最低限度の生活保障だけでなく、人間的に豊かな生活の実現を支援し、人権を保

障するための多様なソーシャルサービスをとおして達成される。 
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第 1 章 計画の策定にあたって 

1  第 3 期計画の策定にあたって                

国においては、“こどもまんなか社会”の実現へ向けて、「こども基本法」が制定され、

「こども家庭庁」が令和５(2023）年４月に設立されました。この新たな動きのもとで、

本市のこどもの貧困対策を一層推進するべく、第３期計画を策定します。 

（１）計画策定の趣旨 

○こどもの権利を保護し、こどもが健全に成長できる社会の実現へ向けて、こどもに関する施策を社会

全体で総合的に実施していくために、国会において、「こども基本法」が令和 4（2022）年 6 月 15

日に成立し、令和 5（2023）年 4 月 1 日に施行されました。同日には、同法に掲げられたこども施

策の立案、実施を担う行政機関として「こども家庭庁」が発足しました。「こども基本法」では、「子

ども」の表記は「こども」に改められ、支援や施策の対象を、従来は１8 歳未満の児童の「子ども」

としていたところから、「心身の発達の過程にある者」を「こども」とし、その定義が新たに位置づ

けられました。 

○令和５（2023）年 12 月 22 日には、「こども基本法」に基づき、従来の「少子化社会対策大綱」・

「子供・若者育成支援推進大綱」・「子供の貧困対策に関する大綱」を一つに束ねた「こども大綱」

が閣議決定されました。幅広いこども施策に関して、今後５年程度を見据えた中長期の基本的な方針

や重要事項を一元的に定めた内容となっています。大綱では、すべてのこどもや若者が幸福な生活を

送ることができる「こどもまんなか社会」の実現を掲げ、ライフステージに応じた切れ目ない支援の

必要性を強調しています。重点的な施策として、こどもの貧困対策や障がい児などへの支援、学校に

おける不適切な指導の防止のほか、児童虐待や自殺を防ぐ取り組みの強化などが盛り込まれています。 

 

 

「こども大綱」は、以下の６つの柱を基本方針としています。 

①こどもと若者の個性の尊重と権利の保障。 

②こどもや若者、子育て当事者の意見を尊重し、対話しながら協力して進める。 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応した十分な支援。 

④すべてのこどもと若者が幸せな成長を遂げるため、貧困と格差を解消し、良好な成育環 

境を作る。 

⑤若い世代の生活の基盤を安定させ、結婚や子育てに関する障害を取り除いていく。 

⑥全体のバランスをとり、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視するʻ 

 

○このうち、こどもの貧困対策に関しては、①教育の支援、②生活の安定に資するための支援、③保

護者の就労支援、④経済的支援が掲げられました。また、関連する子育て支援の施策として、地域

における包括的な支援体制の構築・強化、必要な支援を届けるための情報発信、こども・若者や子

育てにやさしい社会づくりのための意識改革などが掲げられています。 
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「こども大綱」における、こどもの貧困対策を紹介します。 

①教育の支援 

地域における関係機関・団体が要保護児童対策地域協議会や子ども・若者支援地域協議会

などを活用した連携、幼児期から高等教育段階まで切れ目のない教育費負担の軽減、高校

中退の防止支援や中退後のサポート強化、体験や遊びができる機会や学習する機会の確保

など 

②生活の安定に資するための支援 

親の妊娠・出産期からの相談支援の充実や居場所づくり、生活保護法や母子及び父子並びに寡婦

福祉法など関連法制の一体的な施策推進 

③保護者の就労支援 

就職に加えて職業生活の安定と向上のための支援、仕事と子育てが両立できる環境づくりなど 

④経済的支援 

子育て当事者の生活を安定させる観点から様々な支援を組み合わせ 

 

○国は「子供の貧困対策大綱」を平成 26（2014）年に閣議決定して以降、施策面では幼児教育無償化

や給付型奨学金などの取り組みを進めるとともに、創設された「子供の未来応援基金」をとおして、

民間支援団体の支援を展開してきました。最新の「こどもの貧困率」（厚生労働省の「国民生活基礎

調査」により３年おきに示されている、貧困線以下の所得で暮らす 17 歳以下のこどもの割合～相対

的貧困率）は、令和３（202１）年所得で 11.5％と、平成 30（2018）年所得の 14％から改善され

ていますが、９人に１人のこどもが貧困状態にあることを示し、また「大人が一人」の世帯では 44.5％

と依然として高い結果となっています。 

○令和６（2024）年６月 19 日には、国会において、「子どもの貧困対策推進法」の改正案が成立し、

同法の名称は新たに「こどもの貧困の解消に向けた対策推進法」となりました。基本理念では、現在

の貧困解消だけでなく、将来の貧困を防ぐことを掲げ、こどもの貧困が、その家族の責任としてのみ

捉えるべきではないことを明記し、こどもがその権利、利益を害され、孤立することのない社会を実

現するとしています。また、「こども大綱」に定める事項に、ひとり親世帯の養育費受領率などを追

加し、国や地方公共団体が、こどもの貧困の実態や施策の在り方などについて調査研究を行うことや、

民間団体の活動を支援するために財政上の措置を行うことも明記されました。 

○「こども基本法」では、国の大綱を勘案して、都道府県と市町村にそれぞれ、「こども計画」を作成

するよう、努力義務が課せられています。区域内のこども施策に全体として統一的に横串をとおすこ

と、住民にとって一層わかりやすいものとすること、事務負担の軽減を図ること等が目的とされ、宮

崎県においては、少子化やこどもの貧困、子育て支援などを一体的に推進するための総合行動計画と

して、「宮崎県こども計画（仮称）」が令和６（2024）年度中に策定される予定となっています。 

○本市においては、第２期計画における取り組みをふりかえり、保護者及び教職員を対象としたアンケ

ート調査やこどもの意見聴取をとおして現状やニーズを把握し、こどもの貧困の解消をめざした対策

と市民総ぐるみの支援のさらなる推進へ向けて、「第３期日向市こどもの未来応援推進計画」を策定

します。なお、将来的な「こども計画」への移行も想定して、「日向市子ども・子育て支援事業計画」

と一体的に策定するものとします（両計画を合冊により策定）。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
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（２）計画の位置付け 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

                       

                                            

                      

 

こどもの貧困の解消に向けた対策推進法〔令和６(2024)年６月改正〕 

こども大綱 
〔令和５(2023)年 12 月閣議決定〕 

第３次日向市総合計画 
   前期基本計画 
〔令和７(2025)年度～令和 10(2028)年度〕 

重点戦略・アクションプラン 
（第３期日向市総合戦略 予定） 

〔令和７(2025)年度～ 
令和 10(2028)年度〕 

宮崎県こども計画 
〔令和２(2020)年度～ 

令和５(2023)年度〕 

第３期日向市 
 

こどもの未来応援 
 

推進計画 
 

〔令和７(2025)～11(2029)年度〕 

第４次日向市地域福祉計画 
〔令和５(2023)年度～ 

令和９(2027)年度〕 

日向市子ども・子育て支援事業計画 
〔令和７(2025)年度～ 

令和 11(2029)年度〕 

第５次日向市障がい者プラン 
〔令和６(2024)年度～ 

令和 11(2029)年度〕 

健康ひゅうが 21 計画（第３次） 
〔令和７(2025)年度～ 

令和 18(2036)年度〕 

日向市教育大綱 
〔令和７(2025)年度～ 

令和 14(2032)年度〕 

連携・協力 連携・協力 

連携・協力 

連携 
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（３）計画の期間 

○本計画の期間は、総合的に子育て支援施策を推進する必要があり、将来的な「こども計画」への移行

も想定して、「日向市子ども・子育て支援事業計画」の期間とあわせて、令和７（2025）年度から令

和 11（2029）年度までの５年間とします。 

 

（４）計画の策定体制 

○本計画は、児童福祉・教育・医療・民間支援の関係者や学識経験者等で構成する「日向市子どもの未

来応援会議」（子どもの貧困対策推進法の基本理念に則り、本市のこどもの貧困対策等を総合的に推

進し、支援をつなぐ地域ネットワークを形成する会議）における審議をふまえて策定しました。 
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本市のこどもを取り巻く現状 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 本市のこどもを取り巻く現状 

123 

第２章 本市のこどもを取り巻く現状                   

１ 傾向                                

こどもをとりまく現状や傾向を示す、統計資料や制度の利用状況、ひとり親世帯数や児

童相談件数の推移などを掲載します。 

 

（１）年齢３区分別の人口の推移 

       ̊ʣ             

̉ᴇ ₴      10,076˲     31,486˲     19,338˲ 

2020₴           

                   ᾜ         ᾜ        Ṕқ 

̉ᴇ ₴       9,090˲     29,546˲     19,628˲ 

2024₴  

                                                  

○令和２（2020）年と６（2024）年を比較すると、18 歳未満は 986 人、18～64 歳は 1,940 人減少

し、65 歳以上は 290 人増加しています。 

 

男女別・年齢５歳階級別の転入・転出       ׄ⁸˲֥  ̉ᴇ 2 2020 ₴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和２（2020）年における、男女別・年齢５歳階級別の人口移動の状況を示したものです。15-19 歳

から 20-24 歳の人口流出が著しく、25-29 歳にかけて人口が流入していることが分かります。 

⁸  ̮ Ḩ ְₓ   

ֺ₴ ᷀ 

Њ 5,209˲ 

ї 5,974˲ 

Ҳ ơ765˲ 
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（２）就学援助受給者数・認定率の推移 

                                     ἶ  

֞            ὑ                      ֺ₴↓ ᷀ 

̉ᴇϷ₴↓        ˲                

2019₴↓           

                                          

̉ᴇ ₴↓        ˲                  

2023₴↓  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○就学援助の全児童生徒数に占める受給者の認定率は、16％台で推移しており、特に中学生における認

定率は 20％近い状況にあります。 

 

（３）生活保護受給世帯の児童生徒（小・中学生及び高校生）数の推移 

 

 

 

 

 

○この５年間において、生活保護受給世帯の小中高生の合計は、17 人から 28 人の間で推移していま

す。 

 

 

小学校 497 人 

中学校 335 人 

小学校 478 人 

中学校 327 人 

小学校 14.2％ 

中学校 20.2％ 

小学校 15.1％ 

中学校 19.9％ 
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（４）児童扶養手当受給者数の推移 

 

 

 

 

○児童扶養手当受給者数は減少傾向にあり、この６年間で 176 人減少しています。 

 

（５）離婚率 

 

 

 

 

 

 

〇離婚率は減少傾向にありますが、宮崎県は都道府県で４番目に高い状況にあり、本市は宮崎県よりも

高い水準で推移しています。 

 

（６）ひとり親家庭の推移 

ϋρϤ ᴪ χ ӱ                         Ɫ ʿ⁯ ₰ 

 

 

 

○ひとり親家庭のうち、母子世帯数は年々増加傾向で推移しています。 

平成７年
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（７）児童相談新規受理件数の推移 

 

 

 

 

 

 

ⱪ ẃ Ὧ χ  

 

 

 

 

○児童相談はおおむね 200 件前後で推移していますが、児童虐待相談については、令和４（2022）年

度から、「泣き声通告」「面前ＤＶ事案」において、こどもの安全性に関する緊急性がないと判断され

たケースが県から市町村へ送致されることとなったため、心理的虐待を中心に大きく増加しています。

令和５（2023）年度の心理的虐待 70 件のうち面前ＤＶは 43 件となっています。 

○母子健康手帳発行時に、妊娠届けアンケートを実施しており、「経済的に不安あり」と答える割合が 

コロナ禍の令和２（2020）年度は 30.9％に至り、令和３（2021）～５（2023）年度は 17％前後で

推移しています。 

 

（８）高校等進学率の推移 

 

 

 

 

○この５年で、進学率は 98％台後半で推移しています。 
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（９）生活保護世帯のこどもの高校及び大学等進学率の推移 

 

 

 

 

 

 

○各年度ごとに変動があり、就職を目指しているこどもや、不登校などにより進学できなかったこども

が各期にみられています。高校卒業に引き続いて進学するこどもは、生活保護の対象から外れますが、

高等教育の修学支援新制度（入学金や授業料の免除・減額）や奨学金等の制度利用を助言しながら、

こどもの自立助長のための進学支援をおこなっています。令和２（2020）年と令和５（2023）年の

各進学率における０％は、該当者なしに伴うものです。 

 

（10）小・中学生におけるう歯未処置者率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○歯科検診の受診率は小学校とも 100％近く、中学校は 95％前後で推移しています。う歯未処置歯者

率については小学校は 30％前後で推移し、中学校は令和５（2023）年度に改善がみられています。 
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２ 保護者及び教職員アンケート調査の結果分析              

こどもと家庭の生活状況やニーズ、施策についてのご意見をうかがいながら、本計画の

こどもの貧困の指標にも活用すべく実施している、保護者・教職員を対象としたアンケ

ート調査（３回目）の結果を紹介します。 

（１）「こどもと家庭の生活・ニーズに関する調査」（抜粋）        

調査対象 日向市内の保育所（園）（４園）の年長組の保護者 

日向市立小学校（13 校）６年生の保護者 

日向市立中学校（７ 校）３年生の保護者 

※ご協力いただいた保育所（園）・・・上町保育所、細島保育所、富高保育園、往還保育園 

調査期間 令和６（2024）年７月１日（月）から 18 日（木）まで 

調査方法 保育所（園）及び小・中学校を経て、調査票を各家庭に配布。 

     ①保護者が二次元コードもしくは URL からの回答フォームにより回答。 

     ②保護者が回答票を記入し、保育所（園）及び小・中学校が回収。 

回 答 数 593 件 回収率 53.09％ 

 
˹ᶥ ₳ 28 ₴↓ ̉ᴇϷ₴↓ ᶥ ӭ
ᾜ ̀ ₳᷈₴֛ 300ʠЛ ʫₑ ᶥ Ѽᶥ 286 ˹ᶥ 106

ᶥ ιר Ẁӓ ֒ Ӵ ̊ʤ ֓ Ι
֝  

 

̙ ᴪὓ ᶨ ệ 

͐ˢ͒ˣ ᴪ ᴪὓ ệ Ⱬ ̋ˢ ᾚˣ ̋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「赤字」と答えた割合の合計は 23.3％（前回 24.3％ 前々回 29％） 

○「赤字であり借金をしている」の中で、年収 300 万円未満の世帯が占める割合 28.3％（前回 43.5％ 

前々回 52.1％）。年収 300 万円以上 500 万円未満の世帯が占める割合 36.7％。 

○「赤字であり貯金を切り崩している」の中で、年収 300 万円未満の世帯の占める割合 15.4％（前回

40.7％ 前々回 46％）。年収 300 万円以上 500 万円未満の世帯が占める割合 43.6％。 

○年収 300 万円未満の世帯は全体のうち 17.9％。（前回 22.8％ 前々回 28.5％）。 

○母子世帯における年収 300 万円未満の世帯の割合は 59.3％(前回 76.4％ 前々回 81.7％）。 

15.1 11.2 10.1

13.9 13.1 13.2

50.0 52.8 50.3

7.1 8.6 8.9

11.4 12.2 15.9

2.5 2.1 1.7

1,079 1,029 593
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͐ˢ͍ˣ ᴪ ḩ Ὂ ἇ ᶘ ῐּי ᵕ  

 

 

 

 

 

 

○前回は９位（8.9％）だった自転車が４位に。保護者の交際費・衣服は前回比で減少の傾向。 

○問４（２）での「進学にあたって、そろえるのに負担が大きかった物品」は、小学校では、ランドセ

ル、学習机、体操服・シューズ等。中学校では、制服や鞄等の学校指定用品、教材、部活動用品。 

 

͐ ͓  ễӾ ᶘễӾ Ṇ ᴥ  

  

 

 

 

○「経済的に難しい」の中で、年収 300 万円未満の世帯が占める割合は、短大等の教育で 36.8％（前

回 43.1％ 前々回 52.6％）、大学教育で 32％（前回 39.6％ 前々回 49％）。 
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○「虫歯がある」の中で、年収 300 万円未満の世帯が占める割合 22.9％（前回 39.1％）。 

 

 

 ─ ⌐╗↑√    60.7  ( 60.8  ₁ 65.7  

 ≢─         41.4 43.0  ₁ 44.1  

 ™ ─                   27.7 24.7  29.2  

 ↓≥╙─  14.0                 ↓≥╙ ─☻ⱳכ♠         11.6  

     ↓≥╙─ ⌐№∫√ ╛   11.4     ⌐№╦∑√↓≥╙─    10.7         

          ─    8.4                   ☻ⱳכ♠ ╛ ─   7.7  

     ─     6.3  

ʾ‰ ʾ ᶘ χễӾ

57.6 60.2 66.6

9.3 11.4 11

28.0 24.6 17.9

5.1 3.8 4.6

1,079 1,029 593

ᶘễӾ

50.1 52.6 60.2

9.6 9.4 8.9

36.9 35.4 29

3.4 2.6 1.9

1,079 1,029 593

11.3 8.5 14.0

86.7 88.7 82.1

0.9 0.8 3.5

1.1 2 0.5

1,079 1,029 593
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͒ ͒  ᴪ Ӻ Ṑḩ ◘ ♩  

 

 

 

 

○「ある」の中で、年収 300 万円未満の世帯が占める割合 16.9％（前回 32.0％ 前々回 40.1％）。 

Ӻ Ṑḩ ᴡ  ˁ

○上記のうち「医療費の支払いが困難」の割合は全体の中の 2.36％で、そのうち年収 300 万円未満の

世帯が占める割合 35.7％（前回 55.3％ 前々回 60.5％）。 

○「多忙で医療機関に行けなかった」の中で、年収 500 万円以上の世帯が特に多い（52.9％）。 

 

͏ ͏  ệ˙ ᴅ  

 

 

 

 

○こどもが朝食を毎日食べていない割合（「毎日食べる」「無回答」以外の割合）は全体 6.4％（前回 6.7％ 

前々回 7.9％）で、この中で年収 300 万円未満の世帯が占める割合 36.8％（前回 42％ 前々回

50.6％）。 

͏ ͑  ˙ᴪ ᶤ›  

 

 

 

 

○「夕食時の孤食・もしくはこどもだけでの食事となっている」割合 5.7％（前回 7.1％ 前々回 5.5％）

で、この中で年収 300 万円未満の世帯が占める割合 26.5％（前回 39.3％ 前々回 44％）。 

24.9 25.2 19.9

74.2 73.9 78.4

0.9 0.9 1.7

1,079 1,029 593

Ӿ (ה)
̋

ᶘ

͒
̋

ᶘ

͏
̋ ὓ ̋

ϓϥ 21 91.3% 288 94.4% 241 90.9% 550 92.7%

ρΦςΦ ϓϥ 2 8.7% 12 3.9% 15 5.7% 29 4.9%

ϕρϭς ϓσΜ 0 1 0.3% 3 1.1% 4 0.7%

Ψ ϓσΜ 0 2 0.7% 3 1.1% 5 0.8%

ᵕ 0 2 0.7% 3 1.1% 5 0.8%

Ί 23 305 265 593

Ӿ (ה)
̋

ᶘ

͒
̋

ᶘ

͏
̋ ὓ ̋

ᴪ ρ ϓϥ 22 95.7% 289 94.8% 247 93.2% 558 94.1%

άςϜθκιΪπ ϓϥ 1 4.3% 14 4.6% 9 3.4% 24 4.0%

ϋρϤπ ϓϥ 0 2 0.7% 8 3.0% 10 1.7%

ϓσΜ 0 0 0 0

ᵕ 0 0 1 0.4% 1 0.2%

Ί 23 305 265 593
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̙ ◓ 

ˢ ͏  x  

̙ṓὖ ︣ ᴪ “  

 

 

 

 

 

̙ ͍Ὦ ◓ 

Ῠ ἱΰ 

 

 

 

ᶘ͏ Ӫ ἱΰ 

 

 

 

 

 

 

̙ ᶘ͏ Ӫ Ӫễᴬ Ṇ  

   

 

 

 

 

ΚοψϘϥ
ϘΚ

ΚοψϘϥ

τΚΜήνΥπΦϥ 69.8% 28.5%

χṓⱱκϬϢΨṓξΤΞ 49.2% 45.7%

χᾠΞάρψιΜθΜ τ Ψ 32.0% 58.9%

ΚοψϘϣ

σΜ

15.8%

14.3%

12.8%

12.8%

24.9%

ӂῢϬᾠϩϦοϜ Ӥχ τ◘ΜϬ ΰʺṓ Ϭ︡Ϥ δβάρ

ΥπΦϥ

ψꜛϣ ϭππΦϥ

ꜛ χЦІЕϬνΨζΞρβϥ

ΤϣσΜάρψל ΰθϤϯЖНϱІϬẐϛϥάρΥπΦϥ

τνΜοΚΤϥΜṆ ϞσϤθΜ Ộ ϬᾠΠϥ

ΚοψϘϥ
ϘΚ

ΚοψϘϥ

13.2% 38.1%ԁ πΜϥάρϬῨϙԁ όΥ Μ

8.1 9.1 14.7

37.6 35.2 40.9

33.7 31.5 26.0

%

ᾉ ‰ 
♆ ‰ 

ᾉ ‰ 

Ⱳ

ᾉ ‰ 
ζχ ˢ‰

ʾ ◦

 ᶘכ ˣ

ϘιὨϛ

οΜσΜ
ᵕ

84.2 7.2 1.1 0.8 1.5 0.4 4.5 0.4Ṇ βϥ

̋ ̋

ὲ Ӿ ᶘ ⁯῎ ὲ Ӿ ֽ῎ ᶘ

44.9 43.8 37.7 36.5 36.3 31.0

ֽ῎ ᶘ ᴬ ᶘ ֽ῎ ᵓזּ

57.4 46.8 43.8 49.9 44.0 42.0

₈ᵕ ͍ͧ ₰

Ӫσễᴬ Ӫσễᴬ

Ӫσễᴬ Ӫσễᴬ
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̙ ῐּי ◓ 

ˢ ͑˙͓  x ᵕ ⌠  

̙  

          週に１～２回以上   月に１～２回   めったにない 

保育所(園)年長       92％        ４％          4％ 

小学６年生         34％        33％        33％ 

中学３年生                21％        20％        57％ 

̙ ế ˢρ  x

          週に１～２回以上   月に１～２回   めったにない 

保育所(園)年長       87％       ４％        ９％ 

小学６年生         77％       11％        11％ 

中学３年生                 30％       28％        42％ 

̙ ⱳ  

  

 

 

 

 

 

 

 

̙₉  

 いる 91％  いない 8％  無回答 1％ 

 ～誰に相談できるか(小・中学生の保護者への設問)(複数回答) 

 配偶者・パートナー75％ 自分や配偶者の親 56％ 兄弟等親戚 37％ 知人・友人 47％  

職場の同僚・先輩 29％  保育士・学校の先生・スクールカウンセラー7％ 

̙ ӽ “Ⱨ ╥ᴥ 

 よく参加 19％ ときどき参加 42％ あまり参加していない 23％ 参加していない 16％ 

̙ ᶨ ₉ ᵔὨ ӽ ˑ Ẹ  

 そう思う 14.2％ まあそう思う 33.9％ どちらとも言えない 41.8％ そう思わない 9.4％ 

̙ ͍Ὦ ◓ 

・絶望的だと感じた         いつも 1％ たいてい 2％ ときどき 8％ 少しだけ 16％ 

・何をするにでも骨折りだと感じた  いつも２％ たいてい６％ ときどき 16％ 少しだけ 33％ 

̙ὲῴ  

 毎年受ける 80％  数年おきに受ける 14％  受けたことがない６％ 

̙ᾼ ệ 

母親 正規職員38.9％ 契約・派遣職員8.9％ パート・アルバイト30.9％ 自営業10.8％ 無職8.7％ 

父親 正規職員75.7％ 契約・派遣職員3.0％ パート・アルバイト 0.6％  自営業18.6％ 無職0.4％ 

7% 24%

35% 36%

13% 23%

0% 2%

1% 14%

3% 10%

7% 30%

593

14% 29%

42% 37%

14% 28%

0% 4%

3% 14%

2% 15%

11% 30%

1,029
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非正規職員の割合は母親では38.9％に対して、父親は3.6％。 

自営業のうち、年収300万円未満が占める割合は母親が19％、父親が14.5％。 

̙ ӗˢ ᵕ ˣ 

 １位 休みのとりづらさ 37％ ２位 仕事の負担が重い 24％ ３位 賃金が改善されない 23％ 

̙ ᶘכ  

①制度や手続きがよく分からない７％（前回 12％） 

②申請をしたが認定されなかった３％ 

③受給要件をみたさないので申請していない 38％  

④公的な支援は利用したくない１％ 

⑤必要としていない 44％  

⑥無回答７％ 

̙ ḧ◦כˢ ᾕ ₰  x

͔ˢ͍ˣ ḧ◦כ ︡  

 

 

 

 

 

 

○フードバンク ・食料配達支援とフリースペース・フリースクールの認知度が増加。 

ᴡ  

 

 

͔ˢ͎ˣ ͍ᴗ ◓ ˁ 

 

 

 

 

 

 

 

͔ˢ͏ˣ ₈ῇ Ṑᵓ ◓ ◘  ˁ

 

 

 

 ♥꜠ⱦ    43.2  ( 45.4    ─     28.5 23.5  

ה    25.4 19.0    ▬fi♃כⱠ♇♩ 20.7 11.5  

 

 

83.3 89.4

39.7 39.8

31.5 65.6

30.7 51.8

n 1,029 593

9.4 16.2

2.7 3.5

0.4 0.8

0.6 1.3

87.5 79.9

23.0 22.3

37.3 37.3

12.1 14.8

48.0 49.2
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͔ˢ͐ˣ Ṑᵓ Ẹ ◘  ˁ

 

 

 

 

 

 

 

̙ ῐּי  

͕ˢ͍ˣ ◓ ◓Ӿ ḩ ︡ ˢ ᵕ ˣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ˢꜛ Ṝˣ 

・給食費無償化。 

・高校生の医療費助成をぜひ行って欲しいです。 

・高校無償化にしないとこどもの意思に制限がかかり自由に学べない。 

・塾やその他習い事への補助金支援。 

・ひとり親世帯にのみ児童扶養手当を出すのではなく家族単位で支援をしてほしい。 

・障がいがあるこどもを持つ親が十分に働けるような施設の充実（預かり先）。 

・こどもへのスマホの与え方、スマホの危険性 。 

・不登校や理由があり非行気味なこどもへの支援。 

・公園。こどもたちが気軽に集まって遊べる場所を各地域に数か所作ってほしい。公園や遊ぶ場所が全

くない地区がある。 

・雨の日でも遊べるところがほしいです。また児童館を日曜日も開館していただけると助かります。 

・図書館の学習室の拡充。こどもが休日に勉強できる環境がもっとあるとよい。 

9.1 10.7 12.0

13.8 16.5 19.7

9.9 15.4 18.7

4.7 7.5 10.3

50.6 42.8 43.7

48.7 45.8 49.7

14.4 17.2 20.4

10.4 13.9 15.3

5.2 4.5 1.5

10.7 16.7 14.7

30.8 27.8

20.7 23.6

20.7 32.2

17.3 17.5
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・親子で気軽にいける施設を増やしてほしい。 

・育成会や家庭学級、地区の活性化に援助（助成金）活動費が限られており、学びやレクリエーション

の制限がある。 

・高所得者でも高い税金を払っているのだからこどもに対する援助は平等であってほしい。 

・親（両親のうち片方）が働かなくても生活できる支援。こどもは親が育てるもの。少しのお金や助言

だけでは意味がない。 

・１人時間がほしいので、予定がなくてもこどもを預けられるところがほしい。今は熱中症対策として、

学校から帰る時間も 1 時間早まり、仕事から帰ってきてホッとしてる間もなくこども達が帰ってく

る。熱中症対策といっても、炎天下の中、顔を真っ赤にして帰ってくるので、良い対策か分からない。 

・市のプールがなくなったことで海や川にこどもが遊びに行くため水難事故が怖い。こどものためにプ

ールを作ってほしい。税金をもっとこどものために使ってほしい。 

・近所でもご飯を作ってもらっていない小さな子がいると聞いた。ひとり親なので公的援助を受けさせ

てもらっており大変助かっている。公共の助けはそのようなこどもたちにはとても必要なものなので

より一層充実してほしいと思う。いつも感謝しかないです。 

 

͕ˢ͎ˣ ῐּיᾤ ▫Ⱨ ᶨ Ӳⱱ כ◦ Ṑᵓ

ˢ ᵕ ˣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ╛ ╩ ┬      31.4 33.5   ₁ 32.3  

ה  ─       30.7 30.1    ₁ 38.8  

 ╛ ─☿Ⱶ♫21.4   כ 18.7   ₁ 17.3  

 ─ ╖⅜ ∑╢  13.5     

     ─  10.5   

     ↄ ╛꞉כꜟ◒כꜟ─☿Ⱶ♫7.6 כ      29.3  
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（２）「こどもの貧困対策に関する教職員アンケート」（抜粋） 

調査対象 市立小・中学校勤務の教職員 

調査期間 令和６（2024）年 10 月１日（火）から 31 日（木）まで 

調査方法 小・中学校より教職員に調査票を配布。 

      教職員が二次元コードもしくは URL からの回答フォームにより回答。 

回 答 数 332 件 回収率 82.6％  

＊以下、フォーム作成の回答グラフから抜粋。 

 

̙ ₉ ꜡ 

͎ ͐˙͑ ḧ ᶨ ₉ẖ Ӿ ӗ ᴪ ꜡ ᴥ

Ὣᴮ ̋ ᵕ ₰ˢ ˢ ˣ ˣ☼ם ̋  

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

͐ ₉ẖ ệ ⱪ ᶤ› ͑ ӟ̋ᴞ ᶤ› ᴥ  

０％    15%(前回８％）   1～５％  29%(前回 24％）  ６～10％ 11%(前回 14％） 

11～20％ ７%(前回６％）  21～30％ ２%(前回２％）  31％以上  ２%(前回 0.3％） 

 

͑ ᶨ₉ẖ ᶘ ֲố ẉ ◘ ◘ ̋ ᴅ ˢ ᵕ

̋ˣ  

 

̙ ₉ẖ ệ ֲố 

͏ ◕ ᶘ  ӟ ˢ ṍ › ͎˙͏ ˣ ◓

₉ẖ ệˢ ᵕ ˣ 

１位 保護者が校納金・給食費を滞納する        50％（前回 66％） 

２位 家庭的な事情から朝食を食べていない       38％（前回 47％） 

３位 自宅で勉強できる環境がなく、宿題ができない     35％（前回 48％） 

４位 衣服・制服・体操服が洗濯されていない      34％（前回 31％） 

５位 夜間こどもだけで過ごしている                   31％（前回 50％） 

4.3Ὧ 

ˢ0.9̋  x
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͒ ₉ ᶨ₉ẖ ᾠ ֲốˢ ᵕ ˣ 

１位 学力に遅れがみられる   61％（前回 65％） 

２位 表情が暗い        54％（前回 59％） 

３位 落ち着きがない      48％（前回 49％） 

４位 放任にさらされている   44％（前回 57％） 

５位 イライラしている     32％（前回 33％） 

○「その他」の回答として、「不登校や登校渋り」「遅刻」。 

 

̙῝ כ◦  

͓  ᶘכ ᵒ ᾚ  

紹介したことがある  21％（前回 36％）  紹介したことはない 78％（前回 62％） 

 

͓  ῝ כ◦ ᶘכ ᶨ ῐ ẚ ᴪ

ᾋ ᾚ ᴥ  

見受けられる 17％（前回 29％）   見受けられない 23％（前回 20％） 

わからない  62％（前回 45％） 

 

̙ ḧ◦כẉ ☼├  

͔  ḧ◦כ כ◦

ᴥ  

こども食堂           知っている 96％（前回 95％） 

こどもの学習支援        知っている 75％（前回 74％） 

フードバンク・食料配達支援    知っている 77％（前回 55％） 

フリースペース・フリースクール 知っている 94％（前回 62％） 

 

̙ ₉ ├ ệ ᴪ כ◦ ︡  

͕ ễӾ ᾝ ᵠ ᶈ ḇ ☼├ כ ᴥ 

ˢ ᵕ ˣ 

１位 スクールソーシャルワーカーの配置の拡充    63％（前回 42％） 

２位 スクールカウンセラーの配置の拡充       52％（前回 42％） 

３位 要保護児童対策地域協議会・こども課との連携  29％（前回 24％） 

４位 就学援助等の支援制度の家庭への周知         24％（前回 25％） 

４位 教職員の業務負担の軽減             24％（前回 13％） 

＊「特に感じられない」が前回 25％から今回 11％に減少 

 

 ◓ ᶨ ᶘ ḕẽ כ◦ ᴪ כ◦

כ◦ Ẑ ₈sᵕԁ ♥  ˣˢ ᵕ ˣ 

１位 子育てについての相談やこどもの家庭での過ごし方への助言         58％ 

２位 不登校やひきこもりに関した家庭へのアウトリーチ支援の拡充        55％ 

３位 こどもの学習支援（市事業や民間の居場所での機会提供）の拡大          42％ 

４位 親と子のそれぞれの居場所                       36％ 

５位 公的援助の拡充（就学援助・こども医療費助成・給食費に関する補助など） 34％ 

＊続いて「子育てのサポートや支援制度に関する情報の発信」が 32％ 
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 ⱪ כ◦ ︡ ễ Ԍ ᴥ Ộ

ὖᾚ כ◦ ᶈ ‰ ◦ⱱˢ₈ᵕ  ˣˢ͏‮ ˣ 

１位 教職員の追加配置または業務軽減                   57％ 

２位 スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの配置の拡充    50％ 

３位 「こども家庭センター」の設置等、こども家庭の相談支援体制の拡充   35％ 

４位 地域で親子の居場所が設置・持続できるためのサポート                34％ 

５位 こどもと保護者へのサポートや支援制度に関する情報の発信       30％ 

＊続いて「地域の協力を得た中での少人数の習熟度別指導や放課後補習」と「こどもへの関わり方に

関する保護者への講座の拡充が 27％ 

 

̙ꜛ Ṝ 

͔  ₉ ᶨ₉ẖ ᴪ ḧ◦כ ᶤ ―

ễˁӾ ὀ Ḣ Ӫᾋ  

・学校現場では対応する事ができない部分を民間のお力で支えていただけるとありがたいなと思います。 

・民間の支援は、とてもありがたいものだと思います。素早い対応ができるのも、民間の良さではない

でしょうか。親の事情ではなく、皆が自分の夢の実現に向けて頑張れる世の中であって欲しいと思い

ます。 

・民間支援があり、様々な立場、方面からその家庭を見守っていただけるのは大変ありがたい。さらに

学校と連携を図り、一緒に取り組んでいけたらと思っています。 

・民間支援の力は大きいと思います。こどもが落ちつける、居場所があるということが、こどもの安定

につながると思います。先生や親に言えないことを、言える・伝えることができる点で良いと思う。 

・こどもは、お腹がいっぱいだと落ち着きます。勉強も頑張ります。やはりこどもには、食が一番大事

です。 

・支援は大変ありがたい。最低限のルールやスキルのカリキュラムがあると良い。 

・児童自身も、状況を認知しており、隠そうとしたり、親を庇う等の言動がみられます。また、親御さ

ん自身が生活に課題を感じていない状況もあります。そういったご家庭が悩みを抱え込んだり、孤立

したりしないように、地域や関係機関の温かい見守りや、お声かけをお願いしたいです。 

・情報の共有をしながら、学校と協力して児童生徒の支援を行うこと。学校が介入できない、しにくい

部分で支援してもらうこと。 

・できることがあれば、協力していきたい。民間支援の役割を伝え、関心をもってもらえるように学校

現場でも努力していきたい。 

・学校での支援内容の紹介。分からないのでもっと知らないといけないと思っています。 

・以前勤務した学校（日向市ではない）で、公的支援機関の方が、フードバンクから児童の自宅に食料

を届けていらして、このような支援が必要な児童が多く存在することを知りました。命を繋ぐことが

一番大切なので、とても必要な支援だと思います。 

・学校では、こどもの支援はできるが、家庭支援が必要な家庭にはなかなか介入できない。しかし、家

庭の状況が厳しいと登校にも影響が出てくるので、家庭支援を学校以外の関係機関と学校が連携して

できると良いと思う。 
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・支援できる場所や制度があっても申請しない、できない、でいる家庭にとって、民間支援を利用する

ことを機に、公的支援や援助について知ることができればよいと思う。 

・こどもが身体及び精神が満たされていないと学習や集団生活を十分に励むことができないように感じ

る。そのため、支援によってより多くの人々が住みよく学習に臨める環境づくりができると思う。 

・どこからであろうと、こどもたちにとって支援はありがたいものであると思う。民間の場合、小学生

段階であれば学習までしてもらえると、その子の将来につながると思う。 

・学習支援ができる環境が増えるといいと思う。不登校傾向のある児童が、少しでも行ってみようかな

と思えるような場所があれば学校に行けなくても学習の保障がされるのではないかと思う。学校に登

校しづらい生徒たちにとって、安心できる場所の 1 つになってほしいと思います。 

・フリースクールに行くことで、生活リズムを整えることや、外に出ることという目的は達成されてい

ると感じる。その点に関して大変ありがたく思う。しかし、学校と家庭、フリースクールで連携して

学力を積みあげていかなければ、将来への不安が募ると思う。その後、どういった支援をしていくか、

協議できる場があればいいと思う。 

・母子家庭で夜間、仕事に行きこどもだけで家にいる児童もいるという話をきいたことがある。それら

の悩み解決に充ててほしい。 

・教育現場、市町村、民間全体が一つとなって取り組む事が大切で、ひいてはこども達の健全育成につ

ながると思う。 

・NPO などの協力を得て、学校支援できるといいのかなと思います。本校は小規模校で、地域の世帯数

も年々減少しているので、どうしても人が少ないのが課題です。それでも地域との繋がりを進めたい

のですが、限界も感じています。 

・こどもに教育を受けさせる義務を、社会が担わなければならない時代にきているのかとも思います。 

・学校内のことは学校、学校外のことは地域を中心に対応していく意識や体制づくりが大切である。 

・ぜひとも支援体制を整えてほしい。そのために、財源の確保、人材起用について積極的に取り組んで

ほしい。 

・ボランティアのような形で地域の方を募り、無償で放課後に集まれる場をつくる。 

・貧困、生活困窮の生徒の親は、民間支援があることを知らないし、頼ろうとしない傾向があるとおも

うのでアプローチの仕方を変えた方がいいと思う。 

・教育でなかなか介入できない場面でも支援に入れる民間の役割には期待しています。お互いが守秘義

務を守りながら情報共有し、こどもたちの支援ができるといいと思います。 

・行政で行うには、課題が大きいと感じる。特にスピードが求められるケースが多いため、柔軟に対応

できる民間との提携が必要である。現在、医療や介護の点で民間との連携がうまく働いている部分が

ある。教育も新たな連携の形がとれればいいと思う。 

・学校職員は、あまり貧困などについて学ぶ場がなく、一部の職員が関わっている程度だと思います。

教育しなければという意識が強すぎるため、やっと学校へ来ている児童にも強く指導する場面に遭遇

することもあります。しかし、それも個人情報保護が当たり前で、家庭訪問もない、親の職も知らな

いという現状からすると、知らないんだろうと感じます。民間でしていただいていることを私たちが

知る機会がもっとあるといいなと思います。 

・学校現場では人が足りない。1 人の教員が、授業も生活指導も部活動も全て対処していることがよく

無い。分業することで民間支援や家庭との連携をすることができると思う。 

・名簿をつくり、個別に面談相談の場を設ける。学校以外で学ぶことの提案や、自宅学習の支援なども
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っと積極的に関わるべき。まず学校に行きなさいというのをやめた方がいい。学校は、大人数を抱え

ているため、個別に対応しきれない。学校が生徒指導や家庭との支援をと言われるが、個別に対応し

ていては、他の生徒への影響（教材研究の時間確保ができない、授業の進度が遅くなる）が大きいた

め、なかなか動けない。そのため勤務時間外での面談や家庭訪問となり、教員の負担は増えるばかり。 

・学校が安心できる場所(心の平穏)につながる場にしていきたいところだが、福祉的業務を抱えすぎる

と、教職員に負担が大きくなる恐れがある。学校としては児童生徒の様子を具体的に観察して、異変

を察知して、教職員での情報共有及び外部機関との連携を今後も密に図っていきたい。その際に公的

機関では保護できなかったり、行政の管轄の狭間になるような事例・事象にどう対処するかが、民間

支援団体に求められる。公的機関からの情報提供及び連携、民間団体の法的強制力がどこまであるか

なども含めて、考慮していただけるとありがたい。教育現場にもどんな支援が必要か調査していただ

いたり(訪問いただけるとありがたいです)、どんな支援が民間から提供できるか詳細な情報があると

良いのではないか。民間団体(NPO やボランティア団体・地域等)にもこんな支援ができないかという

会議があっても良いかもしれない。 

・民間支援はとても増えてきていると思う。教職員がその情報を具体的に知らないという現状がある。

教職員そのものが福祉という視点で、こども達とその家庭に伴走する支援をもっと知ることで効果が

変わると考える。「学校にできること」だけを考えるのではなく、「学校が民間と協働してできること」

と考えを改めないといけないと思う。本校に伴走型支援の成功例といえる家庭がある。民間と学校の

協働が、さらにこどもを、家庭を支えることになると思う。この支援プラスこども達が将来、貧困連

鎖をうまないようにするのが、教育の大きな役割だと思う。教育と福祉の連携は、今、福祉側からの

重層的支援体制整備事業の中で位置づけられている。未来視点でつながりを教職員１人 1 人が、自分

のマジョリティ側にいるという立ち位置を意識して、自分ごと化して行動することだと思う。 
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・支援の必要なこども、家庭の正確な情報の把握と、必要な支援の提供を迅速に行うことが大切だと思

う。 

・こどもの不登校には、家庭の影響を受けている事例もある。家庭支援は難しいが、そこを改善しなけ

れば、こどもたちの問題も改善しない状況を歯がゆく思う。 

・支援の必要性を感じたとしても、家庭が声を上げない限り先に進まない状況がある。気軽に話が出来

て、気軽にサポートを受けられるシステムが構築されることを期待している。 

・様々な家庭の要因から、学校に登校できない生徒を福祉の観点と保護の観点とどちらを優先するのか

という点で判断を悩ませることがある。法的な縛りで、一時保護などの措置が取れない時に、無力感

を感じる時がある。 

・警察と学校、児童相談所などの関係機関のケースごとの住み分けをしっかりとしていくことが必要だ

と思います。学校でできることはお知らせ程度で強制力はまったくないので、家庭に対しては気付い

てもできることは限られています。警察や児童相談所も多忙でなかなか対応できない状態のようです

ので、そのような状態を変えていくことの必要性を強く感じます。 

・日向市は市役所の担当業務の方などの関わり方がとても親身で積極的だと感じています。学校の職員

だけでは対応が難しい時など、とても心強く感じます。今後も諸機関との連携を、ますます強めてい

けたらと思います。 
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・行政の部署同士をまたぐようなプロジェクトチームを発足できないか。セーフティネットの網の目を

少しでも狭くできる方略が必要かと思います。こども課、福祉課、教育委員会の人員拡充、成功事例

等の県外・国内への研修視察、NPO との情報連携(国内外問わず)広い知見が必要な時期に来ていると

考える。 

・保護者が多忙過ぎて、こどもたちに十分な愛情を注げない環境…この悪循環にストップをかけたい。 

・児童も困っている認識はあるものの、親にしかいえない、または、親戚で何とかしようとしているか、

預かることで終わっている。(その日の仕事の都合、親の都合で、放課後や夜間を自宅以外で過ごし、

学校からの連絡が届いていなかったり、忘れ物や紛失につながっているなど、弊害が多く見られま

す。)落ち着いた環境を整えてあげたいと、考えますが、、、なかなか、難しいです。 

・教育力が低い家庭が多く、小学校に入学した段階ですでに差がついています。乳幼児健診や就学時検

診など早い段階での支援を手厚く行っていただきたいと思います。 

・公的な支援等があっても、それがこどもに使われていない現状が見られる。支援がこどものために使

われるようになってほしい。 

・保護者負担を軽減（無償化）するための学校予算の拡充。家庭学習を充実させるためのタブレット端

末の常時持ち帰り、通信環境の整備、及び、学習ソフトの充実。 

・給食無償化の推進を進めてほしい。 

・児童クラブの受け入れ人数の拡大。 

・フリースクールの存在に助けられている子はいるが、生きていくためのスキルの向上は感じられない

ため、将来困らないか心配である。学習面、生活面の方向性を示してくれると学校側も協力できると

思う。 

・支援の対象にならない家庭でも貧困世帯はあるということです。対象でない場合には何の支援の対象

にもならないということです。 

・相談窓口を紹介することも啓発にはつながると思いますが、地域の実態を考えると人目を気にしたり、

プライドが許さなかったりで、実際に相談される家庭は少ないような気がしています。 

・相談できる所を学校にも教えてもらうと、保護者にも伝えることができる。制服等を購入できない場

合に、何か対策があれば教えていただきたい。お金の管理ができない保護者への支援や指導が必要。 

・こどもの未来を支えるまちづくりへの転換。教職員の福祉などへの理解拡充。民間で支えて頂いてい

る方々の処遇改善。ボランティアからの脱却が絶対に必要で非正規雇用という言葉がなくなると良い

と思う。きちんと正職員、正社員として働くという環境づくり、社会づくり。個人的には、もっと一

次産業が安定したものになれば、変わると信じている。 
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３ 第２期計画のふりかえり                       

第２期計画の期間（2020～2024）における取り組みをふりかえりながら、第３期計画に

つなげる課題をまとめます。 

（１）施策の取り組み状況 

施策１ 学福連携・市民協働によるこども応援 

計画「学校教育と福祉行政の連携のもと、支援を要するこどもへの個別支援を拡充するとともに、こど

もの学習支援や居場所づくり、こどもへの機会提供、地域における見守り・支えあいを市民と協働して

推進していきます。」 

 

 

 

 

 

 

○令和２（2020）年度より「まなびスペース」を「こども研究所ひゅうが絆」に委託して３ヶ所目を設置し、各地域に

おいて、支援団体・社会福祉法人の特徴をふまえた学習支援や交流が取り組まれています。「子どもの学習・生活支

援事業」（「日向市社会福祉協議会」に委託）において、毎週の児童生徒への学習支援や保護者をふくめた進

路・生活相談支援が取り組まれています。 

○令和２（2020）年度から、毎月第３土曜日に「こどもカフェ」のこども食堂が市庁舎にて行われています。 

○食品・生活用品・学用品の寄附を市民から受けて、民間支援団体などへ提供する「フードドライブ」を、令和３

（2021）年９月よりスタートしました。 

○子育て家庭の見守りの取り組みとして、令和３（2021）年 10月より、こども食堂実施２団体に委託して、宅食

による「支援対象児童等見守り強化事業」を開始しました。 

○令和４（2022）年３月に相談窓口や地域の民間支援などを紹介した「日向市くらし子育て応援ガイド」第２版

（令和６（2024）年２月改訂）を作成し、関係機関や家庭に配布しています。 

○児童福祉の相談支援拠点として、「こども家庭総合支援拠点 ひなたの森」を、専門職員の配置と施設整備を行

い、令和５（2023）年３月に設置しました。要保護児童対策地域協議会において、児童虐待の防止や養育環

境の安定に向けて、こども家庭支援の連携が取り組まれています。 

○平成 31（2019）年度から市教育委員会に配置されたスクールソーシャルワーカーが、令和５（2023）年度か

ら２名に増員されました。 
 

施策２ こどもの成長段階に応じた切れ目のないサポート 

計画「親の妊娠・出産期から、発育、就学支援、進路保障、若者の社会参加や就労支援まで、こどもの

成長発達段階に応じた継続的な支援を拡充します。」 
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○乳幼児健診事後教室は、参加希望が多いことから、令和３（2021）年度より月２回の実施としました。多胎児

の保護者や養育不安のある保護者に対する家事支援として、令和３（2021）年度よりヘルパー派遣事業を開

始しています。 

○令和２（2020）年８月受診分から重度心身障害者医療費助成制度の外来現物給付を開始したことにより、

領収書を添付して申請していた手続きの負担が軽減されました。 

○就学援助について、就学時健康診断の通知時に、文書を同封し周知を行っています。 

○ＤＶ相談については、関係課・関係機関が連携した相談支援を行っています。デートＤＶ防止に関する高校への

出前講座などの周知啓発を行っています。 

 

施策３ 各家庭のニーズをふまえた総合的な生活支援 

計画「各家庭のニーズをふまえ、社会保障の適切な運用や家計管理への助言、親子の健康増進、保護者

の就労支援等、家庭の生活基盤の安定へ向けた支援を総合的に推進します。」 

 

 

 

 

 

 

○ひとり親家庭の保護者への資格取得の促進の取り組みとして、日向市母子寡婦福祉連絡協議会と連携し、高等

職業訓練促進給付金及び自立支援教育訓練給付金の申請を促しています。 

○生活保護制度について、令和２（2020）年度に市ホームページに制度概要や扶助内容を掲載しました。 

○「日向市生活相談支援センター心から」において、生活困窮する方への就労支援を行っています。市内 15事業所

と就労体験に関する協定を締結し、推進しています。 

○民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進支援を行う「日向市居住支援協議会」を設立しました。住まいの確保が

困難な方々を支援するために、入居相談から物件照会、マッチングまで関係団体と協力し、直接的な支援を行って

います。急遽住まいが必要となった相談者へのシェルターを令和５年（2023）度に開設しました。 

○「日向ひとものづくりセンター」を活用し、日向地区高等職業訓練校による技能講習、高校生や若手技術者に対す

る技能演習などを実施しています。 

○保護者の負担軽減や子育てを支援するための取り組みとして、令和６（2024）年 10月から令和７（2025）

年３月までの中学校３年生の学校給食費の無償化を新たに実施しました。 

 

施策４ 支援を届けるネットワークの拡充 

計画「家庭の困窮を見過ごさないために、支援窓口（福祉課・こども課・市生活相談支援センター心か

ら）を中心に、庁内部署・関係機関・支援団体との連携を促進するとともに、こどもの居場所づくりや

民間支援をフォローできるネットワークを拡充していきます。」 
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○生活困窮・障がい児支援・ＤＶ支援では、こどものいる世帯や妊婦に関する情報の共有が関係課より

行われ、児童相談業務において支援介入に取り組みました。 

○家庭への直接支援ができる支援機関・団体で構成する「こども・若者応援ネット」については、令和

２（2020）年度は意見交換会を２回開催し、活動交流等を行うとともに、フードドライブの協議を行

いました。３年（2021）度以降はコロナ禍により未開催となっていますが、構成機関とは、個別の支

援対象世帯について、食糧支援や学習支援等のつなぎ・連携に取り組んでいます。 

○フードドライブの開始以降、同取り組みの市職員への周知を行い、随時寄附も行われています。 

 

（２）第３期計画につなげる課題 

○第２期計画において掲げた４点の課題について、これまでの計画期間における取り組みをふまえて、

第３期計画につなげる課題として改めて整理します。 

 

① 介入・支援されていないこども・家庭の困窮の解消 

⇒ 関係課より、児童のいる世帯や妊婦に関する情報の共有がこども課等に行われ、支援介入に取り組

んでいますが、「くらし・子育て相談連携シート」の活用等について、こども課・福祉課・「市生活相談

支援センター心から」が主体となって、関係課と意見交換を行い、日常的な相談のつなぎと連携の必要

性を推進していくことが必要です。また不登校や進学・社会参加に至っていないこどもに関する個別支

援については、それぞれのおかれようや関心・意向に応じて、ステップを積み上げていく支援を、関係

機関との連携や地域資源の創出に取り組みながら、充実していく必要があります。 

 

②家庭の生活基盤の安定に向けた支援・施策メニューの評価 

⇒ 支援制度の周知や、ヘルシースタート事業の拡充、「日向市居住支援協議会」の設立などに取り組ん

できました。一方で長いコロナ禍を経て、現在は物価高など、市民生活への影響が生じ続けていること

から、情勢に応じた経済対策を随時検討していくとともに、家計管理への助言や、こどもへの機会提供

など総合的な観点から、関連施策や支援を点検し、拡充を図っていく必要があります。 

 

② 個別支援を充実させる体制・ネットワークの形成 

⇒ 相談支援体制については、「子ども家庭総合支援拠点」の設置など随時拡充を図ってきていますが、

虐待通告における県から市町村へのケース送致により児童虐待相談の受理件数も増加しています。一方

で養育不安など支援介入を要する事例も生じており、支援の需要に応じた体制の確保を、現状を検証し

ながら図っていく必要があります。あわせて「こども・若者応援ネット」において、機関・団体間の交

流を深め、連携の拡充を図る意見交換や、新たな地域資源の創出を検討していく必要があります。 

 

④重点施策と民間支援の連携をとおしたこどもを応援する地域づくり 

⇒ こどもの支援・応援に取り組む民間支援・応援団体のグループは、第２期の計画期間において増加

（38→49 団体）しています。「フードドライブ」をはじめとした取り組みにあわせて、市民に様々な支

援活動を周知し、「こどもの日向（ひなた）づくり運動」を呼びかけ、こども応援の取り組みをフォロー

しあうつながりを広げていくことが求められます。また民間支援が持続できる総合的なサポートも必要

です。 
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●「日向市くらし・子育て応援ガイド」第２版(令和６（2024）年２月改訂) 

子育て中のご家庭や、支援機関・団体、また地域における支援にご協力いただける市民のみなさんを

対象に、(1)相談機関・地域子育て支援拠点、(2) 各種サポート制度、(3)民間支援やフードドライブを

ご案内しています。 ご家庭における子育てや生活に関する応援のガイドとして、また支援機関・団体に

おける活用資料として、ご利用ください。  

パンフレットは、こども課をはじめ、庁内関係課、公共施設、支援機関・団体に配備しています。 ま

た市ホームページにも掲載しています。 

 

URL https://www.hyugacity.jp/display.php?cont=220502162404    

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.hyugacity.jp/display.php?cont=220502162404
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4 本市の強み                              

行政の施策推進や市民によるこども応援の原動力となる、本市の強みについて、さまざ

まな面から共有します。これらの強みを基盤にして、市民総ぐるみの支援・応援の推進

や、新たな地域資源の開拓に取り組んでいきましょう。 
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行政・教育 
子育て支援 

「子ども医療費助成事業」

（中学生まで 医療機関ご

と月 350 円の自己負担）を

実施しています。放課後児

童クラブが 13 か所、地域子

育て支援拠点が２ヶ所開設

されています。 

妊娠・子育てサポート 

妊娠期から子育て期までに

わたる切れ目のない支援と

して、妊産婦健診の助成、

乳幼児健診、産前・産後サ

ポート事業、訪問相談支援

などを総合的に推進してい

ます。 

キャリア教育 

こどもの自立の基礎となる

力を育てるために、「日向市

キャリア教育支援センター」

を中心としてキャリア教育

（社会人講師の学校派遣や

職業体験学習等）を推進して

います。 

学校教育 

小学校 14 校・中学校８校 

「コミュニティスクール」

「小中一貫教育」「キャリア

教育」を一体的に進めていく

ことで、児童生徒の育成を目

指しています。 

こども家庭支援 

日向市要保護児童対策地域

協議会を中心とした、養育不

安の解消や児童虐待の防止

へ向けたこども家庭支援を、

行政・関係機関が連携してい

ます。 

県立学校 

３つの県立高校～富島高等

学校（全日制・定時制）、日向

高等学校、日向工業高校、特

別支援学校～ひまわり支援

学校（小学・中学・高等部 対

象：知的障がい・肢体不自由） 

その他 

ＤＶに対する相談支援の庁

内及び関係機関における連

携と、啓発に取り組んでいま

す。「日向市居住支援協議会」

により住まいの確保が困難

な方の居住支援を行ってい

ます。 

児童生徒への支援 

市ではスクールソーシャル

ワーカーを令和５（2023）年

度から２人に増員していま

す。「教育支援センターひま

わりラウンジ」で不登校傾向

がある児童を支援していま

す。 
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各種法人・ 
公的団体 

幼稚園・保育園・こども園 

幼稚園１園・認可保育所（園）

15 園・認定こども園 11 園・

認可外保育施設５施設にお

いて、子育てと仕事の両立支

援等のために、保育や就学前

教育が提供されています。 

病児・病後児保育など 

病気の回復期にあるこども

を預かる病後児保育を３か

所の施設が、病気の回復期に

至らないこどもを一時的に

預かる病児保育を１か所の

小児科医院が行っています。 

児童福祉施設 

児童養護施設「鐘ヶ浜学園」、

児童心理治療院「ひむか・ひ

こばえ学園」、児童発達支援

センター「日向市子ども発達

支援センターもくせい園」が

開設されています。 

民間支援・ 
地域活動 

こども食堂 

こども食堂は６ヶ所に広が

り、「子ども食堂ひゅうが絆」

「子どもカフェ」「よろこび

食堂」「コパン屋のこども食

堂」「鉾島こども食堂」「地域

食堂お結び」が実施されてい

ます。 

食糧支援 

生活に困窮している家庭へ

の相談支援・食糧支援が「排

除しないまちづくり 結い

（ゆい）」と「フードバンク日

向」において取り組まれてい

ます。 

様々なこども応援 

「はげまし隊」が中学校への

授業支援に取り組んでいま

す。また「フリースクールよ

りみち」が開設されました。

学校や地域では読み聞かせ

や農業体験が行われていま

す。 

地域活動 

一部の「まちづくり協議会」

では、放課後子ども教室の運

営や、体験活動や見守り活動

等に取り組まれています。長

期休業等には自治会では地

域内交流が行われています。 

子ども会・スポーツ少年団 

市内では、各地の子ども会育

成会や、５２のスポーツ少年

団が保護者や地域の協力の

もと活動しています。 

生活困窮者支援 

日向市社会福祉協議会では、

市の委託を受け、ひとり親世

帯などのこどもを対象にし

た「子どもの学習・生活支援

事業」と若者対象の「居場所

サロン事業」を実施していま

す。 

障がい児支援 

「そうだんサポートセンタ

ーしらはま」では、障がい児

や療育に関する相談・助言を

行っています。市内各地で児

童発達支援や放課後等デイ

サービスが実施されていま

す。 

医療機関 

１つの産婦人科と、４つの小

児科をはじめ、各種の医療機

関が、こども・保護者に医療

を提供するとともに、行政等

と妊娠・出産・養育における

支援を連携しています。 

民生委員・児童委員 

131 人の民生委員・児童委

員と 12 人の主任児童委員

が、地域において家庭・こ

どもの見守りや行政・関係

機関へのつなぎ支援を行っ

ています。 

ＰＴＡ 

小・中学校のＰＴＡでは、学

校行事の運営支援や、広報活

動、奉仕作業、交流・研究活

動、こどもの見守り活動など

が実施されています。 
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第３章 計画の基本理念・指標・施策体系                   

１ 基本理念                              

行政・関係機関・民間支援団体・企業や市民みんなで共有して、今後の施策や取り組み

のベースに認識していく「こどもの貧困」の定義と、計画の基本理念を掲げます。 

 

（１）「こどもの貧困」の定義 

○本市では、こどもの貧困を、家庭の経済的な困窮だけでなく、親子の生活・心身の成り立ちを支える

環境が欠けている地域の状態であるととらえ、貧困は、個人の問題ではなく、社会全体で取り組むべ

き問題であるという認識にたっています。 

○貧困の連鎖や児童虐待が起きる背景には、保護者自身のこども期における養育環境も影響しており、

保護者の生きづらさのこどもへの連鎖であるとも言えます。一方で、経済的に困窮には至っていなく

ても、保護者の仕事の事情から、親子間の交流が不足していたり、孤食を余儀なくされているこども

など、課題を背負わされた家庭は少なくはありません。また、格差や無縁化の社会課題も継続してい

ます。 

○こどもの貧困対策は、どのような環境におかれたこどもでも、自由をもって、のびのびと生きていく

ことができる権利と機会を、地域が保障していく取り組みであると考えます。 

これらをふまえ、本市は、こどもの貧困を以下のとおり定義します。 

「こどもの貧困」は、こども～心身の発達の過程にある人～の成長に影響する、 

① 経済的な困窮（生活困窮）  

② 親子の生活・心身の成り立ちを支える環境と選択肢の欠如（社会的排除） であり、 

「こどもの幸福（ウェル・ビーイング）を追求する自由の欠如・権利の不全」である。 

 

 

 

（２）基本理念 
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行政と市民の取り組み推進のためのキャッチコピー 
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２ 指標と施策の柱立て                         

国の「こども大綱」と本市計画における、こどもの貧困に関する指標を紹介・評価し、

第３期計画の施策の４つの柱（体系図）をとりまとめます。 

 

（１）こどもの貧困に関する指標 

○「こども大綱」及び「宮崎県こども計画」においては、こどもの貧困対策を総合的に推進するのにあ

たり、関係施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価するための指標を設定しています。 

 

①「こども大綱」にもとづく指標 

・・「こども大綱」で示されたこどもの貧困に関連した全国の指標と、県及び市が把握する数値はｐ．31

～32 のとおりです。これらの指標数値の改善を、本計画の推進と国・県との連携をとおして取り組みま

す。 

 

【あわせて注目】  

「こども大綱」における目標 

・・「こども大綱」が目指す「こどもまんなか社会」の実現に向けた、こども・若者や子育て当事者の視

点に立った数値目標。こども家庭庁による「こども・若者の意識と生活に関する調査」をはじめ、国や

OECD 等のこども・若者や国民を対象とした調査で得られる数値を設定しています。 
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11.5%

10.3%

2 93.8% 91.3% 100.0%

3 3.3% 6.2% 0.0%

4 42.4% 37.6% 50.0%

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14 84.3%

15 98.1%

16 43.1%

17 51.8%

18

19

20

21

22 1.4% 1.4%

23 56.6% 48.6%
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24 52.6%

25 59.3%

26 30.9%

27 30.7%

28

29 8.9%

30 34.5%

31 79.8%
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33
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37
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39
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②基本理念にもとづく指標 

・・従来の計画にひきつづいて、基本理念にもとづき、①家計の支援、②環境の整備、③能力の形成の

３点から、こどもの権利と自由の保障を点検・評価する指標を設定します。この指標は「こどもと家庭

の生活・ニーズに関する調査」、「こどもの貧困対策に関する教職員アンケート」、「こどもの応援に取

り組む地域資源に関する調査」にもとづく以下の 10 項目です。 

 

＊各数値は 第１期調査（平成 28（2016）年度） → 第２期調査（令和元（2019）年度） → 第

３期調査（令和６（2024）年度） 

 項目の今回数値について 改善した項目は青 横ばいの項目は緑 悪化した項目は赤 で表記 

 

家計の支援 

こどもに将来受けさせたい教育における高等教育への希望割合が増え、経済的理由から公共料金の支払ができな

かった割合や、就学援助を受けていない理由での「制度や手続きがよくわからない」割合も減少する等、指標はそれぞ

れ改善がみられています。今後の教育費用にむけた貯金の不安は変わらず顕在化しています。 

①こどもに将来受けさせたい教育における、「短大・高専、専門学校」及び「大学教育」の割合 目標↑ 

短大・高専、専門学校            57.6％→60.2％→66.6％   

大学教育                     50.1％→52.6％→60.2％   

＊年収300万円未満の世帯における上記割合 

短大・高専、専門学校            41.3％→41.3％→54.７％ 

大学教育                    26.1％→30.2％→41.5% 

②こどもや家庭に関する経費で十分でないものの割合 目標↓ 

今後の教育費用にむけた貯金        65.7％→60.8％→60.7％ 

③過去１年間に経済的理由から支払ができなかったものの割合 目標↓ 

税金                              9.6％→6.9％→4.9％ 

年金保険料や健康保険料、介護保険料  9.1％→4.8％→3.3％ 

学校の給食費や保育料                7.8％→5.8％→1.6％ 

④就学援助を受けていない理由における、「制度や手続きがよくわからない」割合 目標↓ 

制度や手続きがよくわからない           21.5％→12.6％→6.9% 

 

環境の整備 

 必要な際に医療機関へ家族が受診に至らなかった割合は減少した一方で、こどものむし歯の割合はやや増加し、困

ったときに相談できる人がいない保護者や、毎日は朝食を摂取しないこどもの割合は横ばいなど、一定の課題的な要

素が継続しています。こどもの支援・応援に取り組む民間支援・地域資源の数は、計画策定ごとに増加しています。 

⑤家族を医療機関に受診させた方がよいと思ったけれども、実際は受診に至らなかった割合 目標↓ 

受診に至らなかったことがある            24.9％→25.2％→19.9％ 

＊年収300万円未満の世帯における上記割合 

受診に至らなかったことがある         35.2％→35.3％→18.9％ 
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⑥むし歯があるこどもの割合 目標↓ 

むし歯がある                   11.3％→8.5％→14.0％ 

上記のうち、むし歯が治療中ではない    55.7％→58.6％→51.8％ 

⑦困ったときに相談できる人がいない保護者の割合 目標↓ 

困ったときに相談できる人がいない保護者  5.7％→8.8％→8.6％ 

保護者が困ったときに相談ができる人が教職員・保育士、民生委員・児童委員、公的機関の相談員、民間のカウ

ンセラー、医療機関の医師や職員である割合 目標↑ 

保護者の相談相手が教職員・保育士・その他の機関等の支援者である   10.8％→9.5％→8.6％ 

⑧こどもが朝食を毎日は食べない、もしくは夕食をひとりで食べる・こどもたちだけで食べる割合 目標↓  

こどもが朝食を毎日は食べない       7.9％→6.8％→6.4％ 

夕食をひとりで食べる・こどもたちだけで食べる  5.5％→7.2％→5.7％ 

⑨こどもの支援・応援を取り組む民間支援・地域資源の数 目標↑ 

民間支援・地域資源の数            19→38→54（令和6（2024）年度数値） 

 

 

能力の形成 

こどもの自主性・積極性に関する割合はすべて減少し、指標に関する値が悪化しています。 

⑩こどもの普段（ここ１か月）の様子 目標↑ 

「宿題は自ら進んでできる」にあてはまる（中学３年のみ）             47.9％→48.1％→45.3％ 

「自分のベストを尽くそうとする」にあてはまる（中学３年のみ）          34.6％→37.4％→31.7％ 

「将来について自分の希望（なりたい職業や進学先）を言える」にあてはまる  52.1％→48.5％→36.6％ 

 

【データ】 

①～⑧、⑩こどもと家庭の生活・ニーズに関する調査 

＊このうち②～④、⑦、⑩は小・中学生共通の設問結果から 

⑨こどもの支援・応援を取り組む民間支援・地域資源に関する調査 
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（２）こども家庭をめぐる現状と推進すべき取り組み 

 ここまで集約された、現状を示す特徴的な事項や、支援事例をとおした傾向から、支援にあたっての課題と市として

推進すべき取り組みについて、とりまとめます。 

 

○15-19 歳から 20-24 歳のこども・若者の人口流出が著しい。 

○就学援助受給者の認定率は、この５年間は16％台で推移。 

○ひとり親家庭は年々増加傾向で推移（令和２（2020）年 母子2,409世帯・父子388世帯）。 

○児童虐待相談の令和５（2023）年度新規受理件数のうち、心理的虐待70件で、このうち面前ＤＶは43件。 

 

○家庭の家計状況は、赤字23.3％・ぎりぎり50.2％。 

○年収300万円未満の世帯は全体のうち17.9％。 

○経費で十分でないものは「教育費用に向けた貯金」がトップで６割が回答。 

〇非正規職員の割合は母親では38.9％に対し、父親は3.6％と、男女間の雇用格差が明確。 

○相手の家に遊びに行ける友達の数は「いない」が増加（14％）。「１～２人」も増加（4割）。 

○家庭ニーズでは「公的援助の拡充」「学習支援の拡大」「親子の居場所」「家計管理の助言」「子育てについての相

談先」が高い。保護者個人の希望は「年金や公的援助を学ぶ機会」「資格・技能取得」が高い。 

 

○ひとり親世帯の保護者が非正規雇用では収入が限られ、就労・家計・生活・子育てに追われている傾向がみられる。

保護者に傷病がある家庭では、養育不安やネグレクト傾向に対して長期的な支援・見守りが必要で、こども達がヤ

ングケアラーに至らないサポートも重要となっている。 

○多子世帯で家庭の就労収入が低く、家計の支出においつかないケースがみられ、夏休みを経て、食に欠け、食糧支

援を臨時的に行った。 

○幼児期の親子の関わり不足が愛着形成における課題につながり、メディア・ゲームへの依存が加わって、小学生の段

階から生活リズムがくずれ、昼夜逆転から登校渋りや、家庭内で暴れる事例もみられる。 

○メディア・ＳＮＳの影響から、こどもが抱える問題の背景も多様になってきている。 

 

■個別の家庭では、養育環境を整えていくために長期的な支援や、家族のライフステージのタイミングにあった支援機

関へのつなぎや制度の情報提供が必要。切れ目のない支援の体制・メニューが地域に欠かせない。 

■ひとり親世帯を中心に、保護者が就労・生活・養育に追われる中で、保護者の経済的負担の軽減や、キャリア形成

の支援も重要。 

■メディア・ゲーム・ＳＮＳの広がりで、家庭での関わりの不足やこどもの関心の偏りが強まっている。こどもの関心を広げ、

地域でのつながりを実感できる日常の機会づくり・居場所を増やしていく必要がある。 

 

■こども期から青年期にかけての支援体制の拡充と、相談支援機関や子育て支援メニューの情報発信。 

■生活支援につながる施策（子育て家庭への給付助成や保護者・こどもの就労支援・キャリア形成）の拡充。 

■こどもや親子の居場所づくり、こどもの経験機会づくりを意識した事業の推進。 

■こどもを応援できる地域の基盤づくり（増えている民間支援のサポートや連携）の推進。 
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（３）施策の柱立てと市民総ぐるみの応援の推進 

＜こども家庭をめぐる現状や取り組みの課題と計画の施策関連図＞ 

こども家庭をめぐる現状・取り組みの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ṗ養育環境を整えていくための長期的な支援の連携。 

 ・生活・子育てに追われるひとり親世帯 ・保護者に傷病ある世帯に必要な見守りと関わり 

 ・メディア依存から生活リズムの乱れ ・SNSの広がりでこどもが抱える問題の背景が多様化 

Ṗ増えている児童虐待相談～令和５（2023）年度新規の心理的虐待70件。 

Ṗ高い家庭ニーズ～「学習支援の拡大」「親子の居場所」「子育てについての相談

先」 

 

Ṗ家族のライフステージにあった切れ目のない支援メニューが必要。幼児期の親子の関わり

不足による愛着形成の課題に、メディア・ゲームへの依存が加わっている。 

Ṗ就学援助受給者の認定率は、この５年間は16％台で推移。15-19 歳から 

20-24 歳のこども・若者の人口流出が著しい。 

Ṗ高等教育への進学が「経済的に難しい」の回答の中で、年収 300万円未満の世

帯が占める割合は、短大等の教育で36.8％、大学教育で32％。 

 

 

Ṗ家庭の家計状況は、赤字 23.3％・ぎりぎり50.2％。経費で十分でないものは

「教育費用に向けた貯金」が６割が回答。また、男女間の雇用格差が明確。 

家庭ニーズでは「公的援助の拡充」「家計管理の助言」が、保護者個人の希望は「年金や公的援助

を学ぶ機会」「資格・技能取得」が高い。 

Ṗひとり親家庭は年々増加傾向で推移。 

Ṗ多子世帯の事例では、家庭の就労収入が家計の支出においつかない状況も。 

 

 

Ṗこども期から青年期にかけての支援体制の拡充と、家族のライフステージのタイミングにあ

った支援へのつなぎや制度の情報提供が必要。こどもの関心を広げ、地域でのつながりを実感できる日

常の機会づくりを増やしていく必要がある。 

  こども食堂やフリースクールなど、市内に増えている民間支援のサポートや連携が重要。 

Ṗ児童虐待相談の新規受理件数の増加（令和３（2021）年度 39件→令和５

（2023）年度96件）。 
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Ễ 

 

 

■妊娠・子育てのサポート 
■障がい児の福祉に関する支援 

■青少年・若者へのサポート 
■就学・進学におけるサポート 
■家庭生活・家庭教育に関する取り組み 

 

〇民間・地域の取り組みのサポート 

○こども・親子の居場所づくり 

○多機関が連携したこども家庭支援  

○「こどもの日向（ひなた）づくり運動」の推進 

〇学習支援の拡充  

〇キャリア教育の充実  

〇スクールソーシャルワーカーの活用  

〇地域における見守り・世代間交流  

○文化芸術とのふれあいの推進  

○子育て世帯の経済的負担の軽減  

○保育・医療における軽減・助成 

○ひとり親家庭への支援  

〇生活に困窮する家庭に対する支援  

○地元企業と求職者のマッチングの支援  

○消費生活相談  

○市営住宅の入居機会の拡大  

○住まいの確保が困難な方の支援  

〇食育の推進  

○産前・産後の妊産婦支援  

○児童の発育・発達の支援  

○子育て支援事業の推進  

○障がい児の福祉の推進  

○若者の就労支援・社会参加支援 

〇就学援助及び奨学金制度等の周知 

○青少年相談室の周知 

○ＤＶ被害防止 

〇家庭教育学級・家庭の日の周知 

○ＰＴＡ協議会活動の支援 

○生涯学習の機会提供  

〇庁内における相談連携の推進  

〇“支援者支援”の推進  

〇重点施策と相談支援機関の周知  

〇「こども・若者応援ネット」の拡充  

○職員研修をとおした取り組み推進 

〇児童虐待防止の啓発の推進  

〇各法人と連携した生活困窮者支援  

〇障がい児支援のネットワークの拡充  

○こどもの権利擁護推進に向けた啓発  

ễ 
 

 

■子育て世帯の負担軽減 

■ひとり親家庭への支援 

■生活に困窮する方への支援 

■仕事・生活・住まいに関する支援 

Ệ 
 

 
■重点施策と相談支援機関の周知 
■支援ネットワークの拡充 
■こどもの権利擁護推進に向けた啓発 

ể  

 

 

■こども家庭支援の推進 

■民間支援や市民との協働によるこども応援 

■こどもの福祉・教育の推進 

基本施策            施策・事業分類 
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第４章 施策の展開 

各施策においては、「こども家庭をめぐる現状や取り組みの課題と計画の施策関連図」をもとに、重点

施策を拡充検討 ・新規 ・ 継続 ・ 追加に区分して掲げています。 

 

【基本施策１】 学福連携・市民協働によるこども応援            

 学校教育と福祉行政の連携のもと、改正児童福祉法にもとづく取り組みを推進しながら、こどもへの

個別支援を拡充するとともに、こどもの学習支援や居場所づくり、機会提供、地域における見守り・支

えあいを市民と協働して推進していきます。 
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˺   ὤ↨  

ɵ   

〇改正児童福祉法により、子育て世代包括支援センター（母子保健）と子ども家庭総合支援拠点（児童

福祉）の機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援

を行う機能を有する「こども家庭センター」の設置に市町村は努めることとなった。両部門の連携・

協働を深め、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援の切れ目ない対応など、市町村とし

ての相談支援体制の強化を図る。 

ҵКὦ   

〇「こども家庭センター」は、これまで母子保健機能や児童福祉機能において実施している相談支援等

の取組に加え、新たに  

・妊娠届から妊産婦支援、子育てやこどもに関する相談を受けて、支援を要するこども・ 

妊産婦等へのサポートプランの作成や、  

・民間団体と連携しながら、多様な家庭環境等に関する支援体制の充実・強化を図るため   

 の地域資源の開拓を担うことで、更なる支援の充実・強化を図るもの。  

 

令和６（2024）年４月の改正児童福祉法の施行に伴い、市町村に「こども家庭センター」の設置が努

力義務化されました。本市では令和７（2025）年度の設置に向けて、体制と機能について検討していき

ます。 

ׄ  

センター体制の方針として、こども課長をセンター長、子育て支援係長と母子保健係長を統括支援

員に位置づけ、両係をセンター所属で構成していくとともに、国の補助による新たな専門職等の配置

による体制の強化を検討します。 

設備面では、健康管理センター内の相談室や多目的ホールにおいて、こどもとの関わり方や生活習

慣形成、出産準備等に関して、視覚教材や知育玩具・感覚統合遊具を活用し、家庭での取り組みのイ

メージづくりをサポートします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ὤ↨ ˗  

 センターにおける支援を推進するために、新たに制度化された家庭支援事業として、従来事業を移行

して実施します。 

①子育て短期支援事業    ②親子関係形成支援事業  

③子育て世帯訪問支援事業  ④一時預かり事業 

Ѓ ἧ ǭ ͜  

 こども家庭支援員（ケースワーカー） 

  虐待対応専門員 

  家庭児童相談員 

  安全確認対応職員 

  養育支援訪問員 

  地域資源開拓コーディネーター 

(配置検討) 

 

ἧͪβ ἧͪβ͜  

地区担当保健師・看護師 

妊娠・子育てサポート業務員 

乳幼児家庭訪問員 

発達障がい児相談員 

ȹɱȽɶ ǚǰȉ  

ᴣ 

ἧ ǭ ͜  

ἧͪβ͜  
双方の業務に知識を有

し、俯瞰して家庭のア

セスメントや支援の判

断ができる者 
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【基本施策２】 こどもの成長段階に応じた切れ目のないサポート      
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【基本施策３】 各家庭のニーズをふまえた総合的な生活支援         

各家庭のニーズをふまえ、子育てに関する負担軽減や、社会保障の適切な運用、親子の健康増進、保護

者の就労支援など、家庭の生活基盤の安定へ向けた支援を総合的に推進します。 
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【基本施策４】 支援を届けるネットワークの拡充             

家庭の困窮を見過ごさないために、支援窓口（福祉課・こども課・市生活相談支援センター心から）

を中心に、庁内部署・関係機関・支援団体との連携を促進するとともに、こどもの居場所づくりや民間

支援をフォローできるネットワークを拡充していきます。 
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˺   ἧ  

  

〇相談支援における庁内連携を推進するべく、生活困窮・子育て困難などがうかがえる家庭を把握した

際には、各課でできる支援を検討したうえで、ワンストップ支援窓口につなぐ。 

֝ȑ ȆКὦ   

〇困りごとの早期発見と切れ目ない支援にあたっては、行政全体として取り組める気づきや助言、制度

支援を、対象世帯に持ち寄ることが重要である。庁内各課では、①業務において生活困窮・子育て困難

が見受けられる相談を受けた場合は、対象のご世帯に対して、所管する支援施策を働きかけると共に、

シートを活用して、ワンストップ支援窓口にご案内。また、②業務ならびに地域において児童虐待（疑

い含む）の事案を確認した場合は、シートによりこども課に情報提供を行う。 

Ṍ困りごとが整理できない世帯や継続した見守りが必要な世帯に 

関わり、制度のはざまに置かない支援・助言に取り組む。 

Ṍ  

ể Ễ ṕ Ṗ 

Ṍ  

 

9
ǓǋЃ ș
ǠȒɋɁɆɭɶ

ȭǵ Ϲ

10
♥ Ѱ↓ǵѫ ͝

11
ᴣǵ ǵׄ

ʣ

12
ǚǰȉǵ ѫ

ǲׄǘǦᵃ

13
ǚǰȉǵ ѫ

ǲׄǘǦᵃ

14
ǚǰȉǵ ѫ

ǲׄǘǦᵃ

ǚǰȉǵ ѫ ǲׄǘǦᵃ



第４章 施策の展開 

168 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章  

計画の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 計画の推進 

169 

第５章 計画の推進 

１ 行政の役割と市民の行動                      

（１）行政の役割～施策・支援の推進と連携 

基本理念の実現へ向けてこの計画を推進するために、こどもの貧困対策・妊娠と子育て支援のサポー

ト・こども家庭支援を重点的に取り組む庁内組織「日向市子どもの未来応援本部」において、以下の取

り組みを進めます。 

①本市におけるこどもの貧困や児童相談をめぐる実態と課題、計画の推進に向けた職員研修を実施しま

す。 

②相談支援及び事務事業において、こどもの貧困対策・妊娠と子育て支援のサポート・こども家庭支援

における関係課及び関係機関の連携を強化します。 

③計画を効果的に推進するために、重点施策及び関連事業の実施について情報交換し、各事業の拡充と

庁内連携を図るとともに、関係課において新規事業の検討を行います。 

④施策の推進にあたって、関係課における民間支援や企業、地域の関係団体との連携を強めます。 

⑤支援・施策の一層の充実に向けて、国及び県に対し、各種要望や先進事例等の情報提供を働きかけま

す。 

 

（２）市民の行動～「こどもの日向（ひなた）づくり運動」の推進 

「子どもの貧困対策推進法」第６条では、国民の責務として「国民は、国又は地方公共団体が実施す

る子どもの貧困対策に協力するよう努めなければならない」と規定されています。こどもの貧困の解消

は、行政や関係機関の取り組みだけでは実現は困難です。 

計画の周知に向け、市として、計画の関係機関・団体等への配布、市広報・市ホームページ・各種メ

ディアにおける情報発信を行い、こども・家庭への市民総ぐるみの支援・応援を推進します。 

全庁の取り組みとして、多様な親子の居場所づくりを促進し、企業や店舗、ＮＰＯ等の民間拠点や、

社会福祉法人等の地域福祉拠点において、地域の親子の居場所づくりを促進します。また、令和７（2025）

年度に開設予定の「こども家庭センター」に地域資源開拓コーディネーターを配置し、民間支援の情報

の発信等から担い手の確保や新たな地域資源の創出を促進します。 

市民は、それぞれの地域や職場、関わりにおいて、一人ひとりが身近なこどもの応援者として、以下

の項目をはじめとしたこども・家庭の支援・応援を「こどもの日向（ひなた）づくり運動」として取り

組みましょう。 
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「こどもの日向（ひなた）づくり運動」の取り組み項目 

 

ˮάςϜρᴪ χ ᶨʾИ˔Їτḩβϥ ₰˯ẉόˮάςϜχ ₉ ├τḩβϥễ ԌϯрϾ˔

Е˯χὫᴮϬώϘΠοʺ◕ τ τ︡Ϥ ϭπΜθιΦθΜ‮ Ϭ ᵒΰϘβʻ 

 

 

○家庭 

① こどもが友達を増やせる交流や、情感を豊かにできる（積極性や受援力など）機会を増

やしていく。 

② 子育てについて、身近な保護者の相談相手になる。 

③ 「くらし・子育て応援ガイド」等を活用して、困窮や生活の困難がうかがえるこども・

家庭に関して、行政・関係機関・支援団体へのつなぎや見守りを行う。 

④ 身近にできるボランティアに取り組んだり、市施策及び民間支援への参加を 

とおして、こども・若者への関わり・機会の提供へ協力する。 

 

○地域 

① こどもへ様々な体験機会や地域活動を提供する。 

② こどもが自分らしく時間を過ごせる居場所づくりや、こどもの学習支援などの取り組み

に協力する。 

③ 自治会・育成会・スポーツ少年団・クラブ・部活動・サークル等における、 

互助を目的としたこども・家庭間の交流や助け合い（親・こども同士や世代 

間の交流の促進、活動に必要な物品のシェアなど）に取り組む。 

 

○企業・産業 

① こどもへ様々な体験活動（農業・仕事の体験など）を提供する。 

② 「家庭の日（毎月第３日曜日）」の推進や、ワークシェアリングなどをとおして、家庭

における親子のふれあいを励行する。 

③ 有給休暇が取得しやすい環境づくりや、定時で退勤できるための仕事のシ 

ェアなど、働く子育て世代を職場からサポートする。 

④ 生活の安定やキャリアの充実に向けた、保護者や若者の資格・技能取得を支援する。 

⑤ 生活に困窮する家庭の保護者・若者に対する就労体験に協力する。 

 

 

＊日向市ボランティア・市民活動支援センターが日向市社会福祉協議会内に設置され、 

 登録ボランティア団体の活動に参加・協力できます。 
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こどもの応援に取り組む日向市の地域資源 

 

市関係課、市内小・中学校、幼稚園・保育所（園）・認定こども園、日向市社会福祉協議会に対して、

所管・業務において関係している地域資源・民間団体・市民グループについて調査照会を行いました。

調査結果として、こどもの支援・応援に取り組む地域資源・民間支援を紹介します。多くの市民の協働

のもと各地域で精力的な活動が行われています。身近な地域資源や関心のある活動に、ぜひ参加・協力

しましょう。 

 

令和６（2024）年度 こども課調べ 

（活動分野ごと・日常生活圏域別） 

 

＊市委託事業による支援・取り組みは除く 

（ただし自主活動をあわせて実施している団体等は掲載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 ◓ςϜ ϋϟΞΥ

2 ◓ςϜϸТϴ

3 Ϣϧάό

4 ЀОрᴒχάςϜ

5 άςϜ

6 ӽ ΣὫό

7
άςϜהӠ Ͼ Ӿה

Тз˔Іϼ˔иϢϤϙκ

8 Т˔ЖНрϼ ΰʹ͏ROOM

9
ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

ᶘ ϸТϴ

10
ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

ϩΤκΚΜχᵓ

11 ΰ  Ỹ

12
χόχόТз˔ІЧ˔І

ʹˢטᴎ◕ˣ

13 ṁ A

↓≥╙

ⱨꜞהꜟכ◒☻כ

┘



第５章 計画の推進 

172 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14
ʹ ΰ◕ּזᵓ ♅Ẹṳᵓ

ʹТ˔ЖНрϼ

15 ΰσΜϘκξΨϤˮὫΜ˯

16 Т˔ЖНрϼ ΰ

17
ДзЄаІТ˔ЖϺАЇϼжУ

ʹˢᴎ╦ᾉ‰ ◕ˣ

18
ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

◓ςϜ

19
ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

SEIKADOН˔ІДϱϾ˔ϺὴФйЉрЕ

20 ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

21
άςϜהӠ Ͼ Ӿה

άςϜ◦כЈрЌ˔ϢϤϙκ

22
ΰ зг˔ІЂЪ˔Е

ˢέ ӽˣ

23
ẋ≤ϺмИІϼжУ

ϙϞίΦ◓ςϜϕϕΠϙṁỲ(ẋ≤◕ˣ

24 άςϜ ЈрЌ˔ˢέ ӽˣ

25
ΰʾ ӽ◓Ӿο◦כЈрЌ˔

ˢέ ӽˣ

26
ẋ≤ᾉↄ ᵓ ΰ Ԛˢ ˣ

ᶛ ⱧỘʾ ᶨ₉ẖּכ◦יⱧỘ

27 ᶘ ◦כψΫϘΰ

28 ◓ςϜӗ ḗ♪Ԍ

≡

ה

╡



第５章 計画の推進 

173 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 ∞Ίⱬ Ộ ᶘ 

30 ᴈ Ộ ᶘ 

31
︣ʾᶡ Ỹ ʾ

ʹ ʾḕẽ ᵓ

32 ‰ οϭοάοϭ

33 ḵϘκξΨϤẸṳᵓ

34 ᾋϘκξΨϤẸṳᵓת

35 HOSOSHIMAϘκξΨϤẸṳᵓ

36 ʹ ỏϘκξΨϤẸṳᵓ

37 ᾖỸʹ ḧῖ ᵓ

38
∞Ίⱬ ╦͍Ỹ

ᶘ כ◦ Ϙΰ

39
ΰ◕ЅвИϯз˔Ѝ˔ϼжУ

ˑ ♬

40 ΰ◕︣ϬνσΩӾ ᵓˢέ ӽˣ

41
ΰ◕♥ ꜛ ⱪּי

ʹ χᵓ

42
ΰ◕ּזᵓ ♅Ẹṳᵓ

♅ễӾ ʾ ∙Ӿ ⱧỘ

43 ΰ◕ ᶨᵠ Ẹṳᵓ

44
ΰ◓ςϜᾆẕ ʹˮ ˯

ỵ άςϜϼАϺрϽ

ה ≠ↄ╡

╕∟≠ↄ╡ה

⅜™ ה



第５章 計画の推進 

174 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45 ϋιϘϤχᵓ

46 ḬЩжрГϰϯ χᵓ

47 Σ ΰᵓМАС˔ЌϱЭ

48 ϛτϛτ

49 ʹ χ

50 ⱬ ϙ ΤδϽи˔Ф

51 ςϭΩϤχᵓ

52 νχ

53 ϙ Τδʹˮϼйер˯

54 ỏᶘה ϙ ΤδϽи˔Ф

╖ ⅛∑



第５章 計画の推進 

175 

２ 計画の進捗管理                         

（１）「日向市子どもの未来応援会議」の役割 

「日向市子どもの未来応援会議」の役割を以下のとおり位置づけ、計画期間中に定期的に会議を開

催し、計画及び支援連携の推進を取り組みます。 

①計画の進捗状況を点検し評価します。                              

②こども家庭支援の推進や、地域資源及び支援ネットワークの拡充について提起・助言を行います。 

③市が主催となって行う地域説明会や市職員・教職員研修、自治会やＮＰＯ等が主催する「こどもの

貧困」に関する講座に会議委員が参加し、啓発の取り組みに協力します。 

 

（２）計画の進捗管理 

この計画の所期の目的を達成するために、毎年「日向市子どもの未来応援会議」において計画の進捗

状況について点検・評価を行います。また、市ホームページに会議資料及び会議録を掲載します。市と

してその点検・評価結果と、国や県の動向を踏まえて、重点施策・関連事業の見直し・改善を行います。 

 

【計画の進捗管理のイメージ】 
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資 料 編 

１．こどもの貧困率～令和４（2022）年国民生活基礎調査 

平成 27 年所得にもとづく、貧困線（等価可処分所得の中央値の 50％）以下の所得で暮らす 17 歳以

下のこどもの割合です。「相対的貧困」にあるこどもの割合となります。 

 

11.5％（ひとり親世帯における貧困率 44.5％） 

  

Ʀ ᶩ ǵ₴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和４（2022）年国民生活基礎調査 表 11 より抜粋 

 

＊等価可処分所得とは、世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収

入）を世帯人員数の平方根で割って調整した所得。世帯人員数が少ない方が生活コストは割高になる

ことを考慮し、世帯人員数の違いを調整するにあたって「世帯人員数の平方根」が用いられている。 

＊2018（平成30）年の「新基準」は、2015年に改定されたＯＥＣＤの所得定表の新たな基準で、従

来の可処分所得から更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り

額」を差し引いたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᾍ ᶩ ♬ ̉ᴇ 2022 ₴ᶮ Ḩ  

等価可処分所得の中央値 254 万円の半分以下の水準が貧困線とされ、世帯人員数に応じた所得

は以下のとおりです。 

・単身世帯 年 127 万円 

・２人世帯 127 万円×√２＝年 180 万円 

・３人世帯 127 万円×√３＝年 220 万円 

 

1991 1997 2003 2009 2012 2015 2021

13.5 14.6 14.9 16.0 16.1 15.7 15.4 15.7 15.4

12.8 13.4 13.7 15.7 16.3 13.9 13.5 14.0 11.5

11.7 12.2 12.5 14.6 15.1 12.9 12.6 13.1 10.6

50.1 63.1 58.7 50.8 54.6 50.8 48.1 48.3 44.5

10.8 10.8 10.5 12.7 12.4 10.7 10.7 11.2 8.6

270 297 260 250 244 244 253 248 254

135 149 130 125 122 122 127 124 127

2018

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A7%E5%9B%B0%E7%B7%9A
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２．こども家庭をめぐる現状や取り組みの課題と計画の施策関連図（ライフステージ版）  

 

 

                                                 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学童期 乳幼児期 

＜こども家庭をめぐる現状・取り組みの課題＞ 

小学生の段階から生活リズムがくず

れ、昼夜逆転から登校渋りや、家庭内

で暴れる事例もみられる。 

養育不安のある家庭で、こども

達がヤングケアラーに至らない

サポートも重要。 

メディア・ＳＮＳの影響から、

こどもが抱える問題の背景も多

様に。 

相手の家に遊びに行ける友達の数は

「いない」が 14％。「１～２人」も

4 割。 ＊アンケート調査より 

15-19 歳から 20-24 歳のこ

ども・若者の人口流出が著しい。 

家庭の家計状況は、赤字 23.3％・ぎりぎり 50.2％。 

年収 300 万円未満の世帯は全体のうち 17.9％。 

経費で十分でないものは「教育費用に向けた貯金」が 

トップで６割が回答。  ＊アンケート調査より 

非正規職員の割合は母親では 

38.9％に対し、父親は 3.6％と

男女間の雇用格差が明確。 

＊アンケート調査より 

ひとり親家庭は年々増加傾向で推移（令和２（2020）年 母子 2,409 世帯・父子 388 世帯）。 

ひとり親世帯の保護者が非正規雇用では収入が限られ、就労・家計・生活・子育てに追われている傾向がみられる。 

就学援助受給者の認定率は、この５年

間は 16％台で推移。 

児童虐待相談の令和５（2023）年度 

新規受理件数 96件のうち心理的虐待

70件で、このうち面前ＤＶは43件。 

高等教育への進学が「経済的に難し

い」の回答（短大等 17.9％・大学

29％）の中で、年収 300 万円未満の

世帯が占める割合は、短大等の教育で

36.8％、大学教育で 32％。  

＊アンケート調査より 

家庭ニーズでは「公的援助の拡充」「学習支援の拡大」「親子の居場所」「家計管理の助言」「子育てについての相談先」が高い。 

保護者個人の希望は「年金や公的援助を学ぶ機会」「資格・技能取得」が高い。   ＊アンケート調査より 

Ѽɵ ♥ǵ  

ế ỷ  

合計特殊出生率 1.81 

（2023 年全国 1.20） 

妊娠  出産  産後 青年期 

こども・若者 

家庭 

 

ひとり親家庭 

 

 

＜施策の展開 ライフステージ別＞ 

子育て支援 

 

こども応援 

ἧ ǭ ˗ ǵ  Ѓ ǵ ɵ ǵ  
ǵ  

ǓǋЃǵ ǵ  

ͪ ɵӣ ǲǑǘȒ ɵҞ  ἧ ǭʫₑǵ ǵ  ᾦἶ Ҟ֗ǺẲἶ Ѱ↓ ǵק  

ᾜ₴ Ὑǵק  

幼児期の親子の関わり不足⇒ 

愛着形成の課題に、メディア・ゲー

ムへの依存が加わっている。 

ẉ Ǔ ǞǦǚǰȉὤ↨  

(ếỪ ǒȐ 17 ǵЃ ȅǮ  
ȷȭɶɩȻɶȵɡɩɭɶȩɶǵ  ἶ ǵ Ϲ  ȫɡɨȠ ǵϹὕ  ǵᾦҥ ɵ 

̝֓қ  
᷂ḢǲǑǘȒ ὃȑɵʫ̈ ˧  ӓ ǯǵǼȓǉǋǵ  

˻☼├χ ᵫ Ặ ˼ 

 

ὡ  

生活支援 

ネットワーク拡充 

地域づくり 

ǹǯȑ ὤ↨ǿǵ  ǲᶩ ǠȒὤ↨ǲᾍǠȒ   ̮ȅǋǵ ͪǓᶩ Ǳ ǵ  ᷂Ϸ̔ ǯ ǵɜɁȿɱȮǵ  

⅍КǲǑǘȒ ǵ  Ƽǚǰȉɵ ꜘ ɋɁɆƽǵ Ϲ  Ѓ ♅ ǵᵃ ǵ  ǓǋЃ ǵɋɁɆɭɶȭǵ Ϲ  

ɵ᷂Ḣǵ֝ȑ ȆǵȳɛɶɆ  ǯ ǵק  
Ӳ ̝ Ҳǵ  ὤ↨ ἶ ɵὤ↨ǵ ǵק  

ǚǰȉɵ ἧǵᾱḹ Ǭǖȑ  Ƽǚǰȉǵ ׄǬǖȑ Ҳƽǵ  
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３．日向市子どもの未来応援会議設置要綱 

平成 28年７月 11日 

告示第 117号 

（目的） 

第１条 この告示は、子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25年律第 64号）第２条の規定に

定められる基本理念にのっとり、本市の子どもの貧困対策等を総合的に推進し、子どもたちの発

達・成長段階に応じて支援を切れ目なくつなぐ地域ネットワークを形成するため、日向市子どもの

未来応援会議（以下「会議」という。）を設置することを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議検討を行う。 

(１)  子ども及び保護者を取り巻く生活環境の実態把握及びニーズ調査に関すること。 

(２)  日向市子どもの未来応援推進計画の策定又は変更等の協議に関すること。 

(３)  地域ネットワークの形成及び社会資源の創出等、支援方策に関するシステムの構築及び実践

に関すること。 

(４)  その他子どもの貧困対策等に関すること。 

（組織） 

第３条 会議は、委員 20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１)  子どもの貧困対策に関する事業に従事する者 

(２)  児童福祉関係団体の推薦を受けた者 

(３)  子どもの貧困対策に関して十分な学識及び経験を有する者 

(４)  その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、当該委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。ただし、会長が選出されていないときは、

市長が招集する。 

２ 会長は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは会長の決するところによ

る。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 会長は､必要があると認めるときは､会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

（守秘義務） 

第８条 会議の構成員及び構成員であったものは､会議の職務に関し知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（庶務） 

第９条 会議の庶務は、福祉部こども課において処理する。 

（委任） 

第 10条 この告示に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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４．日向市子どもの未来応援会議委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※任期は令和５(2023)年１月 23 日～令和７(2025)年１月 22 日。 

ひき続き、令和７(2025)年１月 23 日～令和９(2027)年１月 22 日の任期で委員を委嘱。 

（順不同、敬称略） 

Ĩ ƱƱƱ׀ ᶧƱ̱Ʊ׀ ρ

1 ⱷ ͬẑ ἶ ẎѝẎἶ ̝҇

2 ᷇ ᵃ ἶ Ӕˉ″⁸ Ẏἶ

3 Ҁ ἶ ˉ″ӣ ἶẎἶ

4 Ʊ ʝ ├῎Ѓ

5 ῇƱӵ ׄ⁸ᾛɵʴἶ ̝ ̝

6 Ẏ˺ ׄ⁸ ɵ ȹɱȽɶⱲǒȐ

7 ᾶ ׄ⁸ͪ Ӳ ̝

8 ῑ ἧ ׄ⁸ ỖᴣЃ ỖᴣӲ ̝

9 ԍ ǤǍǧȚȳɛɶɆȹɱȽɶǞȐǶȅ

10 Ʊ˓ʝ ׄ⁸OS@Ӳ ̝  

11 ῇ ̤˺ ɴ ἶᶸ

12 ʿῦ Ὗῴ ̝ ׄ

13 ǉǫȆ
ɤ

ǞǱǋȅǨǬǖȑƼ ǋƽ

14 ʢ ἧ ʝ ᶧ ˲ ׄἧǰȉ Ƽ ƽ

15 ὂ ἧ ὑMON ˲ ɓɶɇɎɱȭ ׄ

16 ᾛ ֶ

17 ʿ Ʊβʝ Ỗᴣ̝Ʊἶ

̉ᴇ ₴↓ ׄ⁸ἧǰȉǵ ꜘ ̝ Ỗᴣ

ĦỖᴣǵ̑ ˔ὑ Ƕ̉ᴇ ₴ ̉ᴇ ₴ ' ₴ (

˹ᶥ ̑ Ƕ ᶥ̝ ǒȐ̉ᴇ ₴ ȅǮǯǱȑȅǠƳ
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５．第３期日向市こどもの未来応援推進計画 策定までの経過 

₴   ˗  

令和 6（2024）年 6 月 3 日 令和６年度 第１回日向市子どもの未来応援会議 

7 月 1 日～18 日 生活実態・ニーズに関するアンケート調査 

8 月 22 日 令和６年度 第２回日向市子どもの未来応援会議 

10 月 1 日～31 日 こどもの貧困対策に関する教職員アンケート 

11 月 22 日 令和６年度 第３回日向市子どもの未来応援会議 

令和 7（2025）年１月 14 日 令和６年度 第４回日向市子どもの未来応援会議 

2 月 12 日～26 日 パブリックコメント 

 

６．日向市子どもの未来応援会議事務局員名簿 

Ĩ    ׀    ι    ׀ 

1 東 原 留美子     福祉部長  事務局長 

2 長 友 久 美     こども課長  事務局次長 

3 伊 達 忠 亮 課長補佐兼子育て支援係長  事務局員 

4 花 岡  圭一朗    子育て支援係   〃 

5 髙 橋  茉莉子    子育て支援係   〃 

  6    平 田  優 衣 子育て支援係     〃 
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